
～第２次総合計画・後期基本計画の策定に向けて～

前期基本計画の効果検証

令和６年１月１５日

西脇市政策推進課



概要
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概要

１ 前期基本計画の効果検証の実施について
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第２次西脇市総合計画・後期基本計画の策定に当たり、現行総合計画・前期基本計画の進捗状況や成果などを把

握するため、効果検証を実施しました。

この結果は、第２次総合計画・後期基本計画の政策や施策を形成する際の基礎資料として活用します。

２ 対象

（１） 対象期間 おおむね令和２年度～令和４年度（内容により令和５年度）の進捗状況

（２） 評価単位 総合計画・前期基本計画の政策・施策単位

３ 検証方法

（１） 前期基本計画の進捗状況を把握するために設定した「まちづくり指標」の現況を把握

（２） アンケート調査で、各政策分野に対する「重要度」「満足度」を把握

（３） 現在の状況・課題を把握するために、行政による評価（施策担当課による検証・評価）を実施

【政策】

✔ 「政策指標の達成状況」から評価を実施 → 指標による客観的評価

【施策】

✔ 施策ごとにあらかじめ設定した指標（施策指標）の水準で評価 → 指標による客観的評価

✔ 「施策指標の達成状況」「施策に対する取組内容」「取組の結果

得られた成果」などを総合的に踏まえた評価 → 総合的な主観的評価



指標による客観評価 ～まちづくり指標の活用～
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●まちづくり指標

総合計画・前期基本計画の政策・施策を推進・展開することによる成果を把握するために設定

●指標の構成

社会経済指標（統計データなど）＋市民実感（アンケート調査により把握）

●指標の数

政策指標 施策指標 合計

６１項目 ２６８項目 ３２９項目

●まちづくり指標の例と見方

指標 単位 方向性 基準値 目標値 R2 … R5

ライフプラン面談率
（１歳児）

％ ↑ 60.4 75 91.2 … 80.6

地域の子どもに関する治安
の悪化を感じる市民の割合

％ ↓ 22.0 19 15.3 … 18.3
←市民アンケート
調査より

←各年度の実績より

まちづくり
指標の名称
です。

指標値の望
ましい推移
の方向を示
しています。

「基準値」は計画策定時に把
握した基準となる値です。
「目標値」は策定時に定めた
目標となる値です。
これらの数値と比較してどう
推移したかで評価します。

「R5」はR5年度に指標値を
調査・把握した、というこ
とを意味します。（指標値
は直近に把握した数値であ
り、R5年度の実績値とは限
りません。）



総合的な主観的評価 ～施策ごとの取組内容・成果と課題・指標の活用～
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〈総合計画における施策の内容〉

取組内容 課題と成果 指標

・○○○○に取り組んだ。

・●●●●の助成を行った。

・○○○○の理解が深まった。

・助成の結果、●●●●の効果が
得られた（アンケート調査から）

B

取り組んだ実績を整理

取組結果
（課題や成果）

を振り返り

総合的に評価



評価基準
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● 指標による客観的評価（政策の「評価」欄／施策の「指標」欄）

評価区分 説明

S 目標を達成できた

A 望ましい方向へ推移している

B 横ばいで推移している

C 望ましくない方向へ推移した

ー その他・指標なし

● 総合的な主観的（施策の「成果評価」欄）

評価区分 説明

S 想定以上の成果が上がった

A 当初の想定どおり（おおむね７～９割程度）の成果が上がった

B 当初の想定よりも成果が上がらなかった

C 成果がほとんどなかった、施策に係る取組がほとんど進まなかった

－ その他（次年度以降に取り組む予定など）

※施策に複数の指標が設定されている場合、合算して評価しています（Ｓ＋Ａ＝Ａ、Ａ＋Ｃ＝Ｂ など）



評価結果（全体）
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前期計画期間中の主な取組

１．未来を拓く次世代が育まれるまち

・出産・子育て応援給付金の給付 ・こども家庭センターの早期設置

・こども未来応援事業で塾・習い事費用を助成 ・こども医療費無償化の対象拡大

・こどもの笑顔をはぐくむ条例の制定 ・幼児教育センターを中心とした就学前教育の充実

・認定こども園等における副食費の無償化 ・ＡＬＴ増員、英語検定費用の助成などの英語教育の強化

・児童生徒１人１台のタブレット端末の整備 ・校務支援システム、連絡システム等による働き方改革

２．つながりによる安心とうるおいが実感できるまち

・複合的課題を抱える方を支援する重層的支援体制の構築 ・コロナ禍での発熱トリアージ外来の設置

・西脇病院リハビリテーション病棟の開設 ・電子カルテシステムの更新

・母子家庭等医療費給付制度の自己負担額の軽減 ・中核組織となる成年後見支援センターの設置（準備）

・消防団の処遇改善、消防自動車の地元負担の軽減 ・防災行政無線・防災マップの更新

３．安全で快適な生活基盤が整うまち

・防災拠点にもなる新庁舎・市民交流施設の整備 ・和田井堰・沖田井堰の改修、加古川河床掘削

・地域と連携した浸水対策で国土交通大臣賞を受賞 ・西脇上戸田線・下戸田工区の完了、以西の整備促進

・国道１７５号（寺内～大伏）部分開通 ・道路照明、防犯灯のＬＥＤ化の推進

・下水道汚水処理区の統合によるコスト削減 ・公共交通の再編（むすブン・めぐリン・均一料金導入）

・新ごみ処理施設の整備・着工 ・県下初の空家等活用促進特別区域（空家特区）の指定

４．地域特性を生かした産業とにぎわいがあふれるまち

・西脇ファッション都市構想（若手デザイナー・縫製工場の誘致） ・自治体初の劇団四季との連携協定

・中小事業者を対象とした新型コロナウイルス感染症対策、物価高騰対策



前期計画期間中の主な取組

４．地域特性を生かした産業とにぎわいがあふれるまち（つづき）

・中心市街地への大型商業施設の誘致 ・酒米・山田錦産地への酒蔵の誘致

・西脇イチゴの新規就農・生産量の拡大 ・森林環境譲与税を活用した森林保全、県産木材の活用

・万博に向けた交流促進、ひょうごフィールドパビリオンの認定

・金属加工事業者などの企業誘致、播州釣針事業者などの事業拡張支援

５．生涯活躍・共生社会の実現

・いきいきサロンなどの地域の通いの場の活動支援 ・健幸運動教室、健幸ポイント事業の開始・拡充

・オリナスホールのオープン、劇団四季の公演 ・オリパラに向けた総合市民センターのリニューアル

・西脇小学校木造校舎の国重要文化財への指定 ・審議会委員、防災会議等への女性参画の促進

・各種セミナー（人権教育、女性活躍など）のハイブリッド開催の導入

・西脇市人権教育及び啓発に関する総合推進指針を改定

６．多様な主体による地域自治の確立

・審議会委員の公募、パブリック・コメントの推進 ・１０歳代を対象とした主権者教育

・地域自治協議会の設立支援、地域一括交付金による活動支援

・社会課題の解決促進と中心市街地活性化に向けた中間支援事業の実施

・兵庫県立大学・地域創生人材教育プログラムの共同開講 ・わかりやすい広報紙の発行、広報コンクールの受賞

・動画やＳＮＳを活用した行政・地域情報の発信 ・「市長ふるさとを語る」特別授業の実施

７．戦略的で持続可能な行政経営の推進

・持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）に向けた取組、ＳＤＧｓ未来都市の選定

・ＲＰＡ・ＡＩｰＯＣＲなどデジタルを活用した業務の効率化 ・学校給食センター・調理業務の民間委託の実施

・ふるさと納税の返礼品の充実、受入れ拡大 ・おくやみコーナー、クイック窓口などの設置



政策評価 ～まちづくり指標の結果から～

１ 概況
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 第２次西脇市総合計画・前期基本計画では、政策指標を

６１項目設定しています。

 Ｓ評価（目標値を達成）は１４項目（２４％）、Ａ評価

（望ましい方向へ推移）は１７項目（２９％）で、全体

の半数以上が望ましい方向へ推移しています。

 Ｃ評価（望ましくない方向へ推移）は１９項目で、全体

の３２％となっています。

２ 高い評価となった主な政策指標

S評価, 

23.7%

A評価, 

28.8%B評価, 

18.6%

C評価, 

32.2%

政策指標の評価結果

・合計特殊出生率 ・不登校児童生徒の在籍比率

・待機児童数 ・従業員数１人当たりの商業年間販売額

・山田錦出荷額 ・生涯学習活動をした市民の割合

・地域でのまちづくり活動に参加した市民の割合

３ 低い評価となった主な政策指標

・子どもの交通事故傷者数

・学校に行くのは楽しいと感じている児童生徒の割合

・女性の就業率（25～44歳）

・住んでいる地域に愛着や誇りを感じる市民の割合

・西脇市の行政サービスに満足している市民の割合

・財政調整基金残高



施策評価 ～まちづくり指標の結果と主観的評価から～

１ 概況
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 第２次西脇市総合計画・前期基本計画では、施策は１６２項目、施策指標は２６８項目設定しており、1つの

施策に複数の指標がある場合は、総合的に評価しています。

 施策指標では、Ｓ評価は２９項目（１８％）、Ａ評価は６６項目（４１％）で、６割近くが望ましい方向へ推

移しています。Ｃ評価は２３項目で、全体の１４％となっています。

 施策担当課による主観評価では、全体の３分の２がＡ評価（１０７施策）となっており、コロナの影響などで

想定した取組・成果が出なかったと評価したものが３０％（４８施策）となっています。

 主観的評価でＳ評価となった主なものは「公共交通の利用者数」「誘致活動・支援により立地（新設・増設）

した企業の件数」「ふるさと納税収入額」「住民票のコンビニ交付利用率」などです。

S評価, 

17.9%

A評価, 

40.7%

B評価, 

22.8%

C評価, 

14.2%

ー, 4.3%

施策指標の評価結果

S評価, 4.3%

A評価, 

66.0%

B評価, 

29.0%

C評価, 0.6%

主観的評価の結果



評価結果（個別評価シート）
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評価結果の見方
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総合計画に定める「基本政策・
推進方策」「政策」の名称です

本政策を所管する部署名です

本政策が記載され
ている総合計画の
ページ番号です

総合計画に定める「目指す姿」の内容です（その政策分野でみたまちの姿や市民の生活像を表します）

政策の進捗状況を確認するため
の「指標」の名称です

政策指標の推移を示しています

例：例：％

策定時に設定した
基準値と目標値です

政策指標の結果から
実施した評価です

市民アンケートで把握した、西脇市のまちづく
りの各分野の現在の満足度と今後の重要度につ
いて伺った結果から作成した散布図です。
※平成29年と令和５年度で同様の項目について
伺っています。
・縦・横の線は、Ｒ５調査の全体の平均値で、
縦線より右側は「平均より満足」、横線より
上側は「平均より重要」となります。
・Ｈ29調査結果から右側へ動いた場合は「満足
度がアップ」、上へ動いた場合は「重要度が
アップ」したことを示しています。

施策の進捗状況を確認するため
の「指標」の名称です

例：例：％

策定時に
設定した
基準値と
目標値です

施策指標の推移を
示しています



評価結果の見方
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施策の名称です 施策を所管する部署名です

総合計画に定める本施策を
展開する方向性や方法など
を表す「展開方針」です

左欄の施策に基づいて、
おおむね令和２年度から
令和４年度に実施した
主な取組内容です

取り組んだ結果として得
られた成果や、今後取り
組むべき課題です

【指標】
施策ごとにあらかじめ設定した指標（施策指
標）について、「（直近の）現状値」が「基準
値」や「目標値」に対して、どういった水準に
あるかで評価しています。

【成果評価（アウトカム評価）】
「施策指標の達成状況」、「施策に対する取組
内容」、「取組の結果得られた成果」などを踏
まえて、施策担当課が総合的に評価しています





－ ↑

番号

2

C41.7 50 37.0 37.3 38.9 38.2

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名

目標値
実績値

政策推進課
総合
計画

60 ぺージ
政策 1 結婚・妊娠・出産の希望の実現を支援する

基本政策・推進方策 1 未来を拓く次世代が育まれるまち
部 市長公室 課

評価
R02 R03 R04 R05

目指す姿 ライフステージに応じた切れ目のない支援により、結婚や妊娠、出産の希望をかなえられる地域社会になっています。

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

1

合計特殊出生率

1.68 1.75 1.68 1.31 1.31 1.31

基準値

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

C

指標名 単位 方向性

出生者数（15～44歳女性人口1,000人当たり） 人 ↑

基準値

単位 方向性 基準値 目標値 R02 R03 R04 R05

110

93.4

1 出会い支援イベントによるカップル成立数 件 ↑ 96 156 104 104 104

2 妊娠11週以下での妊娠の届出率 ％ → 92.4 92.4 94.2 94.7 96.5

50

3 将来に対する意識が変わったと答える生徒の割合 ％ ↑ 68.6 75 76.2 100.0 80.5 82.7

2 不妊治療助成対象者による出生者数 人 → 16 96 14 23 34

010101

H29_児童福祉・子育て支援

R5_児童福祉・子育て支援

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

重
要
度

満足度



施策１ 男女の出会いの機会を創出します まちづくり課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 妊娠と出産を支援します はぴいくサポートセンター 取組内容 課題と成果 指標

・結婚を希望する独身男女に対して、結婚活動の支援や出会いの機会づくりを行
います。
・関係機関と連携して結婚に関する情報提供を行うとともに、結婚支援を行う地
域・団体の活動を促進します。

・市民グループに委託し、男女の出会いのパー
ティーを年に１～２回開催した。
・参加者の増加に向け、病院や保育園、消防団など
に声かけを行った。
・ひょうご出会いサポートセンターと連携し、イベント情
報の周知等を行うとともに、県の運営するマッチング
システム登録手数料の助成を行った。
・新婚世帯の住居費用等を最大60万円助成する結
婚新生活支援事業を開始した。

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大による
影響で、令和２年度、３年度はパーティーが開
催できず、令和４年度から感染症に配慮しなが
ら開催している。
・出会いのパーティーで健全な出会いを提供す
ることを目的としているが、成婚までのフォロー
が難しい。
・結婚新生活支援事業の助成対象は23件とな
り、うち27名が市外からの移住につながった。

A

成果評価

B

成果評価

A

施策３ 家庭や命の大切さを伝えます はぴいくサポートセンター 取組内容 課題と成果 指標

・子育て応援ステーションで相談や情報提供、保健指導などを行い、妊娠期から
総合的で継続的な支援を行います。
・早期からの継続的な妊婦健康診査受診の促進と出産に係る経済的な負担を軽
減するため、妊婦健康診査費の助成などを行います。
・産後うつや育児不安に対応するため、妊産婦に精神的支援を行います。
・不妊等に関する医学的知識の普及啓発や相談窓口の周知などに取り組むとと
もに、特定不妊治療費用の助成などを行います。

・子育て応援ステーションで、サポートを必要とする妊
産婦に定期的な訪問・面談・電話等による継続支援
を実施し、赤ちゃん訪問等母子保健相談と合わせて
産後のメンタルヘルスに関する相談対応も行った。
・妊婦健康診査費を助成し、安心して出産を迎えられ
るよう支援した。
・夫婦の経済的負担を軽減するため、特定不妊治療
や不育症治療に要した費用の一部の助成を実施し
た。

・サポートを必要とする妊産婦に対し、約1,000件/年
の相談支援を実施しており、相談支援件数は増加傾
向にある。妊娠期から産後、子育て期まで、継続的に
支援しているが、気軽な相談窓口として更に周知して
いく必要がある。
・妊婦健康診査費の助成に合わせて、出産・子育て
応援給付金による更なる経済負担軽減を図った。コ
ロナ禍では、出産応援特別給付を独自で実施した。
・不妊に悩む夫婦等は一定数ある。県・市で支援を実
施していたが、保険適用となった。

A

成果評価

A

・小中学校と連携し、妊娠や出産などの教育を行い、命の尊厳への気づきを促進
します。
・正しい知識を持った上で理想とする人生設計を行えるよう、思春期の生徒などを
対象に、家庭を持つことの意義を伝えます。

・市内全小学校の６年生等を対象に、児童と乳
幼児のふれあい交流事業を実施し、助産師の
講話や乳幼児親子との触れ合い・交流を行っ
た。
・市内全中学生の３年生を対象に、繋がるいの
ちの事業を実施し、助産師による講話におい
て、望まない妊娠を防ぐ具体的な方法、自己肯
定感の醸成などを行った。

・児童と乳幼児のふれあい交流事業では、いの
ちの尊厳についての気づきや自分を大切にし
たいという認識が深められた。
・繋がるいのちの事業では、避妊などの手段の
周知や自分の人生設計について再考する機会
となった。
・感染症の流行等、学校の状況により事業の実
施が左右されることが課題。今後、プレコンセプ
ションケアに関する知識の普及も必要。

S



－

26.5 20.4 26.4

5.0 3.9 6.1

－

4 第３子以降に対する母子健康手帳交付割合 ％ ↑ 19.8 22 26.9

－

2 療育教室参加率 ％ ↑ 56.6 65 63.1

－

3 相談相手・場所がないと回答する保護者の割合 ％ ↓ 4.3 3.5 4.2

52.2 68.3 59.5

2 発達サポートセンター（仮称）の相談件数 件 ↑ － 1,500

97.5

1 こどもプラザ利用者数 人 ↑ 112,940 120,000 102,088 21,596 23,037 42,234

1 乳幼児健診受診率 ％ ↑ 99.2 100 97.1 98.8 97.5

94.6 95 92.1 91.2 92.8 90.3

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

A

番号 指標名 単位 方向性

4

この地域で子育てをしたいと思う保護者の割合 ％ →

基準値

74.6 75 － 74.9 74.3 74.9

C

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

3

子どもたちが健やかに育っていると感じる市民の割合 ％ →

基準値 目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

ぺージ
政策 2 子育てにやさしい環境をつくる

目指す姿 地域の中で安心して子どもを育てる環境が整い、子育て家庭が大きな不安や負担を感じることなく、子育ての喜びを感じることができ、子どもが健やかに育っています。

010201

基本政策・推進方策 1 未来を拓く次世代が育まれるまち
部 福祉部 課 こども政策課

総合
計画
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R5_児童福祉・子育て支援
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要
度
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・各種手当の支給や医療費の助成などを行い、子育て家庭の経済的な支援を行
います。
・国・県の施策との調整を図りながら、保育料の無償化・軽減を図るとともに、多子
世帯の保育料の軽減などにも取り組みます。

・中学校卒業までの児童を養育している方に児童手
当を支給したほか、ひとり親家庭等に児童扶養手当
を支給した。
・医療費を無料化する乳幼児等、こども医療費助成
制度では、所得制限の撤廃及び対象者の拡大（高校
３年生相当）を行った。
・国・県による保育料の無償化・軽減を実施するととも
に、R２年度からは３歳児～５歳児の副食費の助成を
実施した。
・R4年度から妊産婦の経済的負担の軽減と孤立した
子育ての予防を目指して出産・子育て応援給付金を
支給した。

・対象者からの申請に基づき、適正に手当の支給を
行った。今後の法改正を見据え、対象者の把握・周
知・広報を行っていく必要がある。
・医療費助成制度の改正により、子育て家庭への経
済的支援が一層充実した。一方、改正により対象者
が増加したことから、市の負担も増加している。
・近隣自治体で保育料の完全無償化が始まるなど、
全国的に独自の保育料軽減に取り組む自治体が増
えてきており、本市においても今以上の軽減策を求
める声があがってきている。

S

成果評価

A

施策４ 子育ての経済的な負担を軽減します こども政策課 取組内容 課題と成果 指標

・妊娠期から出産・子育て期まで切れ目のない相談・支援体制を確立し、不安な
どを抱えた子育て家庭を支援します。
・未就学児の親子に対する教室などを実施し、子育て中の保護者のつながりを深
めるとともに、保護者自身の子育て力の向上を図ります。
・保護者や地域住民などに子育てに係る学びや活動の場を提供し、地域全体で
の子育てを推進します。

・利用者支援事業（子育てコンシェルジュ、臨床心理
士による相談対応）を実施し、内容により関係課へ接
続した。
・年齢ごとのつどい事業の実施、各種イベントの開
催、西脇おやこ交流教室の実施、地区マミィへの支
援、地域子育て支援事業の実施などを行った。
・子育て支援ガイドブックを作成・配布するとともに、
R4年度からは新たに子育て応援アプリの配信を開始
した。

コロナ禍では感染対策をしながら、保護者や子どもの
居場所を確保することができた。今後は、施設を利用
できない家庭への支援を充実して行く必要がある。
・子育てコンシェルジュ相談79件、臨床心理士相談
140件、つどい事業1,617人、西脇おやこ交流教室登
録数 1,659人、地区マミィ419人、地域子育て支援事
業6104人など、多様な相談・交流の機会を創出した。
・様々な媒体を活用し効果的な子育て支援情報を発
信することができた。アプリの登録者数を増やすこと
が課題である。

C

成果評価

A

施策３ 孤立しない子育て環境をつくります こども政策課 . 課題と成果 指標

・関係機関などと密接に連携しながら、発達に支援が必要な子どもの早期発見に
努め、適切かつ効果的な支援につなげます。
・支援が必要な子どもが、生涯を見通した切れ目のない一貫した支援を受けられ
るよう、ワンストップ型の相談・支援体制を構築します。

・発達相談等を実施し、発達に係る支援が必要な子
どもの早期発見に努めた。巡回訪問では、こども園等
へ関わりの助言を行うとともに、サポートファイルの活
用を促した。
・療育教室では小集団または個別の療育を実施する
等、発達特性を理解した支援を推進し、関係機関と
の連携を図った。
・R5年度から、はぴいくサポートセンター内に発達支
援担当を設置し、発達に関する相談窓口として、周知
を図った。

・こども園等、子どもに関わる機関とも連携・協
力しながら、発達に係る支援を要する子どもの
早期発見・早期支援につなぐことができた。
・療育教室は、医療機関等での療育の充実、保
護者の就労状況等から、参加者の減少がみら
れる。
・発達支援担当の設置により、関係機関との連
携を含め、新たな役割等、今後さらに検討する
必要がある。

B

成果評価

A

施策２ 発達に支援が必要な子どもをサポートします はぴいくサポートセンター 取組内容 課題と成果 指標

・乳幼児健康診査などを実施し、疾病予防と成長発達の支援を行うとともに、疾病
等の早期発見や適切な相談・保健指導などを行います。
・教育機関などと連携し、生活習慣に関する啓発・指導や食育の推進などを行
い、家庭における基本的な生活習慣の定着を支援します。
・子どもや親子の魅力的な居場所として、こどもプラザの運営などを行うとともに、
様々なイベントや事業を通じて子どもの健やかな成長を支援します。

・乳幼児健康診査は、3か月児健診、1歳６か月
児健診及び3歳児健診をそれぞれ月1回実施
し、10か月児乳児相談も月1回実施した。
・こどもプラザ等で、子どもや親子に関する様々
なイベントや事業(おりがみ、体操、工作、クッキ
ングなど）を実施することができた。
・乳児を対象とした離乳食教室を実施したほ
か、乳幼児の保護者を対象とした食育を推進し
た。

・乳幼児健康診査等で保健指導等で成長発達の支
援を行ったほか、疾病等の早期発見に努め、健診後
に受診等が必要となった乳幼児については、速やか
な受診や適切な支援、必要な経過観察を行った。
・子どもや親子に関する事業等（こどもプラザ関係）
に、延べ6,164人の参加があるなど、年齢や発達に応
じた遊びや事業を提供することができた。
・現在の食の傾向（欠食、栄養バランスの偏り、孤食
等）に応じた食育の展開が課題。

C

成果評価

A

施策１ 子どもの健やかな成長を支援します はぴいくサポートセンター 取組内容 課題と成果 指標



29.6 26.54 こども条例（仮称）の認知度 ％ ↑ －

107

3 地域の子どもに関する治安の悪化を感じる市民の割合 ％ ↓ 22.0 19 15.3 11.6 14.1 18.3

30.0 － 22.2

2 いじめ認知件数 件 ↑ 15 75 56 43 86

80.6

2 いじめはいけないと思う児童生徒の割合 ％ ↑ 93.8 96.8 96.2 95.5 96.5 95.9

1 ライフプラン面談率（1歳児） ％ ↑ 60.4 75 91.2 78.1 74.8

100

1 ライフプラン面談率（妊娠・出産時） ％ → 100 100 100 100 100 100

1 対応した要支援家庭の割合 ％ → 100 100 100 100 100

(小) 0.54
(中) 3.14

(小) 0.50
(中) 3.00

(小) 0.71
(中) 3.98

(小) 0.72
(中) 3.80

(小) 1.71
(中) 3.59

(小) 1.84
(中) 4.52

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

S

番号 指標名 単位 方向性

6

不登校児童生徒の在籍比率 ％ ↓

基準値

(死者)  0
(傷者) 24

(死者)  0
(傷者) 22

(死者)  0
(傷者)  8

(死者)  0
(傷者)  7

(死者)  0
(傷者)  9

(死者)  0
(傷者)  10

C

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

5

子どもの交通事故死者数・傷者数 人 →・↓

基準値 目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

ぺージ
政策 3 子どもを守る仕組みをつくる

目指す姿 子どもの最善の利益が尊重される温かい地域社会の中で、全ての子どもたちが健やかに成長しています。

010301

基本政策・推進方策 1 未来を拓く次世代が育まれるまち
部 福祉部 課 はぴいくサポートセンター
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・地域社会全体に子どもの権利に関する理解が広がるよう、こども条例（仮称）の
理念等を普及・啓発します。
・子どもの思いや意見を踏まえたまちづくりを推進するとともに、子どもの最善の利
益を地域社会全体で守る取組を進めます。

・R１.９月に制定した西脇市こどもの笑顔をはぐ
くむ条例について、市広報やHP（動画）等で啓
発を行うとともにR4.10月の条例推進強調月間
では「講演会＆対談」を開催した。
・本条例に基づき、子どもたちが自分の意見を
表明する場として西脇こども会議を開催した。

・地域住民に条例の理念を広く周知し、地域社会
が一体となって子育てを支援する機運の醸成を図
ることができた。
・西脇こども会議では、11名の小中高校生が参加
し自分たちの考えを発表することができた。
・R5.4.1にこども基本法が施行され、こども等の意
見を施策に反映させることが義務付けられたが、
意見聴取の手法や施策への反映についての判
断、こども等へのフィードバックが課題である。

A

成果評価

A

施策４ 子どもの権利を大切にします こども政策課 取組内容 課題と成果 指標

・犯罪や交通事故、災害などから子どもを守るため、関係機関と連携した啓発・訓
練、交通安全指導を行うとともに、地域における登下校時などの見守り体制を充
実します。
・青少年の非行を未然に防ぎ、健全な育成を図るため、地域や関係機関と連携
し、巡回活動や啓発活動を行います。

・通学路の危険個所の対策については、警察、
県土木事務所、市道路管理者による合同点検
や連絡会議を開催し、情報の共有や対策の推
進を図った。
・非行防止では青少年補導委員の活動や各中
学校区における青少年健全育成会議の開催等
により、青少年の見守り活動を実施した。

・合同点検を実施することにより、危険個所の安
全対策が連携して実施されている。
・課題として、対策が不可能な箇所があること
や、予算や優先順位の関係上、先送りになる箇
所がある。
・見守り隊の世代交代が進まず、高齢化や人数
が減少傾向である。

A

成果評価

A

施策３ 犯罪や事故から守ります 学校教育課 取組内容 課題と成果 指標

・いじめ防止基本方針に基づき、いじめの未然防止、早期発見・対応を進めるとと
もに、保護者などにいじめの実態や指導方針などの情報を提供します。
・いじめをはじめとした児童生徒を取り巻く様々な問題の解決と心のケアを図るた
め、スクールカウンセラーなどによる相談体制を強化します。
・不登校児童生徒の学校への復帰に向けた学習指導を行う適応指導教室を運営
します。

・市内小中学校生徒指導担当者会を年４回実
施し、いじめ事案の内容や対応について情報
共有するとともに、保護者向けにいじめ及び問
題行動等の対応フローチャートを作成した。
・適応指導教室において、不登校児童生徒の
学校復帰に向けた支援を行った。

・いじめを積極的に認知する方針に基づいて、
いじめ認知件数の増加を目標として設定し、認
知件数が増加（R1：56件→R4:107件）したことは
成果といえるが、初期対応やいじめ解消までの
過程に課題がある。

A

成果評価

B

施策２ いじめ対策を進めます 学校教育課 取組内容 課題と成果 指標

・妊娠期から出産・子育て期までの切れ目のない支援を通じて、児童虐待や経済
困窮のリスクのある家庭を早期に発見するとともに、関係機関と連携し、積極的な
支援と適切な保護を行います。
・児童などの総合的な支援を一体的に担う子ども家庭総合支援拠点を設置しま
す。
・料理教室や学習支援を行い、支援が必要な家庭の子どもの自立を支援します。

・ライフプラン事業において、妊娠期から切れ目なく
保護者との面談を実施し、支援が必要な家庭の早期
発見に取り組んだ。
・子ども家庭総合支援拠点を設置し、児童虐待や養
育困難が生じるリスクのある家庭について、関係機関
と連携し、積極的な支援と適切な保護を実施した。
・支援を必要とする家庭の児童を対象とした料理・学
習支援事業を実施し、学びや交流の機会を提供し
た。

・子育てコンシェルジュ及び保健師が面談し、保護者
の不安や悩みを聞き取り、必要時、電話相談や訪問
を行い、支援を継続する必要がある。
・家庭児童相談件数530件のうち、虐待に関する相談
が増加しており、虐待の重度化を防ぐ対応が必要で
ある。
・年２回の料理・学習支援事業に参加した児童（参加
延べ児童：18人）は、食事への興味関心が深まり、学
習に取り組む意欲が向上した。開催回数を増やすこ
とが課題である。

S

成果評価

A

施策１ 虐待を未然に防止します はぴいくサポートセンター 取組内容 課題と成果 指標



03 放課後児童クラブ待機児童数 人 → 0 0 0 0 0

1.62

2 認定こども園確認監査実施回数 回 → 8 8 8 8 7 8

1 幼保交流研修会の保育教諭等１人当たり平均参加回数 回 ↑ 1.25 1.5 2.19 0.55 1.07

4 0 0 6 2 5

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

C

番号 指標名 単位 方向性

8

待機児童数 人 ↓

基準値

67.8 70 － 64.7 66.2 61.9

C

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

7

小学校就学前の教育・保育環境は整っていると感じる市民の割合 ％ ↑

基準値 目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

ぺージ
政策 4 就学前教育と保育を充実する

目指す姿 様々な利用者ニーズに則した就学前教育や保育が受けられ、子どもたちに健やかな心や身体が育まれています。

010401

基本政策・推進方策 1 未来を拓く次世代が育まれるまち
部 教育創造部 課 幼保連携課

総合
計画

66

H29_学校教育・幼児教育

R5_学校教育・幼児教育

H29_地域教育・青少年健全育成

R5_地域教育・青少年健全育成

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

4.1

2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

重
要
度

満足度



・仕事と子育ての両立と子どもの健全な育成を図るため、放課後の居場所となる
放課後児童クラブを運営するとともに、より効果的な運営手法を検討します。
・放課後児童クラブの対象者の拡充に向けて、必要な環境整備を進めます。
・放課後児童クラブや放課後の時間などを活用し、地域の人材と連携した体験的
学習を進めます。

・新・放課後子ども総合プランに基づき、西脇小
学校、桜丘小学校、楠丘小学校の活動場所を
旧幼稚園舎から小学校内の余裕教室等に移転
し、放課後も児童が移動せずに安心に過ごせ
る場所を提供できた。
・地域の方が指導者となり、放課後子ども教室と
して児童に体験的学習の場を提供した。

・全小学校において小学１年生から小学６年生
の全学年を受け入れており、待機児童数０人を
継続しているが、近年の共働き世帯の増加に伴
い、今後放課後児童クラブの利用者数の増加
が見込まれる。そのため、支援員の人員確保、
施設の拡張等受け入れ体制の整備が今後の
課題である。
・放課後子ども教室では、異年齢間及び地域と
の交流の一環となっている。

A

成果評価

A

施策３ 放課後の居場所をつくります 学校教育課 取組内容 課題と成果 指標

・延長保育や病児保育、障害児保育など、多様なニーズに対応する保育の提供
を支援します。
・認定こども園等による保育教諭等の処遇改善や業務の効率化などを支援すると
ともに、人材確保に向けた取組を支援します。
・定期的な確認監査を実施し、適正な運営を支援します。

・認定こども園における保育教諭等の処遇改善のた
め、国制度による各種補助等を実施したほか、市独
自の処遇向上手当支給に係る補助を実施した。
・認定こども園における人材確保のため、西脇市保育
協会との合同による就職フェアを年２回実施したほ
か、R５年度には、認定こども園職員募集動画を制作
した。
・県監査とも連携しながら定期的な確認監査を実施
し、適正な運営を支援した。

・市独自手当支給により保育教諭等の処遇改
善を実施しているが、都市部や近隣自治体で
は、就業に係る支援制度を実施するなど、保育
教諭確保の面で、自治体間競争が発生してい
る。
・就職フェアの実施により、一定数の保育教諭
等の確保につながったが、産休取得や離職等
による人員減もあり、人員確保は依然として課
題となっている。

A

成果評価

B

施策２ 就学前教育・保育施設の運営を支援します 幼保連携課 取組内容 課題と成果 指標

・就学前教育・保育カリキュラムに基づき、各園の特徴を生かしながら、一人ひとり
の子どもを大切にした質の高い就学前教育・保育を推進し、生きる力の基礎を育
みます。
・幼児期から学童期へ子どもの連続的な育ちや学びのため、小学校などの関係
機関と連携し、円滑な移行を進めます。
・認定こども園等の合同研修会の開催などにより、就学前教育・保育の実践・研究
の成果を共有し、保育教諭などの資質向上を支援します。

・保育士等キャリアアップ研修を兼ねた、より専門性の
高い幼保交流研修会を実施した。また、就学前教育
と小学校教育との連携強化に向け園小架け橋研修を
行い、園小接続カリキュラム策定にも取り組んだ。
・西脇市就学前教育・保育の質の向上推進委員会を
年３回開催したほか、委員による各園年２回の園訪
問・助言により、教育・保育の質の向上を図った。
・幼児教育センターによる各園への現場訪問により、
保育教諭の幼児教育に対する理解を進めた。

・西脇市就学前教育・保育の質の向上推進委員から
は、「各園、園全体の質は確実に上がってきている。」
との評価の一方、「個々の先生方の力量の差が見え
てきている」との意見がある。こうした課題に対し、新
任教諭の育成も含め、今後も課題に応じた研修会の
実施内容を工夫していく必要がある。
・園小接続では、カリキュラムの策定後も、実施、検
証、改善のサイクルを回しながら、より良い園小の連
携を図っていく必要がある。

S

成果評価

A

施策１ 就学前教育・保育を充実します 幼保連携課 取組内容 課題と成果 指標



29.3 30.4 29.5

↑ 24 35 1 11 19

3 教職員１人当たり平均残業時間 時間 ↓ 49.6 45.0 31.5

39.0

2 自分にはよいところがあると思う児童生徒の割合（中） ％ ↑ 29.3 33.7 23.5

33

40.6

2 自分にはよいところがあると思う児童生徒の割合（小） ％ ↑ 34.1 41.2 43.9 31.6 35.5

16.4 30.0

3 授業研究会実施回数 回

59.9

1 国語・算数の授業内容がよくわかる児童生徒の割合 ％ ↑ 71.6 76.8 78.8 80.9 79.3 83.1

1 国語・算数の勉強を好きだと思う児童生徒の割合 ％ ↑ 58.1 60.6 67.8 66.9 63.6

78.6 81.5 84.5 － 80.4 87.6

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

S

番号 指標名 単位 方向性

10

学校に行くのは楽しいと感じている児童生徒の割合（中） ％ ↑

基準値

81.2 86.2 84.1 － 87.4 87.0

S

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

9

学校に行くのは楽しいと感じている児童生徒の割合（小） ％ ↑

基準値 目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

ぺージ
政策 5 学校教育を充実する

目指す姿 子どもたちが意欲的に学習に取り組む中で確かな学力と豊かな心、健やかな体が育まれ、多様な人々と協働しながら主体的に未来を切り拓ける力が培われています。

010501

基本政策・推進方策 1 未来を拓く次世代が育まれるまち
部 教育創造部 課 学校教育課

総合
計画

68

H29_学校教育・幼児教育

R5_学校教育・幼児教育

H29_地域教育・青少年健全育成

R5_地域教育・青少年健全育成

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

4.1

2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

重
要
度

満足度



・教育教材や指導案などの集約・共有化や、研修・授業研究などの実施により授
業の工夫・改善を推進し、若手教員などの指導力の向上を図ります。
・校務支援システムの活用や部活動の外部指導者の配置などにより、教職員の
業務改善を推進します。
・組織的かつ計画的に教育活動の質の向上を図るカリキュラム・マネジメントの推
進と、教育の基本的方針などについて家庭や地域と共有を進めます。

・各小中学校に学力向上スーパーティーチャー
を派遣し、若手教員を中心に指導力向上を
図った。
・校務支援システムを活用して校務に関する
データの共有や、成績処理等を行った。
・部活動の外部指導者を増員配置した。
・学校の教育方針や教育活動について、学校
だよりやホームページを通して周知した。
・複数教員による独自の研究活動を支援した。

・講師を含む若手教員が増加しているが、指導
力向上の取組は成果をあげている。
・校務支援システムや部活動の外部指導者の
活用は業務改善に効果を発揮しているが、さら
なる業務改善が必要である。
・若手教員が増加している中、教育技術の伝承
をはじめ教育の質の向上は喫緊の課題である。

A

成果評価

B

施策３ 教職員の資質向上を進めます 学校教育課 取組内容 課題と成果 指標

・道徳教育、人権教育の推進や自然の中での特別活動などを通じて、自己肯定
感を高めるとともに、命や自然の大切さや他者との協働の重要性の理解を促進し
ます。
・体育の授業や保健指導などを通じて、健康づくりの大切さや運動することの楽し
さを感じながら体力の向上を図ります。
・図書館と連携しながら学校図書等の充実を図り、生きる力を育む読書活動を推
進します。
・ICT機器の活用やプログラミング的思考の育成など、情報活用能力などを高める
とともに、情報モラル教育を推進します。
・地域の歴史や文化などに関する教育を推進し、ふるさと意識の醸成を図ります。

・体力ｱｯﾌﾟｻﾎﾟｰﾀｰ事業や体力向上ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ講
座を実施し、体力・運動能力の向上を図った。
・西脇市情報活用能力系統表を作成し、指導
体制を整えた。
・図書館による図書の団体貸出を実施し、子ど
もが多様な図書にふれる機会を設けた。
・AI学習ドリルを導入し、ICT機器の活用と個に
応じた学習の推進に取り組んだ。
・市長がまちの魅力などを語る特別授業を開催
した。

・体力合計点が、小５男、中１男で全国値を上
回った（本市小５男：53.31、全国：52.28、本市
中２男43.46、全国：41.04）。
・授業で、ICT機器を週３回以上活用した割合
が全国値を下回っている。
・団体貸出の利用が進んでいない学校へのさら
なる啓発が必要である。
・H-QUでの課題確認、スーパーアンバサダー
による助言などを踏まえた取組により、自己肯
定感に高まりがみられる。

A

成果評価

B

施策２ 豊かな心と健やかな体を育みます 学校教育課 取組内容 課題と成果 指標

・少人数指導などにより、基礎的・基本的な知識及び技能を習得させるとともに、
その活用を通じて思考力、判断力、表現力などを育みます。
・個々の学力状況を把握分析するとともに、補充学習の実施などにより、主体的な
学習態度を養います。
・ALTの配置やICT機器の活用などにより英語教育を推進し、基礎・基本の更なる
定着とコミュニケーション能力などの向上を図ります。

・全国学調や市内統一学力調査から児童生徒の学
力状況を把握分析し、指導の改善に生かした。
・英語教育研修会を３回実施し、４技能の指導充実に
よる英語教育の推進を図った。
・英語検定助成、GTEC及び英会話体験･ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ
評価を実施し、コミュニケーションを図る資質･能力の
育成を図った。
・読解力の向上に向けて、リーディングスキルテスト等
を実施した。
・放課後の学習支援などを行った。

・全国学調における平均正答率が、全国値を下
回る状況が続いている。
・GTEC４技能スコアが中１で全国値を上回った
（本市:427.1(全国：414.0)。また、中３英語力が
全国値を上回った（本市：54.0%、全国：47.0%)。
・R4年度の英検合格率は66.7%となり、３人に２
人が合格した。

A

成果評価

B

施策１ 学力向上を進めます 学校教育課 取組内容 課題と成果 指標



2 給食残菜率 ％ → 6.0 6.0 5.8 4.8 4.6

100 100 1004 子ども多文化共生サポーター充足率 ％ → 100 100 100

－

407 387 318

0 0

49.5

3 地域から学校活動への人材登用者数 人 ↑ 250 280 359

49.1 51.8

0

1 学校施設等整備計画の策定 件 ↑ 0 1 1

5.8

4 経済的困窮による不登校児童生徒数・不就学者数 人 → 0 0 0

1 1 1

3
子どもの学校での教育に、地域・家庭・学校が連携して取
り組んでいると感じる市民の割合

％ ↑ 49.0 55

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

C

番号 指標名 単位 方向性

基準値

59.7 60 － 57.9 58.8 55.8

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

11

小中学校では、子どもたちが学習する教育環境が整っていると感じる
市民の割合

％ ↑

基準値 目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

ぺージ
政策 6 教育を支える環境を整える

目指す姿 学校、家庭、地域の連携により、家庭や地域の教育力が高まるとともに、小中学校では安全・安心で学習に集中できる質の高い教育環境が整っています。

010601

基本政策・推進方策 1 未来を拓く次世代が育まれるまち
部 教育管理部 課 教育総務課

総合
計画
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H29_学校教育・幼児教育

R5_学校教育・幼児教育
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R5_地域教育・青少年健全育成
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・教育費用の一部助成や奨学金貸与を行い、支援が必要な家庭の経済的な負
担の軽減を図ります。
・特別支援教育に関する教員研修や授業研究会の実施、特別教育コーディネー
ター等の配置などを行い、障害のある児童生徒のニーズに応じた支援・指導を行
います。
・子ども多文化共生サポーターの派遣などにより、日本語指導の必要な児童生徒
を支援します。
・高校中退者などに対する相談・支援体制の構築に向けて検討を進めます。

・就学援助の対象世帯を児童扶養手当受給世
帯に拡大した。
・コロナ禍では、デジタル機器を活用した遠隔
授業などを実施した。
・日本語指導が必要な外国人児童生徒へ子ど
も多文化共生サポーターを派遣した。

・コロナ禍で経済的な影響があった世帯への支
援を行うことができた。今後は、申請書類の提
出に際しＷｅｂ申請の導入など研究が必要
・新型コロナ感染時や登校停止期間中の学習
機会が確保できた。
・多文化共生サポーターは適切に派遣できて
おり、学校生活の円滑化に寄与した。一方、対
象児童が増加・多様化しており、サポーターの
人材確保が課題

A

成果評価

A

施策４ 適切な教育機会を確保します 教育総務課 取組内容 課題と成果 指標

・学校評価等の実施・公表やオープンスクールの開催など、地域に開かれた学校
運営を推進します。
・学校・家庭・地域が連携して子どもの学びや成長を支える地域学校協働活動や
PTCA活動などを支援します。
・地域行事やボランティア活動への参加など、児童生徒の社会体験活動を促進し
ます。

・学校・家庭をつなぐ連絡システムを導入し、学
校評価や種々のアンケートをアプリ上で行える
ようにした。
・コロナ禍で各種行事が中止・縮小されたが、５
類移行後は、保護者や地域住民を招いての学
校行事、校外学習やトライやる・ウィーク、資源
ごみ回収など学校外での活動を再開できた。

・コロナ禍でオープンスクールやトライやる
ウィーク、トライやるアクションなどで中止・制約
が出たが、５類移行後は学校内外での活動が
活性化し、教育成果も上がった。
・様々な活動が増えることで教師の負担も増え
ている。
・コミュニティスクールの設置や、部活動の地域
移行など、更なる地域との連携について検討が
必要。

A

成果評価

A

施策３ 家庭や地域と連携します 学校教育課 取組内容 課題と成果 指標

・児童生徒の健やかな体の育成のために、成長段階に必要な栄養を確保すると
ともに、アレルギーにも配慮した安心な給食を提供します。
・栄養教諭などによる食に関する知識の普及と正しい食生活の実践に向けた食
育を推進します。
・学校給食センターの管理運営を行うとともに、民間委託などの調理手法の検討
を進めます。

・毎日のおかずごとの残菜量を計測・分析し、
残菜の多いメニューついて調理方法等を検討
し、残菜率の低下に努めた。
・各学校への食育指導については、全小中学
校を対象に適宜実施した。
・R3年度から調理業務を民間業者に委託した。
・コロナ禍の子育て世帯の経済的負担の軽減
に向けて、R4年度３学期のの給食費を無償とし
た。

・栄養バランスの取れた給食の提供とともに、残
菜率の低下、フードロスの削減に向けて、調理
方法等の工夫を進める。
・食育指導回数は、目標値90回のところ142回と
大きく上回る結果が得られた。引き続き、学校
への食育指導を進め、食育の推進に努める。
・調理業務を民間委託したことにより、異物混入
件数の低下や、安定的に継続した給食の提供
ができている。

A

成果評価

A

施策２ 安全・安心でおいしい学校給食を提供します 教育総務課 取組内容 課題と成果 指標

・学校施設の適切な点検・維持管理を行うとともに、老朽化した学校施設の改修
を計画的かつ効率的に推進し、長寿命化を図ります。
・適正な集団規模の学びを確保し持続的な教育経営を行う学校環境等の構築に
向け、小中連携教育等の研究を含めた適正な学習環境規模の検討を進めます。
・新学習指導要領などに対応するため、ICT環境の整備を進めます。

・小中学校教育施設長寿命化計画を策定したほか、
小学校112件、中学校61件の修繕等を実施した。
・コロナ禍において、空気清浄機や体温測定器、ファ
ンヒーター等を整備したほか、消毒等の作業を担うス
クールサポートスタッフを配置し、教育活動と感染対
策の両立を図った。
・児童生徒１人１台のタブレット型端末を配備したほ
か、ネットワーク環境の強化を行った。
学校学習環境規模適正化検討会議において審議
し、学校規模の適正化・適正配置について答申を受
けた。

・施設整備について、学校学習環境規模適正化計画
との整合性を図った上で、計画的な推進が必要とな
る。
・コロナ禍での感染不安を軽減し、コロナ不安による
不登校をできる限り抑制できた。
・コロナ禍において、デジタル機器の配備が一気に進
んだ。デジタル機器の整備状況は近畿地方でも上位
と評価された。
・検討会議での検討や地域での説明会等を通じて、
統廃合等の方向性を定めるとともに、中学校の統合
については懇談会等で住民意向を把握することとし
た。

A

成果評価

B

施策１ 安全・安心で質の高い教育環境を整備します 教育総務課 取組内容 課題と成果 指標



ぺージ
政策 1 地域福祉を充実する

目指す姿 多くの市民が思いやりの心を持って、積極的に地域福祉活動に参画することで、全ての市民が支え合い、助け合いながら、住み慣れた地域で安心して暮らしています。

020101

基本政策・推進方策 2 つながりによる安心とうるおいが実感できるまち
部 福祉部 課 社会福祉課

総合
計画

74

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

12

地域住民がともに支え合い、助け合って暮らしていると感じる市民の
割合

％ ↑

基準値 目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

B

番号 指標名 単位 方向性

基準値

56.2 62 － 58.1 58.0 55.6

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

31.6

1
住んでいる地域で、異なる世代の人との付き合いがある
市民の割合

％ ↑ 53.6 57 － 49.2 50.8 50.9

1 過去１年間に、地域福祉活動に参加した市民の割合 ％ ↑ 33.9 40 － 34.5 37.6

44

3 困った時に、身近に相談できる人がいる市民の割合 ％ → 82.7 82.7 － 83.3

2 社会福祉協議会登録ボランティア団体数 団体 ↑ 44 45 45 45 43

83.2 86.7

H29_地域福祉

R5_地域福祉

H29_市民自治・地域自治

R5_市民自治・地域自治

3.1

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4

重
要
度

満足度



・広報紙等による地域福祉の啓発やボランティア団体の活動紹介などを行い、地
域福祉に関する市民意識の向上を図ります。
・社会福祉協議会が実施するボランティア養成講座などを活用し、地域の福祉活
動の担い手となる人材や団体の発掘・育成に努めます。

・いきいきふれ愛まつりの開催支援や社協だよ
りの発行を通じて、ボランティア活動への参加
促進を図った。
・社会福祉協議会が設置するボランティアセン
ターにおいて、ボランティア養成講座や研修会
を実施した。

・ボランティア登録者数は703人となった。
・人材の高齢化により、ボランティア活動者が固定化
してきているため、今後も幅広い層にボランティアの
意義や必要性を周知し、育成する必要がある。
・コロナ禍で地域福祉活動などが制限された可能性
がある。引き続き、ボランティア団体の活動内容の情
報発信や支援を行い、活性化を図る。
・「異なる世代の人と付き合いがある市民の割合」は、
コロナ禍でやや低下したものの、県調査では40％強
にとどまっており、依然として地域での交流は盛んと
いえる。

C

成果評価

B

施策１ 支え合いの気持ちを醸成します 社会福祉課 取組内容 課題と成果 指標

・地域福祉の中核を担う社会福祉協議会やボランティア団体などの活動を支援し
ます。
・地域住民が主体的に地域福祉活動に参画し、取組を進める地域のふれあい・
助け合い体制の構築を図ります。
・気軽にボランティア活動に参加でき、活動の持続性を高める仕組みづくりを検討
します。

・各種イベントや社協だより等を通して、ボラン
ティア団体の活動啓発を実施した。
・ボランティアセンターにおいて、ボランティアの
受付・相談等を実施し、マッチングをサポートし
た。
・地区まちづくり活動と連携を図り、住民が地域
課題について、情報共有、連携、住民同士の
助け合い活動を協議する場(第2層協議体）を支
援した。

・R5年度のボランティア団体数は44グループと
なった。今後も各種イベントや社協だより等を通
して、ボランティア団体の活動啓発を実施して
いく必要がある。
・第2層協議体の支援は延べ10回となった。今
後もまちづくり活動と連携を図り、高齢者等の社
会的孤立について協議する場や住民主体の助
け合い活動を支援していく必要がある。

B

成果評価

A

施策２ 市民主体の地域福祉活動を支援します 社会福祉課 取組内容 課題と成果 指標

・地域の見守りや身近な相談機能の充実を図るため、民生委員児童委員の活動
を支援します。
・高齢者、障害者、子どもなどの社会的な支援が必要な方について、地域と連携
した見守り体制を充実するとともに、相談窓口の設置などに取り組みます。
・医療、保健、就労、権利擁護など複合的な課題を解決するため、多機関が協働
する包括的な支援体制の確立を図ります。

・オンライン研修の導入等、感染症対策を講じた上で
民生委員等の研修会を開催し、委員の資質の向上を
図った。
・事業協力者を対象に事業報告会及び研修会を開
催した。
・運送事業者と連携した見守り・支援への接続を行っ
た。
・複合的な課題を抱える方を支援するため、重層的
支援体制の構築に向けた取組を進めた。

・委員の資質向上を図りながら、負担軽減及び活動し
やすい環境づくりを行っていく必要がある。
・事業協力者登録数は117事業所となった。更なる
ネットワーク拡大に向けて新たな事業協力者の募集
を実施するとともに、見守りが必要な対象を地域全体
で見守ることを啓発する。
・重層的支援体制の構築に向けて、包括的支援体制
づくり内部会議を２回実施したほか、１件の支援につ
なげることができた。また、令和７年度に体制が整う見
込である。

A

成果評価

A

施策３ 地域の安心ネットワークをつくります 社会福祉課 取組内容 課題と成果 指標



ぺージ
政策 2 地域医療を守る

目指す姿 市民一人ひとりが地域医療を守る意識を共有し、医療機関相互の連携が進むことで、住み慣れた地域で安心して医療を受けることができます。

020201

基本政策・推進方策 2 つながりによる安心とうるおいが実感できるまち
部 くらし安心部 課 健幸都市推進課

総合
計画

76

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

13

医療体制が整い、傷病になっても安心して暮らすことができると感じる
市民の割合

％ →

基準値 目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

C

番号 指標名 単位 方向性

基準値

57.0 57 － 57.3 60.8 50.5

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

71.8

1 後発医薬品利用率 ％ ↑ 70.7 80 79.5 82.2 82.2 84.3

1 かかりつけの医師がいる市民の割合 ％ → 76.1 76.1 － 75.8 73.7

4.2

2
居宅介護支援の受給者における退院・退所加算の取得
率

％ → 2.0 2.0 2.0

39.9

1.9

2
居宅介護支援の受給者における入院時情報連携加算の
取得率

％ → 3.6 3.6 3.5 3.7 3.7

1.7 1.6

3 軽症者救急搬送率 ％ → 47.8 47.8 43.0 41.6 38.3

3 AEDを適正に使用できる市民の割合 ％ ↑ 42.7 45.7 － 41.7 42.7 39.1

H29_医療・社会保障

R5_医療・社会保障

H29_保健・健康づくり

R5_保健・健康づくり

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

4.1

2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4

重
要
度

満足度



・限りある地域の医療資源を有効に活用するため、市立西脇病院等と身近な医療機関との
病診連携を進めるとともに、かかりつけ医の普及・定着を図ります。
・軽症時の夜間・休日診療を避けるなど、医療及び施術の適切な受診・受療を進めるととも
に、生活習慣病等の重症化予防などを推進します。
・医療ニーズに対応するため、看護師などの医療従事者の育成・確保を図ります。
・北播磨地域医療連携システム等の更なる活用など、ICTを活用した医療・介護体制の強
化を進めます。
・医療需要が増大するなか、地域の医療体制を持続的に確保するため、市民主体の地域
医療を守る活動を支援します。

・医師会医師への西脇病院の機材の提供、合同研修
など、病診連携を進めたほか、コロナ禍の発熱トリ
アージ外来を連携して実施した。
・地域医療検討会が主催する市民フォーラムの開催
を通じて、市民が地域医療に関心を寄せる機会をつ
くった。
・コンビニ受診の抑止や適正受診、後発医薬品の利
用促進などについて啓発を行った。
・看護師の養成を行う播磨看護専門学校の運営を近
隣市町と連携して行った。

・発熱トリアージ外来の取組がメディア等で多く取り上
げられたほか、西脇病院と医師会等との連携が評価
され、東北医科薬科大ヘルスケア・フォーラムから賞
を授与された。
・薬剤師会との連携を強化したことで、医療費や自己
負担の低減につながる後発医薬品の利用率が高
まった。
・播磨看護専門学校の国家試験合格率は100％を維
持し、直近５年間で51名が西脇病院で採用された。

B

成果評価

B

施策１ 地域の医療体制を守ります 健幸都市推進課 取組内容 課題と成果 指標

・医療従事者と介護従事者をはじめとした多職種の協働による在宅医療の推進を
図ります。
・西脇市在宅医療・介護連携推進協議会での協議、西脇市多可郡医師会等との
連携の下、在宅医療と介護の連携を推進します。
・終末期ケアのあり方や在宅での看取りなどについて、市民の理解促進を進めま
す。

・多職種連携研修会を開催し、医療・介護に関
する知識の習得と医療従事者と介護従事者の
顔の見える関係づくりを支援した。
・医療介護関係者間の情報共有システム（おり
ひめネット）の活用推進を支援した。
・在宅療養ハンドブックを活用し、在宅での終末
期ケアに関する市民への情報提供を行った。

・入院時情報連携加算の取得率は、基準値か
ら4.2％と上昇している。また、退院・退所加算
の取得率は、基準値2.0％から一旦低下した
が、R5年度1.9％とほぼ維持できており、在宅利
用の活用は一定進んでいると考えられる。
・一方で、アンケート調査等で明らかになる在宅
医療のニーズには十分に応えられておらず、今
後の在り方や具体的な体制について検討して
いく必要がある。

A

成果評価

A

施策２ 在宅医療の提供体制を整えます 健幸都市推進課 取組内容 課題と成果 指標

・初期救急医療体制として、西脇市多可郡医師会の協力の下、多可町と連携して
休日急患センター事業を実施します。
・救急需要の拡大・高度化に対応するため、救急車両の適正更新や救急救命士
などの人材育成を図るとともに、適正な救急利用を啓発します。
・AEDの設置及び管理を推進していくとともに、市民への救命知識・技術の普及
のため、講習会などを実施します。

・西脇市多可郡医師会と連携し、軽症の救急患者を
診察する休日急患センター（西脇病院内）を運営し
た。
・私的二次救急医療機関（大山記念病院）に対して、
傷病者受入れに係る補助を行った。
・ＡＥＤ本体及び消耗品の購入を支援するとともに、
救命知識・技術の普及のため救急ナイトスクールを実
施した。
・西脇消防署に配置している高規格救急車を更新し
た。

・直近４年間の年間平均急患受入れ実績は、
休日急患センターで160人、私的二次救急医
療機関で1,095人（うち西脇市336人）となって
おり、休日の診察機会を確保できた。
・コロナ禍で救急ナイトスクール等の開催を控え
たことで、AEDを利用できる方がやや減少した
可能性がある。地域に配備されたAEDが実際
に活用された事案もあり、救命に貢献した。

B

成果評価

A

施策３ 救急医療の体制を充実します 健幸都市推進課 取組内容 課題と成果 指標



ぺージ
政策 3 市立西脇病院の機能を強化する

目指す姿 質の高い医療サービスの提供と健全な病院経営により、市立西脇病院が北播磨圏域の拠点病院としての役割を果たしています。

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04

020301

基本政策・推進方策 2 つながりによる安心とうるおいが実感できるまち
部 西脇病院 課 西脇病院

総合
計画

78

14

病院事業の経常収支比率 ％ →

基準値 目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

R05

B

番号 指標名 単位 方向性

基準値

100.2 100超 100.1 100.1 101.3 99.8

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

80.5

1 1日平均外来患者数 人/日 ↑ 528.5 594 477.0 436.5 453.6 477.1

1 病床稼働率 ％ ↑ 86.3 89.4 91.3 89.6 83.8

(がん) 1,092
(脳)   349

3 医師数・看護師数 人 ↑
(医師)  50
(看護) 264

(医師)  58
(看護) 280

(医師)  52
(看護) 270

(紹介) 72.2
(逆紹介) 80.7

(医師)  51
(看護) 264

2 新入院がん患者数・脳卒中（脳外科）入院件数 人・件 ↑
(がん) 961
(脳) 431

(がん) 1,100
(脳)   500

(がん) 1,057
(脳)   466

(がん) 1,022
(脳)   471

(がん) 1,068
(脳)   368

5 救急患者受入件数 件 ↑ 7,161 7,600 7,063

(医師)  51
(看護) 277

(医師)  51
(看護) 275

4 紹介率・逆紹介率 ％ ↑
(紹介) 65.2

(逆紹介) 63.5
(紹介) 69.0

(逆紹介) 66.5
(紹介) 65.5

(逆紹介) 71.9

回 → 1 1 2

(紹介) 69.5
(逆紹介) 74.4

(紹介) 66.4
(逆紹介) 72.2

1 1 1

5,729 6,136 6,278

5 災害訓練実施回数

H29_医療・社会保障

R5_医療・社会保障

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

4.1

2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4

重
要
度

満足度



施策２ 診療機能を充実します 西脇病院 取組内容 課題と成果 指標

・新たな施設基準の取得や受診環境の改善などにより、入院・外来収益を確保し
ます。
・医療機器整備計画を策定し、計画的な導入・更新や効果的な管理・運用を行い
ます。

・令和4年10月から回復期リハビリテーション病棟を開
設し、在宅復帰に向けた医療や支援に取り組んだ。
・医療機器整備計画に基づき、X線撮影装置や健診
システム、電子カルテシステム等について、計画的に
更新した。
・県からの要請等を踏まえ、国の補助金等を活用しな
がらコロナ病床を運用した。

・社会復帰・在宅復帰に向けて、一人ひとりの状態や
体調に合わせたリハビリテーションが可能となった。
・新興感染症の影響などにより、人材不足が拡大して
おり、回復期リハビリテーション病床50床のうち、24床
を運用していない状況にある。

C

成果評価

B

施策１ 病院事業の経営基盤を強化します 西脇病院 取組内容 課題と成果 指標

施策３ 医療従事者を確保・育成します 西脇病院 取組内容 課題と成果 指標

・がん、脳卒中、糖尿病、認知症などの拠点病院として、その機能を維持、充実す
るとともに、高度急性期機能等の充実を図ります。
・在宅療養が難しい患者が質の高い療養生活を送るため、緩和ケア病棟の開設
に向けて取組を進めます。

・がん診療の提供体制を整備することでがん診療連
携拠点病院の指定更新を行った
・産科、小児科を有する医療機関として周産期医療を
継続させ、新型感染症への対応においても関係機関
との連携を図りながら適切な外来診療、入院受入れ
等を行った。
・新たに回復期リハビリテーション病棟を開設し、脳血
管疾患や骨折などの急性期治療を受けた患者に対
する在宅復帰を目的とした集中的なリハビリテーショ
ンを行う体制を整備した。

・がん患者の入院件数は順調に推移しているものの、
脳卒中の入院件数は近隣病院の診療体制強化の影
響により減少したと考えられる。
・病棟のハード面での整備、常勤の精神科医師の確
保などの課題があり、緩和ケア病棟の開設について
は困難な状況にある。
・新たな感染症拡大という未曽有の危機において、地
域の拠点病院としての機能を一定程度果たせた。

B

成果評価

B

施策４ 病病連携・病診連携を推進します 西脇病院 取組内容 課題と成果 指標

・職場環境の改善や修学資金の貸与などにより、医療従事者を確保するととも
に、研究・研修の実施・支援などを行い、医療従事者の資質向上を図ります。
・新専門医制度に対応し、若手医師を確保育成できる環境を整備します。

・修学資金貸付制度のPRの強化に向けて、大学や専
門学校等への訪問、病院見学時における学生への
積極的な周知などに取り組んだ
・大学・専門学校等での合同就職説明会に参加した
ほか、コロナ禍により一旦中止していたインターンシッ
プ及びトライやるウイークの受入れを再開した。
・年休取得の促進等、職場環境の改善への取組を
行った。
・医師事務作業補助者や看護補助者の雇用によりタ
スク・シェアを行った。

・医師については、一定数を確保できているが、常勤
医が不在となっている診療科（耳鼻いんこう科、泌尿
器科、精神科）の医師確保が課題である。
・看護職員については、コロナ禍の影響もあり、減少
傾向にある。一定数の採用者は確保できているもの
の、それ以上の離職者があることから、いかに離職防
止に取り組んでいくかが課題である。
・当院内科専門研修プログラムに基づき、内科専門
医を育成している。

B

成果評価

B

指標

B

施策５ 災害時・救急時の医療体制を確保します 西脇病院 取組内容 課題と成果

・近隣病院との機能分化・連携や診療所との機能分担を進めるとともに、保健・福
祉・介護などの関係機関との連携により在宅医療を強化します。

・診療所からの相談を内科医師が直接受ける内科
ホットラインを開設し、病診連携の強化に取り組んだ。
・地域の診療所を訪問し、院内の診療体制の紹介な
ど情報交換を行い、顔の見える関係づくりに努めた。
・西脇市多可郡医師会が進める病院、かかりつけ医、
訪問看護師、ケアマネージャーらがＩＣＴを活用し、在
宅患者の身体情報などをリアルタイムで共有すること
ができる「多職種連携情報共有システム」の活用に向
けた準備を行った。

・紹介状なしでの初診に対する選定療養費の
改定等を背景に、紹介率・逆紹介率ともに大き
く上昇した。
・地域の診療所、訪問看護ステーション等との
連携の下、院内の専門知識を持つ認定看護師
らの在宅医療への関わりを強化してくため、看
護職員の確保が必要

S

成果評価

A

成果評価

A

・時間外での救急搬送について、より円滑な患者の受入れを推進します。
・災害時に医療活動を継続できるよう、業務継続計画を適宜見直すとともに、災害
時搬送訓練などを実施します。

・新型コロナウイルス感染症の影響により、救急患者
の受入れを一時的に制限した時期もあったが、当該
時期以外は、積極的に受け入れている。
・「災害拠点病院」として、災害時医療活動に従事で
きるよう、訓練に参加した。また、院内においても、情
報伝達訓練を実施した。

・救急医療については、内科医及び脳神経外
科医が待機し、救急患者を受け入れている。



ぺージ
政策 4 高齢者福祉を充実する

目指す姿 高齢者が、住み慣れた地域でともに支え合いながら、自立して、自分らしく安心して暮らしています。

020401

基本政策・推進方策 2 つながりによる安心とうるおいが実感できるまち
部 福祉部 課 長寿福祉課

総合
計画

80

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

15

高齢者が安心して暮らすことができると感じる市民の割合 ％ ↑

基準値 目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

A

番号 指標名 単位 方向性

基準値

39.7 45 － 43.7 49.8 40.9

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

76

1 生活支援体制整備事業の協議体設置地区数 箇所 ↑ 0 8 4 4 4 5

1 生活支援サポーター登録数 人 ↑ 46 100 66 69 72

17

2 介護分野資格取得支援事業の利用者数 人 ↑ 20 60 31 34 34 40

2 地域密着型サービスの事業所数 箇所 ↑ 20 25 19 18 18

10,000 7,453 7,895 8,232

27

4 早期発見ツールを使用した認知症の相談件数 件 ↑ 71 500 1,307 768 508 348

3 地域ケア会議実施件数 件 ↑ 15 50 46 35 21

8,2904 認知症サポーター養成講座受講者数 人 ↑ 6,599

H29_高齢者福祉・介護保険

R5_高齢者福祉・介護保険

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2

重
要
度

満足度



施策１ 高齢者の生活を支援します 長寿福祉課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 介護サービスの利用基盤を整えます 長寿福祉課 取組内容 課題と成果 指標

・買物や医療機関への通院など、日常生活での外出・移動の支援を充実します。
・高齢者の生活を支える地域の体制づくりやボランティア活動などの推進により、
地域に根ざした福祉の定着を図ります。

・要介護３以上及び要介護１･２で日常生活自
立度がＢ又はⅢ以上に判定された方にタクシー
利用券（1枚500円で年間最大60枚）を交付し
た。
・西脇市社会福祉協議会に生活支援コーディ
ネーターを配置し、地域での生活支援体制整
備に取り組むとともに、生活支援サポーター養
成講座を開催した。

・むすブンの導入に合わせ、対象者の見直し、
交付枚数、利用方法等を見直し、利便性を向
上させた。また、R4年度では378人にタクシー券
を交付し、7,382枚の利用があった。
・生活支援サポーター養成講座受講後のサ
ポーター登録人数が減少しているが、サポー
ター利用依頼に対してサポーターの選出はで
きている。今後、依頼件数が増加した場合への
準備が必要。

A

成果評価

B

施策３ 地域包括ケアシステムを推進します 長寿福祉課 取組内容 課題と成果 指標

・要介護状態となっても住み慣れた地域で生活できるよう、必要な介護サービスな
どを提供します。
・中程度の要介護者や医療ニーズが高い人の在宅生活を支援するサービスを充
実します。
・増大する福祉・介護ニーズに対応できる質の高い介護人材について、関係機関
や事業所などが安定的に確保できるように支援します。

・地域密着型サービスの整備計画では、第８期計画
（R3～R5）において、中重度の要介護者や医療ニー
ズの高い人の在宅生活の継続を支援するため小規
模多機能型居宅介護と看護小規模多機能型居宅介
護の事業所の整備を計画に位置付けた。
・介護分野で働く人材を確保・育成するため、介護職
員初任者研修費用の助成を行った。

・地域密着型サービスの整備計画において、位
置付けた小規模多機能型居宅介護、看護小規
模多機能型居宅介護のいずれも応募がなかっ
たため、整備に至らなかった。
・直近４年間の介護分野資格取得支援の利用
実績は13人となっており、人材確保に一定つな
がったが、依然として人材不足は深刻化してい
る。

B

成果評価

B

施策４ 認知症の人やその家族を支援します 長寿福祉課 取組内容 課題と成果 指標

・地域ケア会議の開催等の地域ケア体制の確立、相談・見守り体制の充実、在宅
医療・介護連携の推進などにより、「地域包括ケアシステム」を深化・推進します。
・地域共生社会の理念を踏まえ、住み慣れた地域の中で自分らしい暮らしを続け
られるよう、包括的な支援ができる体制を構築します。

・地域包括支援センターが、地域ケア会議を開
催し、地域の関係者や多職種で事例検討を
行った。
・高齢者の総合相談を地域包括支援センター
が中心になって対応し、複雑化した課題につい
ては、庁内関係課と連携し対応に当たった。
・在宅医療・介護連携推進協議会幹事会を年１
回開催し、医療・介護の連携について情報交
換を行った。

・地域包括支援センターの相談対応件数は
年々増加している。
・地域ケア会議で抽出された課題を基にして、
包括的な相談支援体制の充実等に取り組ん
だ。
・高齢担当部門だけで解決できない複雑化した
課題を抱える世帯へ支援体制の充実が必要で
ある。

A

成果評価

A

・認知症に関する知識の普及・啓発や相談体制の充実を図り、地域において認
知症の人とその家族を支援する環境を整えます。
・認知症予防に取り組むとともに、認知症の早期発見と受診勧奨などの早期対応
を推進します。
・市立西脇病院において認知症看護認定看護師を育成し、認知症の人が安心し
て治療できる体制を整えます。

・地域包括支援センター、在宅介護支援センター内
に認知症相談窓口を合計７か所設置した。
・認知症サポーター養成講座の開催したほか、あんし
んはーとねっと事業を通じて地域での見守りを推進し
た。また、行方不明になる恐れのある人の事前登録を
実施した。
・町ぐるみ健診会場で、物忘れチェックを実施したほ
か、もの忘れ相談会を開催した。
・認知症初期集中支援チーム員会議を開催し、早期
から適切な支援につなげる方法を検討した。

・認知症に関する相談件数は増加している。
・町ぐるみ健診会場でもの忘れチェックをする人
が減少しており、新たな層への働きかけが必要
である。
・認知症サポーター養成講座の開催回数が減
少しており、積極的な周知が必要である。

A

成果評価

A



ぺージ
政策 5 障害者福祉を充実する

目指す姿 障害のある人もない人も、互いに尊重し支え合いながら、住み慣れた地域の中で安心してその人らしい生活を送っています。

020501

基本政策・推進方策 2 つながりによる安心とうるおいが実感できるまち
部 福祉部 課 社会福祉課

総合
計画

82

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

16

障害のある人もない人も、互いに理解し、尊重し合っていると感じる市
民の割合

％ ↑

基準値 目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

A

番号 指標名 単位 方向性

基準値

36.0 40 － 38.7 40.9 38.4

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

9,654

1 地域生活移行者数 人 ↑ 0 6 4 5 6 6

1 障害者相談件数 件 ↑ 6,220 6,820 7,130 9,738 10,830

24

2 福祉的就労者数 人 ↑ 144 196 163 164 174 176

2 一般就労移行者数 人 ↑ 2 6 9 11 17

5

3 障害に関するセミナー、研修等参加者数 人 ↑ 90 100 39 0 30 67

3 障害者虐待に関する相談件数 件 ↑ 3 5 0 0 1

H29_障害者福祉

R5_障害者福祉
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要
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満足度



A

成果評価

A

施策１ 障害者の生活を支援します 社会福祉課 取組内容 課題と成果 指標

・相談支援体制や情報提供などを充実するとともに、在宅生活に必要な支援や
サービスを提供し、地域でその人らしい生活を送れるように支援します。
・行政、教育機関、事業所等の多様な障害者支援機関などが連携し、それぞれ
のライフステージにおける課題などを共有し、支援する相談支援ネットワークの構
築を進めます。
・施設入所者に必要な生活介護や機能訓練を実施するとともに、住まいの提供な
ど、地域生活への移行に向けた環境整備を行います。
・健診や相談事業の充実により、障害の早期発見・早期療育につなげ、障害のあ
る子どもの発達や成長を支援します。
・医療に係る支援が必要な重度障害者などに対し、医療費の助成を適正に行い
ます。

・重度障害者医療費助成制度により、重度障害
者等に対し、医療費の自己負担額の一部助成
を行った。
・障害者基幹相談支援センターを中心に地域
の相談支援ネットワークの構築のため各種連絡
会を定期的に開催し、協議の場を設けた。
・医療や年金、生活困窮等障害のある方が抱え
る課題に対し、関係各課・担当等と連携して支
援を実施した。

・医療費助成制度により、重度障害者等の経済
的負担が軽減された。
・障害のある人の高度化・高齢化に対応し、将
来にわたって安定的に障害福祉サービス等を
提供していくために、人材の確保が必要
・障害者基幹相談支援センターや相談支援事
業所との連携による相談体制の強化に努めて
いるが、複雑化・複合化した生活課題への相談
に対応できるよう、相談支援専門員の質の向上
を図るとともに重層的な相談支援体制の構築が
求められている。

・就労に必要な知識や技能の習得を支援するとともに、関係機関や事業所に働き
かけ、働く場の確保や就労環境の整備を進めます。
・交流機会の創出や移動支援の実施、利用しやすい公共交通への再編などによ
り、障害のある人の社会参加を促進します。

・就労については、関係機関との連絡会を持っ
て情報共有を行うとともに、必要な相談窓口や
サービス等に繫ぐことが出来るよう支援を行っ
た。
・公共交通の再編によりタクシー事業の見直し
を実施し、対象者や利用方法等を見直し、拡充
を行うとともに、窓口等で移動支援に係る制度
やサービス等の周知を継続して行った。

・一般就労移行者は24名、福祉的就労者は176
名となり、一定の成果が上がっているが、就労
支援の充実に向けて、商工関係団体との連携
による障害者雇用事業所の開拓、障害者雇用
促進啓発活動の推進では、商工団体や公共職
業安定所との連携強化が必要

A

成果評価

A

施策２ 障害者の自立を支援します 社会福祉課 取組内容 課題と成果 指標

・西脇市障害者差別解消の推進に関する取組方針に基づいて、障害者差別解
消法の啓発や研修などを実施し、障害のある人への差別解消と合理的配慮の提
供の推進を図ります。
・障害のある人への虐待防止に関する啓発活動を推進するとともに、虐待に対す
る援助を行う相談支援体制を充実します。
・障害のある人の社会参加を促進するために、コミュニケーションの支援を充実し
ます。

・障害者差別解消の推進に関する取組方針に
基づき、庁内の研修の実施及び障害者差別解
消法映画上映会等を実施し、啓発を行った。
・虐待防止に防止に向けた啓発や相談事業は
継続しており、相談には関係機関との連携を図
りながら対応を行った。
・手話や要約筆記者の派遣等必要な支援につ
いて周知し、随時支援の調整を行った。

・改正障害者差別解消法により、地域でさらに広く合
理的配慮の提供の義務化が求められる。
・障害のある人の自己選択、自己決定に必要な情報
を適切に提供し、当事者の利益と権利を擁護する制
度が求められている。
・情報化社会の急速な進展に対応し、情報のバリアフ
リー化の推進、情報アクセシビリティの向上を図るた
めの新たな取組として、ＩＣＴの導入など、コミュニケー
ション手段を広げることも課題となっている。

B

成果評価

A

施策３ 障害への理解を広げます 社会福祉課 取組内容 課題と成果 指標



76.3 78.8 79.2国民年金保険料納付率（現年度分） ％ ↑ 71.7 75 75.1

後期高齢者医療制度被保険者1人当たり医療費の全国平均と
のかい離率

％ ↓ 2.73 1.36 7.18

99.88
(広域：99.61)

4 3.54 4.13 5.58

5

4 後期高齢者医療保険料徴収率（現年度分） ％ → 99.85
広域連合

目標値以上
99.94

(広域：99.47)
99.95

(広域：99.49)
99.94

(広域：99.59)

95.33

3
国民健康保険被保険者1人当たり医療費の全国平均とのかい
離率

％ ↓ 12.67 6.33 17.01 16.63 18.17 19.10

3 国民健康保険税徴収率（現年度分） ％ ↑ 94.97 95.40 94.25 95.08 95.62

99.61

2 ケアプラン点検の実施数 件 ↑ 10 50 41 50 46 50

2 介護保険料徴収率（現年度分） ％ ↑ 99.13 99.20 99.40 99.48 99.55

87.1

1 生活保護率（年間平均） ％ → 0.67 0.67 0.60 0.57 0.54 0.56

1 後発医薬品使用割合（被保護者） ％ ↑ 83.9 86 89.0 89.6 86.5

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

C

番号 指標名 単位 方向性

基準値

62.8 70 － 63.9 61.9 60.2

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

17

社会保障制度の手続・相談の窓口を知っている市民の割合 ％ ↑

基準値 目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

ぺージ
政策 6 社会保障制度を適正に運営する

目指す姿 社会全体で支え合う社会保障制度が適正に運営され、全ての市民が安心して自立した生活を送ることができています。

020601

基本政策・推進方策 2 つながりによる安心とうるおいが実感できるまち
部 福祉部 課 社会福祉課

総合
計画

84

H29_医療・社会保障

R5_医療・社会保障

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

4.1

2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3

重
要
度

満足度



・広報紙での啓発や相談業務などにより、国民年金制度に関する理解を促進する
とともに、加入促進や保険料の納付督励を行い、国民年金制度の安定化を図りま
す。

・広報紙やホームページにおいて、国民年金制
度について啓発を行うとともに、国民健康保険
の加入時に国民年金加入を勧奨した。
・納付が困難な方には保険料免除申請を案内
し、将来年金が受給できる資格期間の確保を促
した。
・出張年金相談について、実施支援を行い、年
金請求や相談業務等広く利用された。

・国民年金保険料納付率に関しては、79.2％と
目標値である75％を大幅に上回った。
・無年金による将来的な生活困窮を防ぐため、
日本年金機構との連携により、オンライン申請
等の案内も含め、更なる年金制度の周知、啓発
及び保険料の納付督励を行っていく。

S

成果評価

A

施策５ 国民年金制度を啓発・推進します 戸籍住民課 取組内容 課題と成果 指標

・兵庫県後期高齢者医療広域連合と連携し、後期高齢者医療制度の安定運営に
協力します。

・兵庫県後期高齢者医療広域連合との連携の
下、保険料の徴収や各種の給付等を行った。
・兵庫県後期高齢者医療広域連合の円滑な運
営のため、同広域連合に市職員を派遣した。

・R４年度現年分の保険料収納率は99.88％と広
域連合目標値を大きく上回っており、県下41市
町中３位。県下29市中ではトップの収納率を確
保できた。
・医療費については、全国値と比べて高い傾向
にあり、適正受診、後発医薬品の利用促進とと
もに、保健事業にも取り組む必要がある。

B

成果評価

A

施策４ 後期高齢者医療制度を適正に運営します 保険医療課 取組内容 課題と成果 指標

・国民健康保険制度を安定的に運営するため、国民健康保険税の適正賦課及び
収納率向上を図るとともに、レセプト点検や適正受診の推進、後発医薬品の利用
促進など、医療費の適正化を行います。

・各種給付事務、制度改正への対応、県の示す
標準保険料率を踏まえた税額設定など、適正な
運営を継続して実施した。
・医療費の適正化に向け、レセプト点検や後発
医薬品の利用促進等を実施した。
・県内の保険料（税）統一化や、減免制度の統
一、市町事務の標準化・共同化に向けた協議を
県及び市町で実施した。

・国保税収納率はR3年度に目標値を達成する
など上昇傾向にあり、引き続き安定的な運営に
努めるとともに、県内の保険料（税）統一化、減
免制度の統一、市町事務の標準化・共同化を
踏まえた制度運営を行っていく必要がある。
・医療費については、全国値と比べて高い傾向
にあり、適正受診、後発医薬品の利用促進とと
もに、保健事業にも取り組む必要がある。

B

成果評価

A

施策３ 国民健康保険制度を適正に運営します 保険医療課 取組内容 課題と成果 指標

・介護保険制度を安定的に運営するため、介護保険料の収納率向上を図るととも
に、介護給付の適正化及び介護サービス事業者への指導監督などを推進しま
す。

・介護保険料の長期滞納者を増やさないよう、
電話による納付指導で早めの催告を実施した。
また、他課との連携により未納者と折衝し納付
の交渉を行った。
・介護サービスの質の確保と利用者保護及び保
険給付の適正化を図るため、介護サービス事業
者への運営指導を実施し、事業所の運営・人
員・設備状況等の確認を行った。

・介護保険料徴収率は目標値を達成した水準
で推移しているが、R４年度実績では、北播５市
１町で５番目となっている。
・事業所に対する運営指導は、直近４年間で58
か所実施し、指導に対する改善を確認た。

A

成果評価

A

施策１ 生活保護制度を適正に運営します 社会福祉課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 介護保険制度を適正に運営します 長寿福祉課 取組内容 課題と成果 指標

・生活保護実施要領等に基づき生活保護制度を適正に運営するとともに、相談・
指導を適切に行います。
・生活習慣病の予防や後発医薬品の使用などにより、医療扶助費の適正化を推
進します。

・生活保護実施要領等に基づき生活保護制度
を適正に運営するとともに、相談・指導を適切に
行った。
・適宜、生活習慣病の予防や後発医薬品の使
用について、被保護者へ助言や指導を行った。

・被保護者の高齢化が進行し、死亡や転出
（サービス付き高齢者向け住宅への入居等）に
よって保護率は減少傾向にあるが、生活保護実
施要領等に基づき生活保護制度の適正実施に
努める。
・後発医薬品使用割合は目標値を達成し横ば
い傾向にあるが、引き続き、かかりつけ薬局と連
携し、向上に努める。

S

成果評価

A



21.9

4 成年後見制度利用者数 件 ↑ 23 53 24 23 27 29

2
家計の状況について困っていると感じるひとり親家庭の
割合

％ ↓ 13.9 13 11.3 40.6 20.8

92

2 ひとり親家庭の親の正規雇用の割合 ％ ↑ 41.7 45 46.7 45.0 45.9 45.2

1 生活困窮者自立支援法に基づく支援件数 件 ↑ 14 36 67 232 177

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

S

番号 指標名 単位 方向性

基準値

38 42 59 46 45 57

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

18

自立支援件数 件 ↑

基準値 目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

ぺージ
政策 7 社会的な自立を支援する

目指す姿 支援を必要とするひとり親家庭や高齢者、犯罪被害者、生活困窮者などが、それぞれの状態に応じた支援によって、社会的に自立でき、安心して暮らしています。

020701

基本政策・推進方策 2 つながりによる安心とうるおいが実感できるまち
部 福祉部 課 社会福祉課

総合
計画

86

H29_児童福祉・

子育て支援

R5_児童福祉・子育て支援

H29_高齢者福

祉・介護保険

R5_高齢者福

祉・介護保険

H29_医療・社会保障

R5_医療・社会保障

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

4.1

2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4

重
要
度

満足度



・成年後見制度の利用促進施策を定める基本的な計画を策定します。
・成年後見制度の周知啓発を行うとともに、権利擁護を推進する体制を整備しま
す。
・市民が権利擁護の担い手となる市民後見人の導入に向けて研究を進めます。

・成年後見制度の計画については地域福祉計
画と一体的に策定を行った。
・成年後見制度の啓発周知、研修会の実施や
相談対応等により権利擁護を推進する体制に
取り組んできた。
・市民後見人の育成や権利擁護を推進する体
制の整備については、先進地の視察等により
検討を行った。

・権利擁護推進の地域連携ネットワークを構築
するため、R6年度の成年後見支援センター設
置（社会福祉協議会内）に向けて準備を進めて
いる。
・権利擁護相談窓口の明確化や市民後見人の
養成、法人後見支援事業の未実施が課題と
なっており、支援センターと連携して検討してい
く。

A

成果評価

A

施策４ 成年後見制度の利用を促進します 社会福祉課 取組内容 課題と成果 指標

・犯罪被害者等が抱える様々な問題について、総合的な相談・情報提供を行うと
ともに、犯罪被害者等への支援の必要性などについて普及・啓発を行います。
・犯罪被害者等の平穏な生活の回復に向けて、生活資金の支給や日常生活の
支援などを行います。

・被害者が必要とする支援を行っている相談窓
口を周知するため、市ホームページで被害者
相談窓口の周知を図った。

・令和４年度までの犯罪被害者支援に関する相
談は０件であり、制度の周知が課題となってい
る。 －

成果評価

C

施策３ 犯罪被害者を支援します 防災安全課 取組内容 課題と成果 指標

・母子・父子自立支援員を配置し、ひとり親家庭などの包括的な相談体制を整備
します。
・ひとり親家庭の生活基盤の安定等と経済的な自立に向け、児童扶養手当等の
給付や家庭の状況に応じた就労支援などを行います。

・母子・父子自立支援員を２名配置し、ひとり親
家庭に関する様々な相談に常時対応できる体
制を整えた。
・ひとり親家庭の経済的な自立に向け、児童扶
養手当の支給や資格取得費用の助成、ハロー
ワークと連携した就労支援を実施した。
・母子家庭等医療費給付制度により、ひとり親
家庭等に対し、医療費の自己負担額の全額助
成を行った。

・母子・父子自立支援員相談件数491件のうち、生活
一般・経済的支援に関する内容が大半を占めた。家
庭の経済状況の悪化が深刻化する前に手立てを提
案していく必要がある。
・コロナ禍におけるひとり親家庭の経済的な影響を踏
まえ、対象のひとり親家庭（子ども二人世帯の場合）
に累計50万円近くの給付を行った。
・母子家庭等医療費給付制度により、ひとり親家庭等
の経済的負担が軽減されている。

B

成果評価

A

施策２ ひとり親家庭を支援します はぴいくサポートセンター 取組内容 課題と成果 指標

S

成果評価

S

施策１ 生活困窮者の自立を支援します 社会福祉課 取組内容 課題と成果 指標

・相談支援員を配置して生活困窮者などからの相談に応じるとともに、ハローワー
クなどと連携を図りながら、経済的、社会的な自立に向けた支援を行います。
・生活困窮者自立支援法などに基づき、衣食住の確保や家計改善などに向けた
支援を行います。

・相談支援員を配置して生活困窮者などからの
相談に応じるとともに、ハローワークなどと連携
を図りながら、経済的、社会的な自立に向けた
支援を行った。
・生活困窮者自立支援法などに基づき、衣食住
の確保や家計改善などに向けた支援を行っ
た。

・新型コロナウイルス感染症の影響により、R３年
度以降の相談件数が増加したが、住居確保給
付金や就労支援準備支援事業等の制度を積
極的に活用したことで、支援件数も増加した。



6

3 環境学習の実施学校園率 ％ → 100 100 100 100 100 100

3 環境保全に関わる活動団体数 団体 ↑ 6 10 6 6 6

10,367

2 住宅用太陽光発電設備導入件数（10kw未満） 件 ↑ 963 1,100 1,072 1,129 1,189 1,268

2 市役所全体のCO2排出量 ｔ-CO２ ↓ 11,308 9,483 10,408 10,150 10,606

751.7

1 資源化率 ％ ↑ 18.6 19.7 19.2 20.5 18.9 21.6

1 市民１人１日当たりごみ排出量(集団回収除く。) ｇ／人・日 ↓ 711 675 754.2 747.4 760.2

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

B

番号 指標名 単位 方向性

基準値

71.9 75 － 72.7 71.5 72.6

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

19

省エネ・省資源など環境に配慮した生活をしている市民の割合 ％ ↑

基準値 目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

ぺージ
政策 8 環境にやさしい市民生活を進める

目指す姿 市民一人ひとりが環境への関心や理解を深め、環境負荷が少ない生活を送ることで、自立・循環型のまちになっています。

020801

基本政策・推進方策 2 つながりによる安心とうるおいが実感できるまち
部 くらし安心部 課 環境課

総合
計画

88

H29_ごみ処理・資源循環

R5_ごみ処理・資源循環

H29_地球環境・環境活動

R5_地球環境・環境活動

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4

重
要
度

満足度



・市民による環境行動の成果に対してインセンティブを付与するエコポイント制度
を推進します。
・学校における環境教育を進めるとともに、環境に関する情報を積極的に発信し、
子どもから高齢者まで、誰もが情報収集や学習をすることができる機会を提供しま
す。
・環境教育等の指導者の育成や発掘など、環境に関する知識を有する人材を確
保します。
・環境活動団体や地域による主体的な活動を支援するとともに、協働による事業
展開を実施します。

・エコポイント制度について、取組項目の追加
やポイント数を増やすなどし、参加者の増に取
り組んだ。
・市民かんきょう大学を毎年開校し、様々な環
境問題を学習する機会を提供するとともに、ライ
フスタイルの見直しを促した。
・地域及びボランティア組織が実施するクリーン
作戦に必要なごみ袋の提供やその処理費用の
減免等を行った。

・エコポイント制度については、取組項目が極
一部に限られ、取組の広がりが見られなかっ
た。また、参加者の拡大には繋がらなかった。
・市民かんきょう大学の継続により、地域及び職
場等における環境リーダーの育成に努めたが、
参加者もほぼ高齢者で固定化したため、成果
は不十分となった。

B

成果評価

B

施策３ 環境を守る意識を高めます 環境課 取組内容 課題と成果 指標

・市が事業者として、率先して再生可能エネルギーの活用や省エネ設備の導入、
省エネ行動の実践に取り組むなど、温室効果ガスの排出削減を進めます。
・市民による創エネ・省エネ設備などの導入を支援するとともに、省エネや環境負
荷の低減に向けた主体的な取組を促進します。
・再生可能エネルギーの活用によるエネルギーの地産地消などの導入を研究し
ます。

・西脇市役所地球温暖化対策実行計画に沿っ
て、下水処理施設の廃止及び省エネ設備の導
入等による効率的な施設運営を行ったほか、庁
舎等の節電に取り組んだ。
・市施設に設置の太陽光発電設備の適正管理
と運用に努めた。
・家庭用創エネ省エネ設備等導入促進事業に
よる奨励金交付により、家庭の再生可能エネル
ギー設備等の導入促進を図った。

・原油価格の高騰を背景とした市民のエネル
ギー使用料への関心の高まりもあり、創エネ省
エネ設備の導入が想定以上に進んだ。
・再生可能エネルギーの地産地消については、
安定価格及び安定供給の面で課題があり、導
入に当たっては慎重に調査研究する必要があ
る。

A

成果評価

A

施策２ 温室効果ガス排出量を削減します 環境課 取組内容 課題と成果 指標

B

成果評価

B

施策１ ごみの減量を進めます 環境課 取組内容 課題と成果 指標

・買物時のマイバッグ使用などによるごみの発生抑制（リデュース）とともに、不用
品譲り合いなどの再利用（リユース）を進めます。
・古紙等の回収やごみの分別の徹底などを通じて、再生利用（リサイクル）を推進
します。

・関係団体と連携し、市内店舗で買い物客にご
み減量・資源化の取組を啓発した。
・フードドライブを市施設及び地区会館の計10
箇所で実施し、未利用食品の活用を図った。
・市イベントの機会を活用し、正しい分別方法と
資源化への協力を啓発した。
・外国人に多言語の分別説明チラシを配布する
ほか、外国人雇用事業所を対象の説明会を開
催した。

・自治会での説明会に参加が少なく、啓発が十
分ではなかった若年層に、ごみ分別への関心
を持っていただく機会を作れた。
・ネット上には不用品を譲り合うシステムがある
が、ネットに触れることの少ない高齢者等でも譲
り合える仕組みを考える必要がある。
・ごみ分別の徹底のほか、製品プラ、剪定枝等
の新たな分別区分の取組を検討する必要ある。



31.83 家庭で災害に対する自主的な備えをしている市民の割合 ％ ↑ 33.2 35 － 26.5 36.7

60.1

3 防災ネット登録者数 件 ↑ 7,601 8,500 7,643 8,084 8,035 8,072

3 災害時の避難所と避難方法を知っている市民の割合 ％ ↑ 74.4 76.5 － 63.3 66.3

48

2 消防団員数 人 → 913 現状以上 914 907 875 866

2 機能別消防団員数 人 ↑ 35 41 38 47 47

17.8

1 自主防災組織訓練参加者数 人 ↑ 2,511 3,000 2,258 370 978 1,817

1
住んでいる地域で、災害に備えた話し合いや訓練に参加してい
る市民の割合

％ ↑ 25.0 28 － 20.6 23.8

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

B

番号 指標名 単位 方向性

基準値

91.3 94 － 92.2 93.8 91.9

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

20

自分たちの生命や財産は自分たちで守るという意識を持つ市民の割
合

％ ↑

基準値 目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

ぺージ
政策 9 地域の防災力を高める

目指す姿
災害や不測の事態の発生時に、見守りや声掛けなどの地域の防災力が発揮され、多様な主体の連携による災害・危機対応が展開されることで、市民の生命や財産が守られ
ています。

020901

基本政策・推進方策 2 つながりによる安心とうるおいが実感できるまち
部 くらし安心部 課 防災安全課

総合
計画

90

H29_消防・救急

R5_消防・救急

H29_防災・危機管理

R5_防災・危機管理

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

4.1

2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4

重
要
度

満足度



・総合防災訓練や防災講演会などを実施するとともに、ハザードマップや防災手
引などを作成・配布し、市民の防災・減災意識の高揚を図り、災害時への備えを
促進します。
・災害時のライフラインや交通手段の遮断などに備え、乳幼児や障害者、高齢
者、女性など、それぞれの特性を踏まえた備蓄の実践を促進します。
・気象警報や火災情報などの緊急情報を配信するにしわき防災ネットの登録を促
進するとともに、より効果的な情報伝達手段の導入を図ります。

・自主防災訓練では、防災マップを使用し、わ
が家の避難計画の作成を推進した。
・出水期前の広報６月号で、普段からできる備
え、災害時の情報を得る手段及び避難所を周
知した。
・R3年度に防災マップを更新し全戸配布すると
ともに、WEB版防災マップを公開し、想定最大
規模降雨、浸水継続時間などの情報を周知し
た。

・ここ数年大きな災害に遭遇していないため、危
機意識の希薄化に対する、災害時の備えへの
普及啓発を行うことが課題となっている。 C

成果評価

B

施策３ 市民の防災意識を高めます 防災安全課 取組内容 課題と成果 指標

・消防車両をはじめとする消防施設の整備を行うとともに、都市環境に変化があっ
た地域を中心に消防水利の整備を進めます。
・団員が不在となることが多い昼間消防活動を中心に、機能別消防団員制度の
充実を図ります。
・消防団員の加入促進や、団員が地域で活動しやすい環境づくりに取り組むとと
もに、社会情勢を踏まえた消防団員制度の検討を進めます。
・地域の防災力の確保を念頭に置きつつ、自治会や消防団と連携し、消防団組
織の再編についての検討を進めます。

・消防施設等整備費補助金（33件、1,545,650円）を
交付して、各部の消防施設の充実強化を促進した。
・毎年４月に開催する消防団新部長会議や、定期的
に開催する分団長会議等で機能別消防団員制度を
説明し、消防団OBの入団者が増えるよう努めた。
・令和５年度から消防団員報酬や出動報酬を増額で
きるよう、団員報酬等検討部会を開催した。
・消防団員が少なくなっている自治会から、部の合併
等についての相談・助言を行った。

・消防ホースや長靴等の消防装備の充実強化
を行ったほか、消防団員の処遇改善を行った。
・少子化に伴い、消防団員が年々減少してお
り、確保することが課題となっている。
・操法大会や年末警戒等の消防団行事につい
て、今後の在り方を検討していく必要がある。

B

成果評価

B

施策１ 自主防災組織の活動を支援します 防災安全課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 消防団の活動を支援します 防災安全課 取組内容 課題と成果 指標

・地域における防災力の強化のため、自主防災組織の組織化や防災訓練などの
活動の活性化を図ります。
・民生委員児童委員や自治会などと協力・連携し、ひとり暮らし高齢者など災害時
要援護者の把握と支援体制の整備・充実を図ります。

・自主防災組織が作成する地区防災計画につ
いて、各地区の特性に合った計画の作成支援
を行った。自主防災組織が訓練を行う際に、市
職員や消防署員が立会い、実際の避難を想定
した訓練を行った。
・自主防災組織が訓練や防災活動に必要とす
る資機材の整備について、助成金の案内や申
請支援を行った。

・自主防災組織の役員は、町の役員が兼務して
いることが多く、ほとんどが２年毎に交代される
ため、防災活動のノウハウの引継ぎが課題と
なっている。
・訓練参加者が町の役員などに限られており、
より多くの方に参加してもらえる訓練の実施を行
うことが課題となっている。

C

成果評価

B



130

3 まちづくり防犯グループ団体数 団体 ↑ 20 22 15 15 15 15

3 刑法犯認知件数 件 ↓ 273 240 230 190 178

48.6

2 消費生活相談件数 件 ↑ 274 320 286 293 288 284

2 消費生活センターの相談窓口を知っている市民の割合 ％ ↑ 44.5 50 － 46.1 47.6

33

1 交通安全教室参加者数 人 → 3,674 3,674 3,767 752 1,724 3,485

1 高齢者が関係する交通事故発生件数（人身事故） 件 ↓ 60 55 52 48 32

163 140 129 95 66 83

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

A

番号 指標名 単位 方向性

22

交通事故発生件数（人身事故） 件 ↓

基準値

77.7 80 － 80.4 79.0 79.3

S

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

21

住んでいる地域は、治安が良く、安心して暮らせると感じる市民の割
合

％ ↑

基準値 目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

ぺージ
政策 10 犯罪・事故に遭わない地域をつくる

目指す姿 市民一人ひとりの意識の向上と環境整備が図られることで交通事故や犯罪、消費者被害が軽減し、市民が安心して生活しています。

021001

基本政策・推進方策 2 つながりによる安心とうるおいが実感できるまち
部 くらし安心部 課 防災安全課

総合
計画

92

H29_交通安全・防犯・消費生活

R5_交通安全・防犯・消費生活

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

4.1

2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4

重
要
度

満足度



・子どもの見守り活動など防犯グループが実施する地域に根ざした防犯活動を支
援するとともに、活動への参加を促進します。
・夜間の犯罪防止や通学時の安全確保のため、防犯灯の整備などを進めるととも
に、青色回転灯装着車などによる巡回を実施します。

・犯罪のない地域社会づくりのため、地域での
子どもの見守り、防犯パトロール等をされている
防犯グループ15団体に対して、ボランティア保
険の加入や活動用品の提供などによって活動
を支援し、地域における見守り体制の充実を
図った。

・刑法犯認知件数は大きく減少している。
・防犯グループ構成員の高齢化が進んでいる
ため、地域課題として活動の活性化を図る必要
がある。

B

成果評価

A

施策３ 防犯活動を推進します 防災安全課 取組内容 課題と成果 指標

・消費生活センターでの専門相談員による消費生活・多重債務相談の充実を図
り、消費生活に関する被害救済や問題解決に向けた支援を行います。
・消費者被害の未然防止に向けた情報提供や市民への出前講座などの消費者
教育を進め、消費者の知識や判断力の向上を図ります。

・専門的知識を有する消費生活相談員を配置
し、消費生活・多重債務相談の問題解決の支
援を行った。
・消費者被害の未然防止及び拡大防止を図る
ため、消費者教育や啓発活動等を行った。

・令和４年度は、相談件数が最も多かった商品
一般（不審なメール・電話相談）が前年度より17
件減少しているが、相談内容は、多様化・複雑
化している。
・60歳代以上の相談が４割以上と多くなってい
るため、高齢者を中心に、相談窓口の更なる周
知を行う必要がある。

A

成果評価

B

施策１ 交通安全を推進します 防災安全課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 消費者の生活を守ります 防災安全課 取組内容 課題と成果 指標

・近年の交通事故の特性を踏まえ、高齢者や子ども、自転車利用者などを念頭
に、交通安全教室や広報啓発などの交通安全対策を進め、交通安全意識と交通
マナーの向上を図ります。
・県が制定する自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例にのっとり、自転
車損害賠償保険等の加入促進と、自転車の安全適正利用の普及啓発を行いま
す。

・西脇警察署、西脇多可交通安全協会と連携
し、保育園、こども園、幼稚園、小・中学校での
交通安全教室や高齢者を対象とした出前講座
を実施した。
・安全運転の徹底や子ども・高齢者の交通事故
抑止のため、四季の交通安全運動を通じて街
頭キャンペーンを中心とした啓発に取り組むとと
もに、自転車事故防止を図るため月１回の街頭
指導を実施した。

・西脇警察署の協力を得ながら、主に高齢者等
を対象に悪質商法、振り込め詐欺等への注意
喚起や、交通安全の啓発を図る「くらしの安全
出前講座」を開催した。

B

成果評価

A



ぺージ
政策 1 防災基盤を整備する

目指す姿 市民の生命や財産を守る防災基盤が整うとともに、不測の事態に備える体制が整備され、安全・安心に暮らせるまちになっています。

030101

基本政策・推進方策 3 安全で快適な生活基盤が整うまち
部 くらし安心部 課 防災安全課

総合
計画

96

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

23

災害に強いまちになってきていると感じる市民の割合 ％ ↑

基準値 目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

C

番号 指標名 単位 方向性

基準値

43.4 50 － 43.7 47.6 42.3

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

21

2 公共施設耐震化率 ％ ↑ 83.3 100 83.3 83.3 94.4 94.4

1 年間火災発生件数 件 ↓ 23 20 16 18 7

2

3 防災関連協定締結数（自治体、事業所） 件 ↑ 40 45 54 67 71 75

3 職員研修・訓練実施回数 回 → 2 2 2 2 2

H29_消防・救急

R5_消防・救急

H29_防災・危機管理

R5_防災・危機管理

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

4.1

2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

重
要
度

満足度



施策１ 消防体制を強化します 防災安全課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 防災拠点を整備します 防災安全課 取組内容 課題と成果 指標

A

成果評価

A

・火災などの災害に対応するため、北はりま消防組合における消防車両や消防資
機材の計画的な配備を行うとともに、消防職員の能力や技術の向上を図ります。

・火災などの災害に対応するため、北はりま消
防組合における消防車両や消防資機材の計画
的な配備を行った。
・R4年度末現在で、西脇消防署及び西脇北出
張所において、消防ポンプ自動車３台（水槽付
２台、ポンプ車１台）、その他消防車両を２台（救
助工作車、屈折はしご車）配備しているほか、
北はりま消防全体で水難救助車１台、化学消防
ポンプ自動車１台などを配備している。

・将来を見据えて、消防車両や消防資機材を計
画的に配備していく必要がある。

施策３ 危機管理体制を強化します 防災安全課 取組内容 課題と成果 指標

・様々な自然災害の発生に備え、市庁舎の災害対策本部機能の強化と災害対応
力の向上を図るとともに、大規模災害時を想定したバックアップ体制を強化し、業
務の継続化を図ります。
・避難所については、災害時要援護者の実情や性別・年齢など、避難者の様々
な特性に配慮した機能の拡充と受入体制の構築を図ります。

・免振構造の新庁舎を整備するとともに、庁舎３
階大会議室を災害対策本部として活用するた
めのレイアウトの作成、使用するパソコン機器の
配置計画を行った。
・新型感染症などを念頭に、避難所における要
援護者や体調不良者などの受入体制を整備し
た。また、テレビや段ボールベッド、女性・子ども
用物品などを避難所に配備した。

・生理用品やミルク、プライバシー保護のための
テント等、様々な人に配慮した物品等の配備、
情報入手手段となるテレビの配置など、避難所
環境の改善が図れた。
・災害時に現場からの情報をリアルタイムに本
部と共有する方法を検討する必要がある。
・現場の情報を収集しながら、避難所に必要な
備品を整備していく必要がある。

A

成果評価

A

施策４ 浸水対策や土砂災害対策を進めます 工務課 取組内容 課題と成果 指標

・関係機関とも連携し、職員を対象とした実践的な訓練や研修を行い、災害対応
力の向上を図ります。
・災害などの緊急時に、迅速かつ適確な情報の伝達手段を確保するため、防災
行政無線を更新します。
・より安全で効果的な避難行動につなげるため、避難指示等の発令体制などに
ついて、検討を進めます。
・有事などの不測の事態に備え、国民保護計画に基づく体制の整備と対応を図る
とともに、市民生活を脅かす様々な危機に対する管理体制の強化を図ります。

・大規模自然災害の発生への備えとして、国土強靭
化基本法に基づく西脇市強靭化計画を策定した。
・安定的な情報発信に向けて、防災行政無線をアナ
ログ方式からデジタル方式に更新した。
・危機意識と危機管理の向上を目的とした職員研修
を行ったほか、災害対策本部や避難所の開設訓練を
実施した。
・市民への情報伝達をスムーズに行うため、災害対策
本部職員向けのマニュアルを作成した。
・自衛隊、消防及び警察などの関係機関との連携を
図るため、災害時情報共有連絡会議を開催した。

・防災行政無線のデジタル化に伴って、市役所親局
と屋外拡声子局の双方向での通信が可能となった。
また、防災行政無線で放送された内容がスマートフォ
ンに文字情報で確認ができるようになった。
・災害を経験した職員が少なくなっており、実際の現
場での対応力を強化することが課題となっている。
・ゲリラ豪雨など突発的な災害時の現場活動や連絡
体制をスムーズに実施することが課題となっている。

A

成果評価

A

・県とも連携しながら、河川改修や内水対策などの浸水対策事業や砂防事業など
の土砂災害対策などを進め、災害に強い基盤整備を推進します。
・県の総合治水条例に基づき、県や地域と連携しながら、浸水被害の発生防止と
減災対策に取り組みます。

・黒田庄地区において、水の学習会などを行っ
た。
・市管理河川において、流下能力確保のため
の土砂撤去工事などを実施した。
・加古川、杉原川、野間川などの河川改修事業
の推進に向けた要望活動を行った。
・国、県、市連携による協議会を開催した。
・新庁舎・市民交流施設敷地内に雨水貯留槽
を整備した。

・地域と一体となった事前防災活動や水の学習
などが評価され、R1年度に「国土交通大臣賞
「循環のみち下水道賞」を受賞した。
・県による井堰改築や河床掘削に伴って、出水
時の河川水位の低下が確認できた。
・想定を超える豪雨への対応が課題である。

－

成果評価

A



ぺージ
政策 2 道路を整備する

目指す姿 誰もが安全・快適に利用できる道路が整備され、円滑な道路交通が確保されたまちになっています。

030201

基本政策・推進方策 3 安全で快適な生活基盤が整うまち
部 建設水道部 課 工務課

総合
計画

98

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

24

市内の道路は安全・快適に通行できると感じる市民の割合 ％ ↑

基準値

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

A

番号 指標名 単位 方向性

基準値

52.0 55.0 － 55.3 50.9 53.7

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

66.6

3 橋りょう補修件数 件 ↑ 5 25 12 16 24 25

2 市道改良率 ％ ↑ 65.7 66.5 65.8 66.3 66.6

100

4 自転車通行空間整備率 （計画に基づくもの） ％ ↑ 0 69 28.6 41.2 41.2 41.2

3 道路損傷等通報対応率 ％ → 100 100 100 100 100

H29_道路

R5_道路

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

2.4 2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1

重
要
度

満足度



施策１ 広域・地域幹線道路を整備します 国県事業推進室 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 生活道路を整備します 工務課 取組内容 課題と成果 指標

・国・県と連携して、国道175号や国道427号などの広域幹線道路の整備に取り組
み、体系的な道路ネットワークの確立を図ります。
・広域幹線道路を補完する県道や市道などの地域幹線道路については、渋滞緩
和や利便性向上のため、道路の拡幅や交差点改良などの整備を促進します。
・未整備の都市計画道路については、関係機関や地域と協議しながら、今後の
方針についての検討を行います。

・国道175号ではR2.3にL=2.1㎞部分開通、
R5.3には津万ランプ～寺内ランプ間では舗装
を除いて上部工が完成した。
・（都）西脇上戸田線では下戸田工区が完成、
上野工区がR１より、東本町工区がR2より着手
し、用地補償を進めた。
・JR鍛冶屋線跡道路整備事業では、県と市で
地元と協議を重ねながら整備を進め、早期に完
成させた。

・国道175号の部分開通により現道の交通量の
約３割が西脇北バイパスへ転換し渋滞が緩和さ
れた。令和８年春の全線開通に向け事業促進
する。
・（都）西脇上戸田線では、歩行者の安全性が
向上したほか、沿道に商業施設が整備された。
・国道４２７号の市原東交差点の渋滞解消と自
転車通行帯の確保による安全性が確保され
た。

－

成果評価

A

施策３ 道路施設の長寿命化を進めます 工務課 取組内容 課題と成果 指標

・災害発生時における道路の防災機能の確保と、良好な住環境の形成などに向
け、狭あいな道路の拡幅、老朽化した低利用道路の見直しなど、必要な生活道
路の整備を行います。

・新庁舎・市民交流施設の整備と合わせ、用地
取得を行い、新庁舎周辺道路の整備を行っ
た。
・地元要望に基づき市道の拡幅や側溝整備な
どの改良、舗装の新設や更新を行った。

・新庁舎周辺道路を整備し、アクセス性・安全
性の向上と交通結節機能を向上することができ
た。
・良好な住環境の形成などに向け、狭あいな道
路の拡幅、老朽化した道路の見直しなど、必要
な生活道路の整備ができた。

A

成果評価

A

施策４ 人にやさしい道路空間を整備します 工務課 取組内容 課題と成果 指標

・橋りょうなど老朽化が進む道路施設については、点検や補修など適切かつ計画
的な維持管理を行い、長寿命化を図ります。
・歩行者や自動車などが安全に通行できるよう、道路の損傷箇所などの早期修復
に努めます。

・老朽化が進む道路橋等の５年に１回の法定定
期点検を行った。
・橋梁定期点検結果に基づく橋梁長寿命化修
繕計画の見直しを行い、畑川橋・中郷橋等の補
修を行った。
・道路照明のLED化を推進し、安定的な照度の
確保とともに、管理コストの低減を図った。

・道路橋等の点検や補修など適切かつ計画的
な維持管理を行うことで、長寿命化を図り通行
の安全性を確保することができた。
・道路照明のLED化により、R4年度までの取組
で年間約5,000千円の電気代の節減につな
がった。

A

成果評価

A

・安全な道路環境の整備のため、カーブミラーや道路照明などの交通安全施設
の設置を進めます。
・歩行者や自転車が安心して道路を利用できるよう、歩道や防護柵を整備するほ
か、自転車通行空間の確保や段差の解消などを推進します。
・通学路等については、通学路交通安全プログラムに基づき、路肩のカラー化等
の対策を進めます。

・（都）重春安田線等の歩道リニューアル及び県
道西脇篠山線等の歩道整備を支援した。
・童子山線ほかの歩道改良及び大野１号線ほ
かの通学路改良（路肩のカラー化）を行った。
・水尾口交差点信号撤去に伴う安全対策及
び、カーブミラーの設置、区画線の補修を行っ
た。

・県道の歩道整備を支援し、歩行者等の安全を
確保できた。
・通学路交通安全プログラムに基づき、路肩の
カラー化等を行い、通学路の安全を確保でき
た。
・危険箇所の交通安全対策を行い、安全な道
路環境の整備できた。

A

成果評価

A



ぺージ
政策 3 公共交通を整備する

目指す姿 公共交通などの移動手段が使いやすく整備されており、全ての人が安心して、円滑に移動できます。

030301

基本政策・推進方策 3 安全で快適な生活基盤が整うまち
部 都市経営部 課 まちづくり課

総合
計画

100

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

25

買物や通院・通学のための移動に困っている市民の割合 ％ ↓

基準値

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

A

番号 指標名 単位 方向性

基準値

12.8 9.8 － 11.8 9.1 9.8

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

54,859

2
過去１年間に、公共交通を利用したことがある市民の割
合

％ ↑ 49.1 55.1 － 41.9 39.6 43.7

1 市が運行する公共交通の利用者数 人 ↑ 19,740 27,000 21,249 15,687 43,610

3,6003 デマンド型交通登録者数 人 ↑ － 5,000 － 642 2,823

H29_公共交通

R5_公共交通

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

2.4 2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1

重
要
度

満足度



施策１ 公共交通ネットワークをつくります まちづくり課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 公共交通の利便性を高めます まちづくり課 取組内容 課題と成果 指標

・近隣市町間を結ぶ路線バスについて、バス事業者による運行を支援します。
・鉄道事業者にJR加古川線の利便性の維持・向上を要請します。
・コミュニティバスの運行体系を見直し、市街地内を巡回するまちなか循環バスを
運行します。
・公共交通空白地帯の解消と利便性の向上を目指し、市内の各地域と市街地を
結ぶデマンド型交通の導入を進めます。

・路線バスについて、広域の移動を支える公共交通
機関として、沿線市町と連携の上、適切な財政支援
を行い、維持確保に努めた。
・鉄道事業者に対し、利用しやすいダイヤの改正など
利便性の向上に向けた要請を行った。
・コミュニティバスの運行体系を見直し、まちなか循環
バスのループバス「めぐリン」の運行を開始した。
・デマンド型交通の乗合タクシー「むすブン」の運行を
開始した。

・公共交通利用者は、当初の目標であった利用者数
を大きく超える54,859人に利用いただき、公共交通
ネットワークの再編による効果が出ている。
・ループバス及び乗合タクシーについては、令和３年
４月の運行開始以来利用者が増加し続けており、市
民の主な移動手段として定着した。
・JR加古川線（西脇市駅～谷川駅間）について、利用
人数が少なく、鉄道の特性が発揮できていないとJR
西日本が公表したことから、鉄道の維持・存続につい
ての取組推進が課題となっている。

S

成果評価

S

施策３ 公共交通の利用を促進します まちづくり課 取組内容 課題と成果 指標

・鉄道やバスの乗継に対応したダイヤ調整を行うとともに、パーク＆ライドなど利用
環境の向上を図ります。
・バリアフリー対応バス車両への更新を進めます。
・バスの市内均一料金制度や乗継運賃割引制度など、利用しやすい料金制度の
導入を進めます。

・路線バス、コミュニティバスともに、鉄道や他のバスと
のダイヤ調整を必要に応じて行い、乗継の利便性向
上を図った。
・市民交流施設オリナスの駐車場に「パーク＆ライド
優先駐車場」を設置し、利用環境の向上を図った。
・乗合タクシーにおいてユニバーサルデザイン車両を
導入した。
・公共交通の再編に合わせて均一料金制度を導入し
た。

・公共交通ネットワークの維持を図るため、引き続き乗
継環境を向上させるため必要に応じて交通事業者と
ダイヤ調整を行う。
・市や交通事業者の運行する公共交通について車両
の更新に合わせてバリアフリー化を進めていく必要が
ある。
・当面は現行の料金体系を継続し、利用者にとって
分かりやすく利用しやすい環境を維持する。
・ループバスの一便当たり利用者数は直近で4.5人ま
で上昇した（再編前のしばざくら号では2.2人）。

C

成果評価

A

・運行事業者とも連携しながら、公共交通に関する情報を積極的に発信するととも
に、高齢者や高校生を中心に公共交通の利用を呼びかけます。
・県や関係市町、各種団体や沿線住民と連携・協力しながら、沿線イベントの情
報提供・発信や駅周辺地域の活性化など、利用促進に向けた取組を進めます。
・免許返納割引制度の実施など、自家用車利用から公共交通利用への転換を促
進します。

・運行事業者と連携し、動画やパンフレットの全戸配
布などを通じて周知したほか、地域へ出向き、利用方
法の説明や出張登録等を行い、利用を呼びかけた。
・沿線の市町等で構成する協議会や定住自立圏等
において広域で公共交通の利用促進に向けた取組
を行うほか、各種団体や沿線住民と連携し、イベント
の実施や情報発信等の取組を行った。
・公共交通再編による、分かりやすく利用しやすい制
度への転換を通じ、自発的な自家用車利用から公共
交通利用への転換につながる取組を進めた。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による外出控
えから一転し、市民が外出する機会が増え、数値に
反映されたと考えられる。デマンド型交通の導入等に
より、これまで公共交通を利用できていなかった層に
も利用が広がっていることから、今後も数値が上向くと
考えている。
・PR動画を活用して情報発信するほか、地元や各団
体からの要望に応じて説明会等を開催し、公共交通
を必要としている方への情報発信を継続する。

A

成果評価

A



ぺージ
政策 4 水道供給と汚水処理を行う

目指す姿 安全で良質な水道水が安定して供給され、安心して水道が利用できるとともに、下水道が適正に使用されることで、快適で衛生的な生活と公共用水域の水質が守られています。

030401

基本政策・推進方策 3 安全で快適な生活基盤が整うまち
部 建設水道部 課 経営管理課

総合
計画

102

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

26

安全な水道水が安定供給され、安心して水道を利用できると感じる市
民の割合

％ →

基準値

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

A

番号 指標名 単位 方向性

27

水洗化率 ％ ↑

基準値

89.1 90 － 89.2 89.4 89.8

A90.3 93.6 91.6 92.2 92.6 93.0

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

99.60

1 下水道使用料収納率（現年度分） ％ → 99.28 現状以上 99.31 99.39 99.50 99.50

1 水道料金収納率（現年度分） ％ → 99.24 現状以上 99.31 99.24 99.60

82.2

2 給水制限日数（災害等によるものを除く。） 日 → 0 0 0 0 0 0

1 水道料金回収率 ％ → 100.1 100以上 94.3 60.5 95.9

2 12 11 9

30.8

3 排水に係る環境基準適合率 ％ → 100 100 100 100 100 100

2 水道管路耐震化率 ％ ↑ 29.1 33 30.2 30.5 30.7

73 汚水処理区数 箇所 ↓ 14

H29_上水道

R5_上水道

H29_下水道・生活排水

R5_下水道・生活排水

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

重
要
度

満足度



施策１ 持続可能な上下水道経営を行います 経営管理課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 安全な水を安定供給します 施設管理課 取組内容 課題と成果 指標

・汚水処理区の統廃合や民間活力の有効活用などにより、事業経営の効率化を
図ります。
・上下水道施設の長寿命化などにより、費用の平準化を図るストックマネジメントを
実施します。
・事業運営の基本となる水道料金・下水道使用料の収納率向上を図ります。
・兵庫県企業庁と連携し、県営水道の有効活用を図るとともに、近隣市町との広
域的な連携について検討します。

・H31 .4に13箇所であった汚水処理区を７処理
区まで計画的に統合した。
・安定的な水道供給に向けて県水受水を進め
るとともに、緊急時における給水体制、連絡管
の整備について、近隣市町等と協議・調整を
行った。
・水道料金・下水道使用料の収納率向上に向
けては、給水停止も含めた徴収強化を行った。
・高齢者単身世帯や低利用住宅の負担の軽
減・適正化に向けて、基本料金・従量料金を見
直した。

・汚水処理区の統廃合については、計画通りに進捗
しており、R7.4以降は２処理区に統合予定。統合事
業完了後の令和７年度以降、7.7千万円程度のコスト
低減が見込める。
・水道料金の収納率99.6％、下水道使用料の収率
99.5％となり、目標を達成したが、この状態を維持し、
安定した経営を確保するため、継続して料金等の徴
収強化に取り組む必要がある。
・近隣市町との連絡管の整備について、給水方式の
考え方の相違が課題で、引き続き検討が必要
・基本料金等の見直しにより、約5,100件（契約件数）
で負担の軽減が図られた。

A

成果評価

A

施策３ 汚水処理を行います 施設管理課 取組内容 課題と成果 指標

・紫外線処理や膜ろ過方式など安全性の高い浄水処理を行い、安全で良質な水
道水を供給します。
・破損事故や漏水の防止に向け、重要管路の耐震化や老朽管などの水道施設
の更新を実施します。
・災害時においては、耐震性貯水槽による給水や広域連携などにより、生活に必
要な飲料水などの確保を図ります。

・重要管路において更新工事を実施し、耐震化
を図った。
・災害等での断水事故発生時の応急給水体制
を強化するため、R2.3に加圧式給水車を導入し
た。

・水道管路耐震化率は、北播磨地域では上位
に位置している。
・R5.8に老朽管更新工事に起因して水道水の
濁りが発生し、約9,000戸に影響があった。不測
の事態は起こり得るものとして、緊急時の備えを
検討しておく必要がある。

A

成果評価

B

・下水道施設の計画的な維持管理や修繕による長寿命化を図るとともに、ライフ
サイクルコストの観点を取り入れた計画的・効率的な管路の更新・耐震化などを進
めます。
・下水道に未接続の世帯や事業所などに対して接続啓発を行い、水洗化を促進
します。

・下水施設について、定期的な点検業務を実
施するとともに、長寿命化計画に基づき黒田庄
浄化センターの改築・更新工事を行った。
・汚水処理区の統合により農業集落排水処理
区域を公共下水道区域へと接続し、廃止となる
処理場の跡地活用を行った。
・戸別訪問などにより、下水道への接続等の普
及啓発を図った。

・中継ポンプの点検により、故障発生前に対策
がとれ、事故の発生を未然に防止することがで
きた。
・汚水処理は適正に実施できており、法基準適
合率は100％を維持できた。
・R3年度末の下水道処理人口普及率は、県の
93.8％に対して、本市は92.6％となっており、概
ね平均値となっている。

A

成果評価

A



ぺージ
政策 5 生活環境を守る

目指す姿 廃棄物が適正に処理されるとともに、大気や水質など安全かつ良好な環境が守られ、清潔で衛生的なまちになっています。

030501

基本政策・推進方策 3 安全で快適な生活基盤が整うまち
部 くらし安心部 課 環境課

総合
計画

104

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

28

まちの空気や川の水がきれいだと感じる市民の割合 ％ ↑

基準値

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

A

番号 指標名 単位 方向性

基準値

75.6 80 － 79.2 79.6 80.0

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

3

2 騒音・振動・悪臭苦情処理件数 件 ↓ 11 8 9 12 9 6

1 新ごみ処理施設整備進捗率 ％ ↑ 0 100 1 2 2

43

3 葬祭場・和室等利用件数 件 ↑ 993 1,040 1,130 1,072 1,024 1,096

2 不法投棄・野焼き等の苦情処理件数 件 ↓ 38 36 34 26 34

H29_ごみ処理・資源循環

R5_ごみ処理・資源循環

H29_環境保全・衛生・自然

R5_環境保全・衛生・自然

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

重
要
度

満足度



施策１ ごみ処理施設の整備・運営を行います 環境課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 公害防止と廃棄物の適正処理を進めます 環境課 取組内容 課題と成果 指標

・ごみ処理施設を適正に管理運営するとともに、現施設の老朽化が進んでいるこ
とを踏まえ、新しいごみ処理施設の整備を多可町と共同で進めます。
・新施設の整備に当たっては、環境負荷の低減を図るとともに、新たな分別区分
の検討や収集運搬効率の向上を図り、ごみの発生抑制の取組を強化します。

・令和６年度の新ごみ処理施設稼働を目指して
着手したが、諸事情から計画期間を見直し、現
在は２年延伸した令和８年度稼働に向けて施設
整備を進めている。
・諸計画の策定や関係機関等との調整等を経
て令和４年10月に敷地造成工事に着手した。ま
た、令和５年５月には施設建設の請負業者との
契約を締結した。

・稼働目標年度は延伸したものの、物価高騰の中、
予算措置の範囲内で施設設計・建設工事を発注でき
るなど、順調に進捗している。
・エネルギーの有効活用に向け、新ごみ処理施設の
熱エネルギーを活用する農業用施設を整備予定
・施設建設工事について、スケジュール管理の徹底
など請負業者との協議調整を密に行い工事実施して
いく必要がある。
・新たな分別区分や収集運搬方法などについて、新
施設稼働に合わせて検討する必要がある。

B

成果評価

B

施策３ まちを衛生的にします 環境課 取組内容 課題と成果 指標

・大気や水質などの監視を行い、公害発生の未然防止に努めるとともに、公害に
関する苦情などについて迅速かつ適切に指導を行います。
・公害が発生した場合は、県など関係機関と連携し、速やかに情報収集・提供に
努め、発生源となる事業者等に対し適切な指導や規制を行います。
・廃棄物の不法投棄や野焼きなどの防止に向け、巡回や意識啓発などを行うとと
もに、不法行為の早期発見や早期通報に向け、地域と連携した体制づくりを検討
します。

・市役所に設置の大気汚染常時監視網による大気汚
染状況の常時監視を継続実施した。
・公共用水域及びゴルフ場周辺地域の水質測定を継
続実施した。
・環境美化パトロールを月10回実施し、不法投棄の
未然防止、早期発見、早期回収に努めた。
・不法投棄防止啓発看板等を自治会に提供するほ
か、県事業による不法投棄防止地区指定制度を活用
し、活動推進員の任命を進めた。

・大気、水質測定について、環境基準を超える対応を
要する数値は確認されなかった。
・大型ごみの不法投棄は減ったが、空き缶や吸い殻
等のポイ捨てごみが依然として市内各所で見られる。
・産廃廃棄物や家庭ごみの焼却事案は、市と地域の
連携による広報活動により減少しているが、法の例外
とされている農林業等の野焼きに対する理解が不足
しており、トラブルになってきている。

B

成果評価

A

・狂犬病予防法に基づき、飼い犬の登録や予防接種の推進を図るとともに、動物
の愛護や適正飼育に関する知識の普及とマナーの啓発を進めます。
・し尿については、適正な処理を行うとともに、下水道等の未接続世帯の接続を
促進し、環境衛生の向上を図ります。
・公営墓地と斎場については、適正な管理運営を行うとともに、ライフスタイルや市
民意識の変化を踏まえた施設のあり方について検討します。

・獣医師会と連携し、狂犬病予防集合注射を毎年市
内69箇所で実施。併せて啓発グッズ等を配布し、適
正飼養とマナー向上を呼び掛けている。
・し尿収集をサービス公社と許可業者に行わせ、北播
衛生事務組合と氷上多可衛生事務組合で適正に処
理している。
・公営墓地について、清潔な墓地環境の保持と利用
者の利便性を確保するため、公社委託による日常点
検、清掃等を行っている。
・斎場について、近年の小さなお葬式の要望に対応
し、和室も提供している。

・し尿収集は適切に実施できているが、水洗化
の進捗に伴う収集世帯の点在化により、収集効
率が低下している。
・墓地についての市民の意識が変わり、墓地利
用者の減少と墓地返還者が多くなっている。
・コロナ禍で普及した小さなお葬式ニーズに対
応できた一方で、斎場業務の従事者の確保が
困難を極めている。

S

成果評価

A



ぺージ
政策 6 魅力ある市街地をつくる

目指す姿 計画的な土地利用を進める中で、市街地のにぎわいと美しい景観が調和し、コンパクトで利便性が高いまちになっています。

030601

基本政策・推進方策 3 安全で快適な生活基盤が整うまち
部 建設水道部 課 都市計画課

総合
計画

106

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

29

市街化区域内に住んでいる市民の割合 ％ ↑

基準値

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

A

番号 指標名 単位 方向性

基準値

47.9 51 49.0 49.2 49.5 49.7

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

21.9

2
まちなかのにぎわいが高まってきていると感じる市民の割
合

％ ↑ 8.3 14.3 － 12.2 12.6 11.4

1 地籍調査進捗率 ％ ↑ 15.7 18.5 19.4 19.9 20.5

6

3 居住誘導区域内人口 千人 → 10.6 10.6 10.60 10.64 10.43 10.30

3 都市機能誘導区域内　誘導施設立地件数 件 ↑ 0 6 0 3 5

H29_都市計画・土地利用・景観

R5_都市計画・土地利用・景観

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2

重
要
度

満足度



施策１ 地域特性を生かした土地利用と景観形成を進めます 都市計画課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ まちなかににぎわいを創出します まちづくり課 取組内容 課題と成果 指標

・都市計画マスタープランに基づき、地域の実情に応じた総合的・計画的な土地
利用を進めます。
・まちなかの緑や歴史的な建築物など、本市の特徴ある景観についてその保全を
図るとともに、地域資源などを生かした魅力ある良好な都市景観づくりを進めま
す。
・県の屋外広告物条例に基づき、屋外広告物などに必要な規制を行い、良好な
景観との調和を図るとともに、屋外広告物による危害を防止します。
・既存の商業環境又は住環境と調和のとれない施設の抑制など、商業環境と住
環境の適正なバランスの確保に向け、効果的な手法を検討します。
・土地に関する筆界等を明確にし、土地取引の活性化を図るため、地籍調査を推
進します。

・市街地ゾーン（東側）へ都市機能整備や誘導を行う
とともに周辺道路の整備を行った。
・景観の魅力を発信し、地域活性化に繋げるため、播
州織工房館ほか１件を景観遺産登録に推薦した。
・屋外広告物について、北播磨４市合同で違反パト
ロール及び安全パトロールを実施した。
・商業環境と地域環境との調和を図るため、特定建築
行為手続について条例で定めた。
・国土調査事業十箇年計画に掲げる地区に加え、街
路事業・区画整理事業実施地区において積極的に
地籍調査を実施した。

・市街地ゾーン（東側）の拠点性が高まり、居住
誘導が進んでいる。
・特色ある景観が評価され、県の景観審議会に
おいて登録が認められた。
・パトロールにおける指導により、２件が改善さ
れ良好な景観形成につながった。
・条例で手続きを定めることにより、地域環境と
の調和を図る手段を確立した。
・地籍調査進捗率はR5年度末で22.6％となる
見込みであり、円滑な用地買収や土地の流動
性向上につながった。

S

成果評価

A

施策３ 生活の利便性を高めます 都市計画課 取組内容 課題と成果 指標

・新庁舎・市民交流施設の移転を契機として、まちなかの回遊性の向上や空き家
等の利活用促進を図るなど、中心市街地の魅力向上とにぎわいづくりに向けた取
組を進めます。
・歴史的な建築物など魅力ある地域資源を活用したにぎわいづくりを進めるため、
まちづくり団体への活動支援を行うとともに、市民主体のイベントなどへの支援も
行います。

・市民主体で開催する西脇区コミセンまつり、きっ
さんちフェス、播州織産地博覧会への支援を実施
した。
・旧来住家住宅やまちんなか交流館を拠点に中
心市街地活性化に取り組む西脇ＴＭＯ(西脇商工
会議所)を支援した。
・中心市街地の課題解決に取り組む様々な団体
の活動を総合的にコーディネートする中間支援事
業を実施した。
・空き家を活用し、中間支援相談窓口を設置した。

・空き家や空き地を活用した「播博」では約8,000
人を集客するなど、市民主体のイベントに多くの方
が来場し、新庁舎を含む中心市街地ににぎわいを
創出できた。また、こうした取組が評価され、播博
が「産業観光まちづくり大賞・特別賞」を受賞した。
・まちなかの空き家を活用し、パン屋のオーナーを
公募し開店に至るなどの好事例を創出したが、空
き家が多数存在する一方で、良質なものは希少で
あり、利活用は引き続き課題がある。

A

成果評価

B

・立地適正化計画の下、新庁舎・市民交流施設の移転をはじめとする中心市街
地への都市機能及び居住の誘導・集約を図り、コンパクトで持続可能なまちづくり
を進めるとともに、まちなか居住の促進と歩いて暮らせるまちづくりを推進します。
・公共空間のバリアフリー化などを推進するとともに、ユニバーサルデザインの理
念に基づいたまちづくりを進めます。

・中心市街地（まちなか）の空洞化の一つである
大型商業施設跡地に新庁舎・市民交流施設、
地域包括支援センター等を整備したほか、コ
ミュニティバス停留所の整備、デマンド交通の
導入、隣接する神姫バス営業所との連携などを
進め、利便性の向上を図った。
・新庁舎・市民交流施設や周辺歩道の整備に
当たり、バリアフリー化を推進した。

・当該エリアの拠点性が高まり、旧染色工場跡
地に商業施設の誘致に成功したほか、地域公
共交通結節点の機能が高まった。
・周辺地域において、低未利用地を活用した集
合住宅等の開発行為が進んだ。
・福祉のまちづくり条例に基づく施設整備や高
齢者等の安全かつ快適な利用に配慮した新庁
舎整備により、ひょうご県民ユニバーサル施設
の認定を受けた。

A

成果評価

A



ぺージ
政策 7 自然と調和した住環境を整える

目指す姿 豊かな自然が大切にされ、公園や緑地など自然や緑に触れ合える身近な環境が整い、誰もが住みよさと安らぎを感じられるまちになっています。

030701

基本政策・推進方策 3 安全で快適な生活基盤が整うまち
部 建設水道部 課 都市計画課

総合
計画

108

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

30

自然と調和したきれいな住環境が整っていると感じる市民の割合 ％ ↑

基準値

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

A

番号 指標名 単位 方向性

基準値

43.3 50 － 47.7 48.2 46.5

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

56.3

2 特別指定区域制度活用による住宅・事業所等新築件数 件 → 15 90 17 26 40 53

1 身近に親しめる公園や緑地があると感じる市民の割合 ％ ↑ 48.5 55 － 59.1 60.4

75.13
住んでいる地域では、クリーン作戦など環境美化活動が
行われていると感じる市民の割合

％ → 72.1 72.1 － 75.0 70.8

H29_都市計画・土地利用・景観

R5_都市計画・土地利用・景観

H29_環境保全・衛生・自然

R5_環境保全・衛生・自然

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2

重
要
度

満足度



施策１ 緑の空間を守り育てます 工務課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 豊かな農村環境を整えます 都市計画課 取組内容 課題と成果 指標

・都市公園をはじめとする各地域の公園や緑地については、身近な憩いの場や
遊びの場としてその機能が適切に発揮されるよう、都市公園の見直しを含めた計
画的な施設の整備と維持管理を行うとともに、市民との協働により、人々に親しま
れる公園・緑地づくりを進めます。
・市民や地域の主体的な緑化活動や組織づくりを支援するとともに、緑化意識の
高揚に努めます。
・公共施設のほか、事業所や店舗などの民間施設においても緑化を促進します。

・日本へそ公園等の第２駐車場を整備し、西脇
公園・童子山公園等の園路改築及び童子山公
園・野村公園の照明施設LED化、日本へそ公
園の跳躍系遊具改築を行った。
・しばざくらの植栽拡大等の緑化事業や緑化の
普及啓発などを行った。
・地域の緑化等を推進する西脇市花と緑の協
会や緑化ボランティアグループの活動を支援し
た。

・西脇市公園施設長寿命化計画に基づき、５公
園（西脇公園・童子山公園・日本へそ公園・野
村公園・城山公園）の老朽化した公園施設を改
築・更新し、安全で安心して利用できる公園環
境を整備できた。
・西脇市花と緑の協会や緑化ボランティアなどと
連携し、しばざくらの植栽拡大等の緑化事業や
緑化の普及啓発などに取り組めた。
・民間施設の緑化については、今後検討する必
要がある。

S

成果評価

A

施策３ 身近にあるきれいな環境を守ります 施設管理課 取組内容 課題と成果 指標

・県の緑条例などに基づき、自然と調和した良好な地域環境の保全に努めます。
・地域住民との協働により、地域の実情に応じた土地利用を図るため、特別指定
区域制度の活用などを図ります。
・日常生活を支える商業機能や交流機能などの地域の拠点づくりについて、地域
住民との連携・協働の下で検討を進めます。

・県の緑条例に基づき、知事協議に係る開発行
為について事業者と協定を締結する。
・産業用地確保に向けて、市街化調整区域土
地利用計画を改定した。また、地域の実情に合
わせた特別指定区域の指定を進めた。
・地域住民と連携・協働し、嶋地区において、空
家等活用促進特別区域の指定を進めた。

・県の緑条例に基づき、知事協議に係る開発行
為について４件の協定を締結した。
・特定区域を新たに131ha設定した。また、特別
指定区域３地区の県指定を受けたことで、地域
の実情に応じた土地利用を図った。
・嶋地区が空家等活用促進特別区域の県指定
を受けたことにより、空き家を商業施設などに用
途変更し、地域の活力維持を図っていくことが
可能となった。

A

成果評価

A

・河川環境については、県や地域との連携の下で美化活動を行うなど良好な環
境の保全に努めるとともに、今後のあり方について検討を進めます。
・生活道路における清掃や植栽などについては、市民との協働による効率的な維
持管理を進めます。
・地域が実施する環境美化活動を支援するとともに、身近な環境の悪化や交通の
障害等の原因となるごみのポイ捨て行為などについては、その防止に向けた意
識啓発を進めます。

・県との委託契約に基づき、市内８地区に河川
環境整備に関する業務を委託し、県管理13河
川について、草刈り、クリーン作成を実施した。
・西脇市老人クラブ連合会などの団体に委託し
て、生活道路における清掃や植栽の維持管理
を実施した。
・広報紙などを通じて、ごみのポイ捨て行為の
防止に向けた啓発を行った。

・地域と連携して、草刈り、クリーン作戦などを実施
し、良好な河川環境づくりを進めた。
・一方、高齢化などにより担い手不足が深刻化してい
る中、県と協働した大型草刈機の実験などを行った。
・地域独自で、民間企業への再委託を行うなどの新
たな取組もあった。
・道路の清掃や植栽の剪定などを地域団体と連携し
て実施することで、良好な道路環境づくりと効率的な
維持管理ができた。

S

成果評価

A



ぺージ
政策 8 快適な住まいづくりを進める

目指す姿 良好な住環境の中で多様な居住ニーズに応じた住まいが確保され、安全・安心で快適な住生活を送ることができています。

030801

基本政策・推進方策 3 安全で快適な生活基盤が整うまち
部 建設水道部 課 住宅政策課

総合
計画

110

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

31

自分の住まいは、快適で住みやすいと感じる市民の割合 ％ ↑

基準値

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

A

番号 指標名 単位 方向性

基準値

72.2 75 － 72.5 74.3 73.3

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

37.4

1 市営住宅除却戸数 戸 ↑ 6 50 4 10 16 24

1 市営住宅空室率 ％ ↓ 29.6 20 33.2 34.7 36.3

416

3 空き家活用事例数 件 ↑ 10 80 12 40 52 64

2 簡易耐震診断支援件数 件 ↑ 376 446 392 396 408

25 33 32 31

151

4 移住・定住者数 人 ↑ 30 220 55 121 162 204

3 管理不全空き家の除却数 件 ↑ 59 119 66 95 117

304 茜が丘宅地分譲残区画数 区画 ↓ 37

H29_住宅・定住環境

R5_住宅・定住環境

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2

重
要
度

満足度



施策１ 市営住宅を供給します 住宅政策課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 良質な住宅を増やします 住宅政策課 取組内容 課題と成果 指標

・市営住宅については、市営住宅長寿命化計画に基づき、適切な維持管理を進
めるとともに、適正戸数も踏まえた居住誘導区域内への再編や取壊しなどを進
め、適正なストックの確保に努めます。
・指定管理者制度の導入や民間空き住宅の市営住宅化など、国などの動向も踏
まえながら、今後の市営住宅のあり方について検討します。

・市営住宅長寿命化計画に基づいて、修繕・改
修等の適正管理を実施した。
・募集停止住宅で空き家となった市営住宅につ
いて、除却を進めた。

・募集停止住宅で空き家となった住宅の取壊し
は順次行っているが、長屋構造の住宅につい
ては、１戸でも入居者が残っていれば取壊しが
出来ず、空き家率の上昇につながっている。
・令和11年度まで市営住宅の建替えを行わな
い方針であり、居住誘導区域内への再編は出
来ていない。

B

成果評価

A

施策３ 空き家・空き地を適正に管理します 住宅政策課 取組内容 課題と成果 指標

・快適な住環境の創出に向け、法令等に基づき適正な指導を行うとともに、開発
の規制や誘導を適切に実施します。
・安全・安心な住環境確保のため、既存住宅の耐震化やバリアフリー化を促進し
ます。

・簡易耐震診断を実施し、耐震強度が不足する
住宅に対しては、改修費用等の助成を行った。
・良質な住環境の形成を目指した茜が丘地区
計画の建築物に関する基準等の遵守に向け
て、指導を行った。

・簡易耐震診断の支援件数は416戸になり順調
に推移している。なお、34件が市の支援を受け
対策を講じた。
・茜が丘地区計画の届出は令和2年４月から令
和5年12月までで17件あり景観をそろえる建築
制限により良好なまちづくりにつながっている。
・耐震改修に加えて、今後は窓を二重サッシを
採用する等高断熱住宅など、カーボンニュート
ラルに向けた取組も必要。

A

成果評価

A

施策４ 移住・定住を支援します まちづくり課 取組内容 課題と成果 指標

・空家等対策計画に基づき、空き家の実態を把握するとともに、空き家の発生予
防、危険空き家の除却等の適切な措置を講じます。
・空き家や空き地の適正な維持管理について、啓発を行います。
・状態の良い空き家については、空き家バンクへの登録の促進や改修への支援
を行うなど、利活用の促進を図ります。

・空き家調査を実施し、空き家数を把握するとと
もに、取壊しや利活用に向けた現況把握を行っ
た。
・固定資産税納税通知書の発送に合わせて、
空き家の適正管理等の啓発を行った。
・管理が不十分な空き家について、適正管理指
導や除却の促進を行った。
・活用可能な空き家については、空き家バンク
の利用等を促進した。

・空き家バンクの利用促進や、公募等による空
家活用事例の創出などにより、利活用の実績は
増加している。
・一方で、人口減少に伴う空き家の増加は今後
の見込まれることから、利活用の促進とともに、
老朽化が進んだ空き家については、適正管理
又は除却に向けて指導を行う必要がある。

A

成果評価

A

・本市での暮らしに関する各種の情報を積極的に発信するとともに、本市への移
住希望者のニーズに対応する相談体制の充実を図ります。
・本市への定住を促進するため、茜が丘宅地分譲を推進するとともに、分譲地に
ついては、市況なども勘案しながら適正価格について検討します。
・新婚世帯や子育て世代など、若い世代を中心とした移住・定住の促進に向け、
各種の支援策について検討を進めます。

・移住コーディネーターを配置し、本市への移住を希
望する方に対し総合的な支援を行う相談窓口の体制
を整えた。
・移住・定住特設サイトにおいて移住者の声や暮らし
に関する各種情報を提供するとともに、空き家バンク
など情報の充実を図り、総合的な情報提供を進め
た。
・新婚世帯に対し住居費の一部を助成する制度を創
設し、移住・定住を促進した。
・茜が丘宅地分譲については、不動産業者と連携し
た販売促進を実施した。

・本市への移住・定住を希望する方のニーズを総合
的に支援するため、各分野の連携が今以上に必要。
・移住・定住特設サイトの情報について、タイムリーに
更新し、移住を希望する方に対し分かりやすく魅力の
ある情報提供を進めることが必要。
・新婚世帯への住居費支援については、件数は少な
いものの、約半数が転入者となっており、一定の成果
が上がっている。
・茜が丘の宅地分譲については、茜が丘複合施設の
整備後、少ないながらも安定的に分譲が進んでい
る。

A

成果評価

A



58

20.0 62.5 100.04 生産性が向上したと回答した支援事業者の割合 ％ ↑ 11.1 20 20.0

4 先端設備等導入計画認定数 件 ↑ 15 30 29

3
市内のお店で商品などを購入するように心掛けている市民の割
合

％ ↑ 57.8 62.2 － 69.3 66.2

市内小売業店舗数 店 ↑ 351 378 － － － 330

40 47

1,911

2 信用保証料補給件数 件 → 18 18 17 39 6 11

2 中小企業相談件数（市・商工会議所） 件 ↑ 565 570 1,395 1,585 1,577

67.9

3

678.3

1 展示会・商談会等への出展支援件数 件 ↑ 13 30 16 23 32 41

1 播州織１㎡当たり生産金額 円/㎡ ↑ 654.6 676 665.8 671.2 675.4

2,775 2,940 － － － 2,279

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

A

番号 指標名 単位 方向性

33

従業者数１人当たりの商業年間販売額 万円 ↑

基準値

2,490 2,970 2,602 2,692 2,834 2,653

C

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

32

従業者数１人当たりの工業製品年間出荷額 万円 ↑

基準値

ぺージ
政策 1 地域に根ざした商工業を振興する

目指す姿 関係団体や行政などによる商工業を支える環境が整い、地域に根ざした事業者によって活発な経済活動が行われています。

040101

基本政策・推進方策 4 地域特性を生かした産業とにぎわいがあふれるまち
部 産業活力再生部 課 商工観光課

総合
計画

114

H29_商業・工業

R5_商業・工業

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

2.4 2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1

重
要
度
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・先端設備等導入促進基本計画に基づき、生産性の高い設備投資に対する固定
資産税の軽減措置等による支援を通じて、事業者の設備更新を促進します。
・取引の効率化や業務の可視化など、生産性の向上につながる支援を行うととも
に、相談・支援体制を充実し、競争力の強化と利益率の向上を図ります。

・先端設備等導入計画の認定による設備更新の促進
し、市内事業者の生産性向上を図った。
・生産性向上や業務の効率化に向け、市内事業者が
行う設備導入等を支援した。合わせて、事業効果の
向上などを目指して、金融機関の伴走型支援や社会
課題の解決につながる取組に対して、加算して支援
した。
・ウィズコロナ下での事業展開を支援するため、ECサ
イトの構築や業務のデジタル化等の取組を支援し
た。

・R1～4年度の先端設備導入計画認定数は47件とな
り、投資累計額は約17億円となった。事業者アンケー
トでは、設備投資の意欲向上につながっており、生産
性向上と中期的には税収増加につながった。
・ものづくり・あきない経営革新支援事業（ものづくりス
テップアップ支援事業）の実績（R1～R４）は次のとお
りで、事業者アンケートでは生産性向上が概ね確認
できた。
・新商品等の開発導入支援：９件
・新設備・新生産方式への支援：17件
・販路開拓・拡大への支援：28件

S

成果評価

A

施策４ 商工業の生産性向上を図ります 商工観光課 取組内容 課題と成果 指標

・関係機関と連携し、空き店舗対策に取り組むとともに、イベント開催など消費者
の利便性の向上と購買意欲を促進する取組を支援します。
・多様な消費者ニーズに対応するため、魅力ある商店づくりと情報発信を支援し
ます。
・買物弱者への対応や観光振興との連携など新たな顧客を獲得する取組を支援
します。

・西脇市商業連合会に対し、にぎわいある商店
街や魅力ある商店づくりの取組を支援した。
・「にしわき産業フェスタ」や、「播州織産地博覧
会」等の産業関連イベントを支援した。
・新庁舎周辺のにぎわい創出のため、商業施設
の誘致活動を行った。
・コロナ禍で落ち込む市内消費の喚起と地域商
業の活性化に向け、商店街支援やプレミアム商
品券の発行、飲食店支援等を実施した。

・R5年度の実施したにしわき産業フェスタで約8,500
人、播州織産地博覧会で約8,000人の集客があっ
た。播博は産業観光イベントとして表彰された。
・R3年度に、「ハローズ」を核とする商業施設を誘致し
た。人口当たりの小売業売場面積・年間商品販売額
はともに近隣でトップクラスとなった。
・R3年度のキャッシュレス決済普及・消費促進事業で
は約３億円、R4年度の商店街ポイントシール発行支
援事業では約1.7億円、市民買い物応援券発行事業
では約４億円の消費効果があった。

B

成果評価

A

施策３ 商業のにぎわいをつくります 商工観光課 取組内容 課題と成果 指標

・関係機関と連携し、事業者が抱える多様な経営課題に対応できる相談・支援体
制を充実するとともに、融資や助成などの金融支援に加えて、課題解決に向けた
伴走型の支援を行います。
・新製品開発などの新たな事業展開に向けた学習機会の提供や支援機関との連
携を促進します。

・中小企業・小規模企業振興条例に基づき、中小企
業・小規模企業の振興に関する施策を推進した。
・R3年度から事業者支援実績に応じた成果連動によ
る加算を含め、商工会議所の運営を支援した。
・経営革新等支援アドバイザーを通じて、事業者への
経営相談事業を実施した。
・市内中小企業の円滑な資金調達を実現するため、
金融機関へ預託し実施する低利の融資や信用保証
料の補給を実施した。
・国の地方創生臨時交付金を活用し、事業継続に向
けて各種支援を実施した。

・中小企業相談件数は順調に推移しており、またR4
年度の商工会議所による補助金申請支援は33件、
新規事業支援は36件と事業者への具体的な支援に
もつながった。
・コロナ禍の厳しい事業環境への対応や、事業継続
を支援するため、中小事業者等を対象に、休業要請
事業者経営継続支援事業、事業継続応援事業、信
用保証料補給事業、雇用人材支援事業、原油価格
等高騰対策事業など、R2～R4年度で総額1.6億円あ
まりの支援を行った。結果として、事業所閉鎖などの
影響は限定的にとどまっている。

B

成果評価

A

施策２ 中小企業の経営を支援します 商工観光課 取組内容 課題と成果 指標

・北播磨地場産業開発機構を通じて、新商品開発や販路開拓、地域ブランドの
普及促進を図ります。
・独自の技術やノウハウを生かした高付加価値化やブランド化を進めるとともに、
産地を担う人材を確保・育成することにより、播州織産地の維持と持続的な発展を
図ります。
・多品種小ロットなどの市場ニーズに対応できる播州織の生産体制づくりを支援し
ます。
・播州織や播州釣針の高い製造技術、伝統的工芸品である播州毛鉤の製造技
法など、地場産業の技術や技能の伝承に努めます。

・（公財）北播磨地場産業開発機構の運営を補助し、
地場産業（播州織・播州釣針）の振興を図った。
・「西脇ファッション都市構想推進事業」を通じて、デ
ザイナーの育成や最終製品創出に向けた事業を実
施した。
・最終製品化と販路拡大に向け、 BEAMSJAPANと連
携したプロモーション事業を通じた市内事業者の新
商品開発とテスト販売を支援し、地場産業の振興を
図った。

・国の交付金を活用し、全国から若手デザイナーを延
べ24名誘致・育成した。最終製品や独自ブランドを持
つ事業者は14社程度まで増加した。
・縫製工場を誘致したことで、染・織から縫製までの工
程を産地で一貫して取り組める体制が構築できた。
・最終製品の販売価格や、播州織の単位当たり生産
金額は増加傾向にあるが、生地の販売はコロナ禍の
需要減もあり、大きく減少した。
・事業者の高齢化による、織布工場を中心とした小規
模事業者の廃業が続いており、第三者承継も含めた
事業承継に関する支援制度の確立・運用が必要

A

成果評価

A

施策１ 地場産業の競争力を強化します 商工観光課 取組内容 課題と成果 指標



39.1

4 森林パトロール延べ回数 回 → 12 12 12 12 12 12

4 森林整備（除間伐・造林等）面積 ㏊ → 58 現状以上 37.2 40.2 47.1

9,364

3 耐震基準を満たすため池箇所数 箇所 ↑ 7 13 7 7 7 7

3 鳥獣による農作物被害額 千円 ↓ 13,830 9,900 11,817 11,151 10,635

28.36

2
農地集積面積（所有、借入、農作業受託により利用している農
地の面積）

㏊ → 247 247 278 350 358 387

2
農地の流動化率（全農地のうち、利用権設定などで借入契約さ
れた農地の割合）

％ → 17.78 18 - 16.10 15.40

43

1 集落営農組織・農業法人数 経営体 → 33 33 33 35 37 37

1 認定農業者及び認定新規就農者数 人 ↑ 32 35 36 39 43

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

B

番号 指標名 単位 方向性

基準値

690 690 703 705 704 686

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

34

水稲作付面積 ㏊ →

基準値

ぺージ
政策 2 農林業の基盤を強化する

目指す姿 多様な担い手によって地域農業が持続的に営まれるとともに、良好な森林が保全され、豊かな農村環境が守られています。

040201

基本政策・推進方策 4 地域特性を生かした産業とにぎわいがあふれるまち
部 産業活力再生部 課 農林振興課

総合
計画
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・森林組合、県等の関係機関や民間企業と連携して間伐などを実施し、水資源の
涵養や土砂流出の防止、地球温暖化の防止など様々な公益的機能が発揮され
る森林づくりを進めます。
・森林環境譲与税を活用し、森林の荒廃防止と適正な保全に努めます。

・森林の公益的機能の向上に向け、公益的機
能が低下している人工林において、間伐等の
森林整備を行った。
・事業者・県・森林組合等と連携し、西日本最大
級となる「天然水の森・西脇門柳山」おける水源
涵養の取組を推進した。
・森林環境譲与税を活用し、除間伐の実施、林
道の整備、木材と親しむ機会づくりなどに取り
組んだ。

・手入れ不足の人工林整備として、小苗地区の
20.5haを最優先箇所として、譲与税で約3ha分の森林
整備（除間伐・造林等）を実施した。整備が必要な箇
所は、市内に全域で見られるが、県の事業や造林事
業、住民参画事業等を併用し、地区の要望に応じて
整備範囲を広げている。
・森林環境譲与税を活用した事業は、R1年度は
4,186千円の基金積立てのみであったが、R5年度は
16,000千円の予算を各事業振り分けている。財源が
確保されたことで、事業を安定的に実施できた。

B

成果評価

B

施策４ 森林を保全・管理します 農林振興課 取組内容 課題と成果 指標

・農産物の安定供給と防災・減災に向け、生産基盤である農道、用排水路、井せ
き、ため池などの整備を行うとともに、適切な維持管理と長寿命化を推進します。
・農地の多面的機能を維持するため、地域による農地の保全管理の取組を支援
します。
・有害鳥獣による農作物の被害を防ぐため、計画的な捕獲や侵入防護柵の設置
を進めます。

・施設の維持管理の軽減及び長寿命化に向け
て、土地改良施設の適正な整備補修を行っ
た。
・多面的機能支払交付金を交付し、草刈りや水
路・農道の管理など、地域の共同活動を支援し
た。
・猟友会の捕獲班の協力のもと、効果的な捕獲
と捕獲資材の提供と防護柵の設置を進めた。ま
た、猟友会の人材確保の支援を行った。

・耐震基準を満たすため池箇所数を増やすこと
はできなかったものの、定期点検を順次実施し
ており、必要な保全・改修を実施した。
・有害鳥獣捕獲頭数（シカ）は665頭（R1～R4）
となり、鳥獣による農作物被害額は低減してい
るが、営農意欲の維持のため、引き続き柵設
置、駆除等の防止策に取り組む必要がある。

A

成果評価

B

施策３ 農業の生産基盤を整えます 農林振興課 取組内容 課題と成果 指標

・農業委員や農地利用最適化推進委員との連携や、農地中間管理機構との連携
などにより、耕作放棄地の発生防止・解消に努めます。
・人・農地プランを推進し、担い手農家への農地の集積・集約化を進めます。

・農地の有効利用の継続や農業経営の効率化
を進める担い手への農地の集積・集約を図っ
た。
・人・農地プランの策定を推進し、中心経営体
の農業経営の発展・改善を図った。また、地域
の話合いにより将来の農地利用の姿を示す地
域計画の策定を進めた。

・農地の流動化率は28.36％、農地集積面積は
387haになり、目標値以上に推進できた。一方
で、条件の悪い農地の集約化が困難となって
いる。
・農業従事者の高齢化により、将来的な耕作放
棄などが想定されるため、地域計画を速やかに
策定し、農地中間管理事業を活用した担い手
農家への農地の更なる集約が必要

S

成果評価

A

施策１ 農業の担い手を育成します 農林振興課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 農地利用の集積・集約化を進めます 農林振興課 取組内容 課題と成果 指標

・農業大学校などと連携し、就農希望者へ適切な就農情報を提供するとともに、
市内農家での農業研修の受入れなどを支援します。
・認定農業者や新規就農者など、担い手の確保・育成を図るとともに、地域で取り
組む集落営農の法人化などを支援します。
・酒造業者や農業生産者と連携し、国内外からの研修生を受け入れ、農業・醸造
に携わる人材の育成を図ります。

・将来就農を希望する者、農業に興味のある若
者に対して、インターンシップ支援事業として農
業体験を実施し、農業の担い手確保を図った。
・施設園芸（イチゴ）での新規就農希望者の技
術取得と就農を支援し、市内イチゴ生産者数の
増加を図った。
・市内酒造業者と連携し、研修生を受け入れ山
田錦の栽培体験と日本酒の醸造体験を通じ、
人材の育成を図った。

・インターンシップ受入数は36件（R１～R4）、醸造体
験は18件（R2～R４）となり、就農の検討機会の提供
につながった。一方、インターンシップ等から市内へ
の就農につながったケースは２件あった。
・スイーツファクトリー支援事業により、イチゴの生産
者を８件まで増やすことができた。
・認定農業者及び認定新規就農者数は、目標値以
上に増やすことができたが、全体としては、依然として
農業従事者の高齢化が進行しており、引き続き人材
育成等が必要

S

成果評価

A



240

4 地元の農畜産物を購入するように心掛けている市民の割合 ％ ↑ 55.1 60 － 56.3 52.9 56.3

4 直売所販売額 百万円 ↑ 182 200 219 273 256

46

3 農業イベント参加者数 人 ↑ 30,000 43,000 23,000 200 1,500 21,000

3 市内イチゴ生産量 ｔ ↑ 34 48 32 46 46

1,334

2 堆肥生産量 ｔ → 1,646 1,646 1,968 1,803 1,846 1,782

2 黒田庄和牛生産頭数 頭 → 1,319 1319 1,328 1,346 1,358

82

1 市内産山田錦の産地表示を行う酒蔵数 件 ↑ 3 5 5 5 5 5

1 山田錦　特等以上割合 ％ → 90 90 86 87 77

3,927 3,927 3,638 3,065 3,269 3,544

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

C

番号 指標名 単位 方向性

36

黒田庄和牛出荷単価（１kg当たり） 円 →

基準値

576 576 600 580 517 539

C

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

35

山田錦出荷額 百万円 →

基準値

ぺージ
政策 3 魅力ある農畜産物を生産する

目指す姿 有機の里づくりから始まる自然にやさしい農業の推進により、消費者にとって魅力ある農畜産物が生産されています。

040301

基本政策・推進方策 4 地域特性を生かした産業とにぎわいがあふれるまち
部 産業活力再生部 課 農林振興課

総合
計画
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度

満足度



・北はりま農産物直売所を核とした多様な流通による地産地消を推進します。
・計画的作付けなどにより農産物の安定的な供給体制を確立し、給食センターな
どへの食材供給を通じた市内産農産物の市内消費を拡大します。
・生産者と食品製造業者などが連携する農商工連携や、生産者や加工グループ
などによる６次産業化に向けた取組を促進します。

・北はりま農産物直売所の適正な管理運営と出荷者
協議会の円滑な運営、支援を行った。
・新鮮で安全、安心な農産物の供給と、地域農業の
活性化農業振興を推進した。
・市内産の特産農産物の加工品の開発、直売所等で
の販売、魅力の発信を行った。
・学校給食で黒田庄和牛や金ゴマなどを活用した特
別メニューを提供した。
・イチゴの六次産業化を進めるとともに、大学・事業者
と連携し、フードロス削減も見据えた商品開発を支援
した。

・北はりま農産物直売所は、コロナ禍における
巣ごもり需要により、過去最高の売り上げを記
録し、その後も堅調に推移している。自立性が
高まり、指定管理料が不要な水準に達した。
・農福連携は、金ゴマに加えて黒大豆などに展
開、６次産業化にもつながっており、自立性が
高まった。
・学校給食における地産地消の推進に向けて、
食材の安定供給などが課題となっている。

A

成果評価

A

施策４ 農産物の地産地消を進めます 農林振興課 取組内容 課題と成果 指標

・イチゴの高設栽培農家を育成し、産地化を目指すとともに、生産者による観光農
園の推進や自ら加工販売する６次産業化の取組を支援します。
・金ゴマ、黒大豆など、市場ニーズに応じた特色ある農産物の生産を促進するとと
もに、農福連携の活用など多様な生産手法の導入を支援します。
・牛ふん堆肥と稲わらの交換による地域内資源循環システムを推進し、自然にや
さしい農業を促進します。

・イチゴ栽培農家を育成するとともに、市内直売
所での販売、加工品の開発、飲食店との連携
などにより。魅力ある地域産品の拡大を図った。
・障害者就業訓練の一環として金ゴマ生産の農
作業を依頼するなど、農業と福祉の連携を進
め、耕作放棄地の解消と担い手育成を図った。
・化学肥料や農薬の使用低減を図り、市内で生
産される牛ふん堆肥を使用した有機土壌化を
図った。

・市内イチゴの生産量はR4年度に46トンまで増
加した。観光農園、直売所での販売などに加え
て、都市部などでも一部流通しており、安定的
な経営につながっている。
・物価高騰などを背景に、肥料価格の高騰など
が社会課題となる中、地域資源を活用したたい
肥を安定的に生産・供給できた。

B

成果評価

A

施策３ 特色ある農産物の生産を進めます 農林振興課 取組内容 課題と成果 指標

・インバウンド需要なども踏まえ、安定供給と神戸ビーフ率の向上に向けた取組に
ついて、農協や県などと連携して支援します。
・共励会などへの参画や飲食店等と連携したご当地グルメの提供などにより、黒
田庄和牛の知名度の向上を図ります。

・黒田庄和牛の更なる品質向上とブランド化を
進めるため、共励会・共進会への支援を行っ
た。
・西脇ローストビーフの発信に加えて、黒田庄
和牛ハンバーグを新たに開発し、黒田庄和牛
の知名度向上とふるさと納税を通じた地域経済
の活性化を図った。

・コロナ禍による外食需要の減少に伴って、神
戸ビーフの流通量・価格が低迷し、出荷単価の
低下につながった。
・神戸ビーフの認定率は90％程度と、県内でも
有数の産地となっており、高い肥育技術を確立
している。
・観光客の増加、品質の優れた食材の需要増
加に向けて、肥育頭数・品質の確保等に引き続
き取り組む必要がある。

S

成果評価

A

施策１ 山田錦の産地振興を進めます 農林振興課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 黒田庄和牛のブランド力向上を進めます 農林振興課 取組内容 課題と成果 指標

・蔵元などへの情報発信や産地表示の推進、日本酒の消費拡大に向けた取組な
どを通じて、西脇産山田錦のブランド力の向上を図ります。
・市内に誘致する酒蔵が市内で原材料の生産調達から加工までを担うことにより、
産地の知名度の向上と生産量の拡大を図ります。

・「日本のへそ西脇地域食材でおもてなし条例」
を改正し、市内産山田錦の魅力発信を行った。
・日本酒をテーマとしたイベントを開催し、市内
外での普及啓発、知名度向上を図った。
・有名酒造メーカーを黒田庄町に誘致した。
・市内酒造業者と連携し、研修生を受け入れ山
田錦の栽培体験と日本酒の醸造体験を通じ、
市内産山田錦の普及啓発を図った。

・コロナ禍の外出自粛等により日本酒の需要が減退
し、生産量などは低下した。山田錦からうるち米への
転換した生産農家にに対して支援を実施した。
・市内への酒造会社誘致により、産地のブランド力が
強化された。また、ふるさと納税などでの寄与も大き
い。
・酒造会社自ら山田錦生産を手掛けることで、耕作放
棄の抑制、安定的な生産につながっている。

B

成果評価

A



69,720

4 各種メディアでの紹介数 件 ↑ － 72 22 40 60 78

4 観光（物産）協会SNSへの年間アクセス数 件 ↑ 79,773 83,800 75,221 88,549 65,563

637

3 広域連携観光交流事業実施件数 件 ↑ 7 42 6 12 19 25

3 北播磨広域定住自立圏における観光入込客数 万人 ↑ 648 710 663 595 617

47.0

2
地域資源を生かした取組が進み、観光交流が活発になってきて
いると感じる市民の割合

％ ↑ 33.3 40 － 30.1 34.1 34.9

2 市外の人に紹介したい地域資源があると考える市民の割合 ％ ↑ 43.1 46.5 － 46.7 47.8

37.9

1 道の駅・北はりまエコミュージアム来館者数 千人 ↑ 424 433 431 408 381 377

1
市民が参加する交流イベントは楽しく、充実していると感じる市
民の割合

％ ↑ 48.3 53.3 － 37.1 28.8

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

C

番号 指標名 単位 方向性

基準値

1,230 1,370 1,266 880 901 1,084

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

37

年間観光入込客数 千人 ↑

基準値

ぺージ
政策 4 観光・交流を振興する

目指す姿 市外から多くの来訪者が訪れ、消費活動と市民交流が促進されることで、活気とにぎわいが創出されています。

040401

基本政策・推進方策 4 地域特性を生かした産業とにぎわいがあふれるまち
部 産業活力再生部 課 商工観光課

総合
計画

120

H29_観光・交流

R5_観光・交流

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2

重
要
度

満足度



・ホームページやSNS、マスメディアなどの様々な媒体を効果的に活用し、誘客に
つながる鮮度の高い観光情報を発信します。
・効果的な誘客を図るため、本市への旅行が多く見込まれるターゲットエリアを選
定し、旅行者に届くプロモーション活動を展開します。

・観光物産協会において、訴求力のあるパンフ
レット等を作成・発行・配布したほか、観光物産
協会サイトでのブログやSNSを活用した情報発
信を行った。
・観光雑誌や地域情報誌へ積極的に記事掲載
を働きかけるとともに、メディアの取材などに協
力することでメディアへの露出を拡大した。
・戦略的な観光関連情報の発信、コンテンツ造
成に向けて、観光需要調査を実施した。

・フェイスブックのフォロワー数は1,162人、R4.8
開設のインスタグラムのフォロワー数281人と
なった。こまめな情報発信でフォロワー数増加
を目指す。
・メディアでの露出数は早期に達成できたた
め、今後も注力していく。
・近畿・関西を中心にプロモーションを行ってい
るが、より効果的に誘客が見込めるエリアやコン
テンツの選定が必要。

B

成果評価

A

施策４ 戦略的な観光情報の発信を行います 商工観光課 取組内容 課題と成果 指標

・定住自立圏や北播磨広域観光協議会などの関係団体と連携し、情報発信や誘
客活動を行います。
・外国人観光客に対する情報の発信・提供や受入体制の整備を推進し、インバウ
ンド市場の新規開拓に向け、調査研究を進めます。
・友好都市富良野市や全国へそのまち協議会加盟市町村と市民交流や経済交
流を進めます。
・国際親善交流協会とも連携しながら、レントン市をはじめとした諸外国との国際
交流を推進します。

・北播磨広域定住自立圏等において、サイクル
ツーリズムや紅葉めぐりなど、広域的な観光・周
遊イベント等を検討し、開催した。
・外国人観光客の誘客に向けて、道の駅に多
言語対応のタブレットやパンフレットを配置した
ほか、大阪・関西万博会場への出展を企画・検
討した。
・富良野市と友好都市締結45周年を記念した
交流事業を実施した。

・市内で完結できる観光・周遊ルートは限られて
いるため、近隣市町と連携し、強みである地域
産業やグルメなどを生かした、広域的な観光コ
ンテンツを造成していく必要がある。
・インバウンド需要の回復、大阪・関西万博を見
据えて、外国人に訴求できるコンテンツの造成
や情報発信を検討していく必要がある。

B

成果評価

A

施策３ 広域的・国際的な観光交流を進めます 商工観光課 取組内容 課題と成果 指標

・既存の観光施設の機能向上を図るとともに、観光資源の誘導・案内サインや情
報ネットワーク環境の整備、市内移動手段の充実などを進めます。
・多様な主体が連携・協働する体制の構築を進めるとともに、観光交流活動のマ
ネジメントを担う推進母体の形成を検討します。

・観光情報の発信に加えて、地域産品等の販売を強
化するため、観光協会から観光物産協会に移行し
た。
・観光物産協会において、観光施設や公共施設に市
内案内看板を設置した。
・新庁舎で特産品販売コーナーとして播州織商品等
を販売した。
・道の駅にデジタルサイネージ等を設置し、発信力を
強化したほか、日本のへそ日時計の丘公園では、コ
ロナ禍のアウトドアニーズの高まりを受けて、キャンプ
サイトの充実等を行った。

・令和元年から現在までに、施設案内看板５
基、外国語併記の市内観光案内看板を９基設
置した。今後も未設置エリアへの設置を進め
る。
・デジタルを活用した周遊促進の仕組み、自転
車など手軽な交通手段を活用した２次交通を検
討する必要がある。

A

成果評価

B

施策１ 地域資源を生かした観光交流を進めます 商工観光課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 観光交流の基盤を整えます 商工観光課 取組内容 課題と成果 指標

・観光交流推進ビジョンに基づき、観光協会をはじめとした関係機関や民間旅行
業者と連携し、食資源や産業資源などの多様な地域資源を生かした観光ルート
の設定や誘客活動に取り組みます。
・地域資源を活用して都市と農村の交流を推進する北はりま田園空間博物館など
の活動を支援します。
・へその西脇・織物まつりなど、市民が主体となる観光交流イベントの開催を支援
します。

・西脇市観光物産協会へ補助し、観光パンフレット作
成やイベント開催（年２回のハイキング、近隣短距離
ツアーなど）を行った。
・西脇市観光交流活動創出支援事業として市外から
の団体旅行や個人旅行（ゴルフ宿泊）を支援した。
・市内最大の夏のイベントを「日本のへそ西脇夏祭り」
に名称変更し、日本へそ公園で開催した。
・新しい産業観光イベントである播州織産地博覧会
やオープンファクトリーの開催を支援した。
・コロナ禍で中止・延期が続いた地域イベントの復活
開催等を支援した。

・コロナ禍での外出制限などにより、順調に推移して
いた観光入込客数は大幅に減少した。
・低迷が続く観光需要の掘り起しに向けて実施した観
光交流活動創出支援事業では、一定の利用があり、
経済活動の促進にもつながった。
・地域イベント再開支援事業では新規イベント７者を
含めて18者が活用し、地域のにぎわい創出に寄与し
た。
・日本のへそ西脇夏祭りは大きな集客があったが、警
備体制の強化や混雑緩和の対策が必要である。

C

成果評価

A



28

3 地域経済牽引事業計画承認件数 件 ↑ 1 6 5 5 7 8

2 起業・創業セミナー等参加者数 人 ↑ 31 35 28 25 35

14

2 創業支援者数 件 ↑ 4 30 7 13 18 23

1 誘致活動・支援により立地（新設・増設）した企業の件数 件 ↑ 2 12 8 9 11

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

S

番号 指標名 単位 方向性

基準値

4.1 4.1 － 2.7 － 8.2

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

38

開業率 ％ →

基準値

ぺージ
政策 5 新たな産業を創出する

目指す姿 地域の特性を生かした新たな産業の創出や企業誘致などが進み、地域経済の活力が維持・向上しています。

040501

基本政策・推進方策 4 地域特性を生かした産業とにぎわいがあふれるまち
部 産業活力再生部 課 商工観光課

総合
計画

122

H29_産業創出・勤労者福祉

R5_産業創出・勤労者福祉

H29_商業・工業
R5_商業・工業

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

2.4 2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1

重
要
度

満足度



・産官学金連携などを通じて、本市の産業集積や食資源、自然環境などの特色
ある地域資源を活用した内発型産業の育成を支援します。
・立地優遇措置等の支援を行い、地域未来投資促進法に基づく基本計画に定め
た地域経済牽引事業の創出を図ります。
・医療や介護など需要が高まっている個人向けサービス産業や、事業性を確保し
ながら社会的課題の解決に取り組むソーシャルビジネスなどの創出・育成支援を
行います。

・産業立地促進賃料補助事業補助金により、市
内でのIT事業所の開設を支援した。
・新規事業や新商品開発に向け、市内事業者
間で異業種交流セミナーを実施した。（R４～）
・ものづくりステップアップ支援事業において、
社会課題の解決につながるビジネスに対する
助成加算措置（SＤＧｓ加算）を設けた。

・本市の自然環境を生かして６次産業化に取り組む
酒造メーカーを誘致し、施設整備に対して助成した。
・染・織から縫製までの工程を産地で一貫して取り組
める体制の構築に向けて、縫製工場を誘致し、施設
整備に対して助成した。
・その他、社会潮流や地域資源などを踏まえた支援
を行った取組は次のとおり。
○ヘルスケア分野に係る企業の誘致・支援：1件
○IT事業所進出支援件数：4件
○地域経済牽引事業に対する支援件数：７件

S

成果評価

S

施策３ 地域特性を生かした産業を育成します 商工観光課 取組内容 課題と成果 指標

・創業支援事業計画に基づき、関係機関と連携し、創業希望者、創業準備者、創
業者に対してそれぞれの段階に応じた伴走型支援を行います。
・コワーキングスペースやインキュベーション施設の運営を通じた事業化支援を行
います。
・起業・創業に関する相談・支援体制を充実するとともに、必要な情報提供や普
及啓発を行います。
・起業を希望する女性に対して起業支援セミナーなどを実施し、その実現をサ
ポートするとともに、女性起業者の掘り起こしを目的としたセミナーなどを関係機関
と連携して開催します。

・西脇市起業・第二創業支援事業補助金により、起
業・第二創業希望者への立ち上げを支援した。
・西脇商工会議所、男女共同参画センターと連携し
て「創業塾」や「起業カフェ」等の創業セミナーを毎年
実施した。
・３市１町の広域定住自立圏連携型による創業セミ
ナーを毎年実施した。
・商工会議所が設置するコワーキングスペース
「CONCENT」の運営を支援した。

・創業支援を行った23人のうち、13人には西脇市起
業・第二創業支援事業補助金を交付し、起業に向け
た支援を行った。
・創業セミナーには累計116人の起業・創業希望者が
参加し、このうち９人が市内で起業した。
・創業セミナー受講者のうち実際に起業を行った者の
割合は約８％程度であることから、関係機関と連携し
た起業希望者への継続的な伴走型の支援が必要
・コワーキングスペースでは、クリエイターなどによる
創作活動が行われ、また研修・交流スペースとしても
活用した。

B

成果評価

A

指標

施策２ 起業・創業を支援します 商工観光課 取組内容 課題と成果 指標

・地区計画や特別指定区域制度を活用し、遊休地などへの企業立地を推進する
とともに、立地希望企業の動向を踏まえた効果的な立地助成制度の整備に努め
ます。
・新規立地とともに、既存事業所の留置に対する相談体制の充実と優遇措置の
検討を進めます。
・国内の産業用地の需要が高まっていることから、新たな産業用地の確保に向け
た調査研究を行います。

・地区計画や特別指定区域制度を活用し、遊休地な
どへの企業誘致を推進した。
・西脇市産業立地促進措置条例に基づき、進出企業
や拡張企業への奨励措置を実施した。（R4に条例改
正を実施し、奨励措置内容を拡充）
・新たな産業用地の確保に向けた候補地の調査事業
の実施とこれを推進するために、関係する法規制関
連の調整を実施した。
・産業用地整備調査の実施と高松地区の産業用地
開発事業の促進（各種規制法令調整）を行った。

・市街化区域にまとまった規模の産業適地がな
く、市街化区域外の土地利用を検討するが、自
然環境、農林生産環境保全等の規制がある。
・企業誘致等の成果については、次のとおり
○地区計画に基づき誘致した企業：２件
○特別指定区域制度を活用して誘致した企
業：１件
○奨励措置実施件数：11件

S

成果評価

S

施策１ 企業誘致を推進します 土地利用推進室 取組内容 課題と成果



73.5

4 サービスセンター加入者数 人 → 407 407 394 384 367 358

4 仕事と自分の生活の両立ができている市民の割合 ％ ↑ 74.4 77.4 － 76.5 78.5

69.8

3 女性に対する就労支援件数 件 ↑ 70 80 74 61 82 38

3 市内従業者数÷市内生産年齢人口（女性） ％ ↑ 64.7 67.0 － － -

667

2 65歳以上就業率 ％ ↑ 24.8 27.3 － － 27.4 27.4

2 シルバー人材センター登録者数 人 → 894 894 830 753 737

328

1 合同就職説明会参加者数 人 ↑ 44 90 64 43 29 24

1 北はりま職業訓練センター職業訓練等受講者数 人 ↑ 435 450 433 279 321

66.0 66 － － 71.0 71.0

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

A

番号 指標名 単位 方向性

40

市内従業者数÷市内生産年齢人口 ％ →

基準値

22.8 28.8 － 25.5 26.8 24.0

S

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

39

働く場は充実していると感じる市民の割合 ％ ↑

基準値

ぺージ
政策 6 就業環境を整える

目指す姿 多様な就労の機会が提供され、働きたい人が安心・安定して働けるとともに、地域産業に必要な人材が確保されています。

040601

基本政策・推進方策 4 地域特性を生かした産業とにぎわいがあふれるまち
部 産業活力再生部 課 商工観光課

総合
計画

124

H29_産業創出・勤労者福祉

R5_産業創出・勤労者福祉

H29_商業・工業
R5_商業・工業

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

2.4 2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1

重
要
度

満足度



・労働者が安心していきいきと働き続けることができる環境づくりに向け、労働者団
体や関係機関と連携し、ワーク・ライフ・バランスなどを推進します。
・中小企業者の福利厚生の充実に向け、勤労者サービスセンターの運営を支援
するとともに、各種共済制度への加入促進を図ります。

・西脇市勤労者福祉サービスセンターに対して補助
を行い、中小企業者の福利厚生の充実を図った。
・西脇市労働者福祉協議会が実施する事業経費の
一部に助成し、市内在住・在勤の勤労者福祉の向上
に寄与する事業を支援した。
・勤労者の住宅資金融資を支援するため、近畿労働
金庫への預託金を通じて、低利融資を実施した。
・女性が働き続けられる職場環境づくりの促進に向け
て、市内事業者等を対象に、育休休業等の制度普及
を図った。

・住宅土地統計に基づく試算では、本市の平均
片道通勤時間は25.8分と、国（34.2分）、県
（39.0分）より大幅に短く、また同種の調査を実
施している県アンケート調査と比較しても、肯定
的な回答割合が高く、ワーク・ライフ・バランスが
実現しやすい環境にある。
・R4年度の福祉共済事業利用件数は85事業
所・306件となっており、生産年齢人口、市内の
就労者数の減少に伴って減少傾向にある。

C

成果評価

B

施策４ 勤労者福祉を充実します 商工観光課 取組内容 課題と成果 指標

・就業を中断した女性などを対象に、関係機関と連携しながら、就労に向けた個
別相談や、多様な就労希望の実現に向けたセミナーなどを開催します。
・子育て期の女性の就労活動などを支援するため、託児サービスの実施や育児
支援などを行います。

・女性の就労、再就職、また就労継続の促進を
図るため、社会保険労務士による就労個別相
談や、社会保障・育休制度等を学ぶ就労支援
セミナーを開催した。
・起業支援セミナー、起業塾の開催、出店機会
の創出などにより、女性の起業家の育成を図っ
た。

・就労個別相談では、R1年度以降140名の相談があ
り、エンパワーメントにつなげる取組ができた。
・セミナーでは、R1年度以降134名の参加があった。
託児に加え、コロナ禍では、オンライン開催などを導
入し、幅広く参加できる環境をつくった。
・セミナー等受講者のうち、女性起業家は、R1年度以
降15件で、うち市内での起業は7件となっており、成
果があったと考える。起業家を更に増やしていくた
め、引き続き支援が必要である。

B

成果評価

A

施策３ 女性の就労を支援します みらいえ 取組内容 課題と成果 指標

・高齢者の豊富な知識や経験を生かし、生きがいづくりにつながる就業ができるよ
う、シルバー人材センターの運営を支援するとともに、国の動向を踏まえた機能強
化を図ります。
・元気な高齢者の増加を踏まえ、ハローワークなどの関係機関と連携し、高齢者
の就労機会創出に努め、勤労に意欲を持つ高齢者の就労促進を図ります。

・高齢者労働能力活用の臨時的・短期的な就
業又はその他の軽易な業務に係る就業機会を
確保するため、（公社）西脇・多可シルバー人
材センターの運営を支援し、高齢者の就労機
会を創出した。

・定年延長等も相まって、高齢者の就労は増加
傾向にある。
・シルバー人材センターでは、地域における人
手不足分野の業務（草刈り、子育て支援、見守
り等）を実施し、高齢者の就業機会の確保と拡
大につながったが、ライフスタイルの変化、就労
環境の変化により、センター登録者が年々減少
しており、受注できる役務の事業量が減少しつ
つある。

B

成果評価

A

施策１ 雇用の確保と安定を図ります 商工観光課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 高齢者の就労を支援します 商工観光課 取組内容 課題と成果 指標

・ハローワークなどの関係機関と連携し、世代や特性に応じた就労機会の情報提
供や合同面接会の開催などの就職支援を行います。
・北はりま地域職業訓練センターが実施する訓練事業を通じて、労働者や就労希
望者の技術向上と職業能力の養成を支援します。
・就業していない若者に対し、専門機関などと連携し、職業意識の啓発や自立生
活に向けた就業相談を実施します。
・就業者の確保に向け、UIJターン希望者や未就業者に対する就労に向けた支援
制度を検討します。
・労働人口の減少や国の動向などを踏まえ、外国人労働者の受入対応に向けた
調査研究を進めます。

・職業訓練法人北はりま職業訓練協会が実施する訓
練事業を通じて、労働者の技術向上及び能力開発を
支援した。
・ハローワークや商工会議所などの関係機関と連携
し、合同就職説明会を毎年開催した。
・県制度と協調した奨学金返還サポート事業を創設
し、市内事業者の人材確保と若年者の地元就職・定
着を支援した。
・コロナ禍の中、雇用維持に努める事業者に対し助
成金を支給し、雇用の安定を図った。

・管内の有効求人倍率は、コロナ禍で一時的に大きく
落ち込んだが、現在では改善し、県の平均を上回っ
て推移している。サービス業や製造業などで人手不
足感が強まっている。
・合同就職説明会の参加者は社会人が多く、開催時
期の変更など、新卒者が参加しやすい環境を整備す
る必要がある。
・奨学金返還サポート事業の実績は、福祉関係も含
め１社３名（＋３社６名）となっており、参加事業者の
増加が課題
・雇用維持と事業継続の両面から支援する中小事業
者雇用人材支援事業を実施した（70件）。

C

成果評価

B



-2 がん検診精密検査（５がん平均）受診率 ％ ↑ 54.0 60 66.1 75.0 74.4

18.7

2 乳がん検診受診率 ％ ↑ 26.6 35 26.3 22.4 24.6 27.9

2 子宮がん検診受診率 ％ ↑ 21.6 30 21.0 17.2 17.5

19.2

2 大腸がん検診受診率 ％ ↑ 23.0 30 22.2 17.0 20.8 20.7

ぺージ
政策 1 健康づくり習慣の定着を進める

目指す姿 市民一人ひとりが「自分の健康は自分で守る」という意識の下、生涯にわたり自分にあった健康づくりや健康管理を実践し、心身ともに健やかに暮らしています。

050101

基本政策・推進方策 5 生涯活躍・共生社会の実現
部 くらし安心部 課 健幸都市推進課

総合
計画

128

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

41

日頃から健康に暮らしていると感じている市民の割合 ％ ↑

基準値

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

B

番号 指標名 単位 方向性

基準値

78.1 80.0 － 77.2 78.8 77.7

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

32.6

1 メタボ該当者・予備群の割合 ％ ↓ 28.6 21 32.0 32.0 32.9 31.5

1 運動習慣者（1回30分以上、週2回、1年以上継続）の割合 ％ ↑ 32.6 43 － 31.1 34.3

9.5

2 肺がん検診受診率 ％ ↑

35.1 40.1 39.02 特定健診受診率（国保） ％ ↑ 38.0 60 40.3

2 胃がん検診受診率 ％ ↑ 9.2 15 10.7

23.1 30

特定保健指導実施率（国保） ％ ↑ 43.9 70.0 41.7 27.7 53.6

9.3 9.0

21.9 15.6 19.6

47.3

3 規則正しい食生活をしている市民の割合 ％ ↑ 76.4 78.4 － 74.5 77.9 78.1

2

250 96 44 154

16.8

4 人口10万人当たり自殺者数（３か年平均） 人 → 12.0 12.0 19.3 － 19.0 19.9

3 歯周病健診受診率 ％ ↑ 11.3 20 12.6 10.7 16.5

1904 ゲートキーパー養成数 人 ↑ 139

H29_保健・健康づくり

R5_保健・健康づくり

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

重
要
度

満足度



施策１ 健康的な生活習慣の定着を促進します 健幸都市推進課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 疾病の予防と早期発見を促進します 健幸都市推進課 取組内容 課題と成果 指標

・生活習慣病予防やフレイル予防に関する知識の普及を図るとともに、生活習慣
病リスクが高い方などを対象に、生活習慣の改善などを啓発します。
・体操やウォーキングなどの実践を啓発し、主体的で継続的な運動習慣の定着を
促進します。
・喫煙者に対し禁煙に向けた取組を支援するともに、県と連携しながら、受動喫煙
の防止を促進します。

・ICTを活用した健幸ポイント事業を導入し、運
動のきっかけづくりや定着のための継続支援を
行った。
・コロナ禍における健康二次被害を防止するた
めのコンソーシアムの発起市のひとつとして、積
極的な啓発活動を実施した。
・禁煙週間にあわせて禁煙及び受動喫煙防止
を啓発したほか、新庁舎敷地内での禁煙を実
現した。

・コロナ禍を含めて運動習慣の割合は横ばいで推移
しており、過去10年間では増加傾向にある。
・健幸ポイント事業、健幸運動教室などを実施し、高
齢層を中心に成果が出ているが、壮年層や健康無関
心層への取組を継続する必要がある。
・喫煙率は年々減少しているが、男性の喫煙率が県
の数値より有意に高く、禁煙に向けた取組や支援が
必要。

C

成果評価

B

施策３ 食を通じた健康づくりを促進します 健幸都市推進課 取組内容 課題と成果 指標

・医療機関と連携し、町ぐるみ健診やがん検診など健康診査の受診を勧奨すると
ともに、受診しやすい体制づくりを進めます。
・健康診査の受診結果を踏まえ、個人の状況に応じた効果的な保健指導や健康
相談などを行います。
・感染症の発生等を予防するため、予防接種の実施や任意予防接種の助成を行
うとともに、感染症の予防啓発を行います。

・特定健診の受診率向上に向けた受診勧奨（電話、
訪問、ハガキ、SMS等）や、ナッジ理論の活用や医師
会等と連携したがん検診の受診勧奨を行った。
・ハイリスク者に対して医療機関の受診勧奨を行うとと
もに、訪問により生活習慣の改善のための支援を
行った。また、希望者に対して健康相談を行い、生活
習慣改善を支援した。
・予防接種の接種勧奨、定期予防接種の実施や任
意接種の助成を実施した。

・健診・検診受診率は、コロナ禍で低下したもの
が多く、現在でもコロナ前の水準と同程度又は
やや低下した水準にとどまっている。
・予防接種接種率は比較的高い水準を維持し
ているが、今後も勧奨啓発のほか、コロナワクチ
ン等の定期接種化などに対応する必要がある。
・町ぐるみ健診にオンライン申込等を導入し、順
調に利用されている。

B

成果評価

B

施策４ メンタルヘルスの向上を進めます 健幸都市推進課 取組内容 課題と成果 指標

・関係機関と連携した栄養教室の開催などを通じ、食育に関する正しい知識の普
及と、減塩やバランスのとれた食生活の実践を支援します。
・高齢者のフレイル予防に向け、低栄養対策などの食生活の改善を支援します。
・歯と口腔の健康づくりを推進するため、歯及び口腔ケアに関する正しい知識の
普及啓発と口腔機能の維持向上に取り組みます。

・いずみ会の活動支援を通じて、規則正しい食生活
のあり方やバランスの良い食事の啓発を行った。ま
た、野菜摂取量の推定を行い野菜摂取の啓発を行っ
た。
・観光物産協会と共同で「健幸メニューキャンペーン」
を実施し、外食を通じた健康づくりに取り組んだ。
・歯科医師会と連携し、歯周病検診及び高齢者歯科
口腔健診の受診率向上に努めた。また、口腔フレイ
ルリスク者に対して教室を実施した。

・R4調査では、「食育に関心がない割合」は
28.3％と前回調査に比べて減少しており、今後
も啓発していく必要がある。
・高齢者の質問票において、口腔機能のリスク
割合が県より高く、口腔機能向上の取組を強化
していく必要がある。

A

成果評価

A

・自殺者数の減少に向け、地域社会全体での見守り体制づくりを進めていくととも
に、関係機関と連携した啓発や相談体制の充実を図ります。
・アルコールと睡眠・健康についての知識の普及啓発を行うとともに、産後うつや
閉じこもりなど状況に応じた支援を行います。

・自殺者数の減少に向け、市民や、ケアマネー
ジャーに対して、ゲートキーパーとして必要な視
点や対応について啓発するなど、人材養成を
行った。また、知識の普及や、相談先について
啓発活動を実施した。

・全国の自殺者数は、コロナ前と比べてやや増
加しており、本市でもやや高い傾向にある。
・自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対
応を行うゲートキーパーの増加に向けて、研修
会等への参加を増やす工夫が必要。

B

成果評価

B



123 大学・医療関係団体等連携事業の新規実施数 件 ↑ 2 12 4 6 10

11.9

3 健康づくりインセンティブ制度への参加者数 人 ↑ 469 600 613 728 779 1,617

2 外出頻度が週１回以下である60歳以上の市民の割合 ％ ↓ 14.7 13.2 － 26.5 17.7

35

1 介護予防教室等参加者数 人 ↑ 1,037 1,200 1,220 976 987 1,238

1 住民主体の通いの場の設置数 箇所 ↑ 34 40 37 34 33

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

B

番号 指標名 単位 方向性

基準値

26.0 33 － 24.4 26.3 25.3

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

42

過去１年間に、月１回以上、友人や仲間とともに健康づくりに取り組ん
だ市民の割合

％ ↑

基準値

ぺージ
政策 2 健康を支える地域づくりを進める

目指す姿 地域、医療機関、教育機関、行政など、健康に関わる様々な主体の連携が深まるとともに、市民が互いに健康づくりを支え合える地域社会になっています。

050201

基本政策・推進方策 5 生涯活躍・共生社会の実現
部 くらし安心部 課 健幸都市推進課

総合
計画

130

H29_保健・健康づくり

R5_保健・健康づくり

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

重
要
度

満足度



・誰もが自然に、健やかで生きがいを持って心豊かに暮らせるまちを目指す健幸
まちづくり推進計画の策定を検討します。
・健康づくりのきっかけとなるイベントの開催や健康づくり行動へのインセンティブ
の付与などにより、健康への関心が低い層なども参加したくなる仕掛けづくりを推
進します。
・新庁舎・市民交流施設において、日常的な健康管理や健康増進などに取り組
める健康交流の拠点機能を整備します。
・大学や医師会などと連携し、専門的な知識・技術の活用や医療・健康情報の収
集・分析などを通じた効果的な健康づくり活動を促進します。

・特定健診受診率向上を目指して、受診者にポイント
を付与する国保ウエルネスポイント事業を開始した。
・大学の研究による科学的根拠に基づいた「健幸運
動教室Ni-Co」、「健幸ポイント事業」、「健幸アンバサ
ダーの養成」の３事業を軸に、市民の自発的な健康
づくりの後押し、健康に対する意識の醸成を図った。
・市民が日常的に健康づくり活動に取り組めるよう、
市民交流施設内にスタジオを整備した。
・庁舎移転を機に医師会との連携をより密にし、運動
教室における運動可否判定やハイリスク者の接続等
における協力体制を構築した。

・国保ウエルネスポイント事業はR５年度開始であり、
受診率向上等の施策効果を注視する必要がある。
・健幸ポイント事業の参加者は2,431人と概ね順調に
推移。中間評価では、事業参加１年目の１人当たり医
療費・介護給付費は、非参加群と比較して12.3万円
少ないと評価された。
・国の財政支援はR７年度末であり、以降も市民が自
発的に健康づくり活動を継続する仕組みづくりや意
識啓発が必要

A

成果評価

A

施策３ 健康づくりの支援環境を整えます 健幸都市推進課 取組内容 課題と成果 指標

・高齢者が豊富な知識や経験を生かせるよう、地域活動やボランティアなどへの
参加促進や就業機会の提供を行います。
・高齢者のニーズに応じた学習機会を提供するとともに、交流活動の実施を支援
します。
・公共交通の充実などにより、高齢者などの外出を支援します。

・明るい長寿社会づくりに資する活動を実施す
る単位老人クラブ及び市老人クラブ連合会に運
営費、活動費を助成した。
・市老人クラブ連合会主催のスポーツ大会、グ
ラウンドゴルフ大会の開催を支援した。
・いきいきサロンや、おりひめ体操自主グループ
を通して高齢者のニーズに応じた学びの機会
づくりや活動を支援した。

・会員数の減少や役員のなり手不足により、活
動を休止する単位老人クラブが年々増加してい
る（単位老人クラブ46　会員数3,513人）。
・グループ活動参加者の固定化が課題であり、
参加者が増える取組が必要である。
・外出頻度が低い（週１回以下）方の割合は、は
コロナ禍で大きく増加したが、公共交通の充実
などを背景に現在は大きく低下しており、高齢
者の社会参加の一助となっている。

S

成果評価

A

指標

施策２ 高齢者の社会参加を促進します 長寿福祉課 取組内容 課題と成果 指標

・地区健康教室の開催など地域における自主的な健康増進の取組を支援しま
す。
・住み慣れた地域の中で、できるだけ要介護状態とならず自立した生活が送れる
よう、地域での介護予防教室などの開催を支援します。
・要介護状態の重度化防止のため、介護保険サービス事業者等が行う機能訓
練、口腔機能向上、栄養改善などの取組を支援します。
・地域で健康づくり活動を担う人材を育成することにより、健康づくりにともに取り
組む仲間づくりを促進します。

・通いの場（いきいきサロン、おりひめ体操自主グ
ループなど）や各地区で行うイベントの開催支援とと
もに、運動習慣の定着や健康教育（フレイル予防や
野菜摂取測定等）を実施した。
・介護予防サポーター養成を通じて、市民自ら介護
予防に取り組む体制づくりに取り組んだ。
・通いの場の充実に向け、評価事業を実施した。
・健康づくりの大切さを口コミで広げる健幸アンバサ
ダーを育成した。

・通いの場の増設はコロナ禍で停滞したものの、介護
予防教室等への参加者は目標を達成できた。
・通いの場同士の連携や、実施内容の可視化・評価
など、参加者のやる気を向上させる取組とともに、通
いの場へより多くの人をつなぐ必要がある。
・評価事業の結果などを踏まえて、地区ごとの課題に
応じた対策を充実させる必要がある。
・健幸アンバサダーは571人と順調に増加しており、
健幸ポイント事業などの拡大につながっている。

A

成果評価

A

施策１ 地域主体の健康づくりを推進します 健幸都市推進課 取組内容 課題と成果



161,478 117,259 118,280 120,916

380,601 352,901 381,290 372,112

4 図書館入館者数 人 ↑ 186,780 210,000

4 図書貸出冊数 冊 ↑ 396,473 430,000

65.64 読書が好きな児童生徒の割合 ％ ↑ 68.7 73 68.0 68.9 66.1

293,440

3 公民館利用者数 人 → 32,940 33,000 24,060 16,916 27,526 27,956

3 生涯学習施設利用者数 人 ↑ 344,735 395,000 301,732 215,490 268,822

31

2 アニメーターバンク利用件数 件 ↑ 0 5 0 0 0 0

2 アニメーターバンク登録者（団体）数 人（団体） ↑ 32 42 31 31 31

18

1 高齢者大学（シニアカレッジ）参加率 ％ → 2.5 2.5 2.4 2.2 2.1 1.7

1 公民館講座数 件 ↑ 30 32 24 18 17

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

C

番号 指標名 単位 方向性

基準値

32.3 40 － 30.1 33.6 27.0

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

43

過去１年間に、生涯学習活動をした市民の割合 ％ ↑

基準値

ぺージ
政策 3 生涯学習を充実する

目指す姿 市民ニーズに合った生涯学習環境の下、生涯にわたって、「いつでも、どこでも、だれでも」自由に学習活動が行われ、その成果が地域社会に還元されています。

050301

基本政策・推進方策 5 生涯活躍・共生社会の実現
部 教育創造部 課 生涯学習課

総合
計画

132

H29_生涯学習

R5_生涯学習

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

重
要
度

満足度



・利用者のニーズに合った図書を収集・提供するとともに、レファレンスサービスな
どを通じ、市民の学習・余暇活動などを支援します。
・図書館ボランティアなどと連携し、様々な図書館事業を行い、読書に親しむ機会
づくりを進めます。
・子どもの読書活動推進計画に基づき、学校園などと連携しながら、幼少期から
の読書習慣の定着に向けた取組を進めます。

・蔵書数25万冊達成に向け、図書館資料の充
実を図った。
・ボランティア・図書館職員によるおはなし会、
読書会、図書館まつり等を実施し、読書に親し
む機会づくりに取り組んだ。
・赤ちゃんに絵本をプレゼントするブックスタート
事業や学校園への団体図書貸出を推進し、子
どもたちが本に親しむ機会づくりに取り組んだ。

・人口当たり図書購入費は、県内でも比較的高く、蔵
書数はおおむね予定通り増加しているが、収納ス
ペースに制約がある。
・コロナ禍での外出制限等の影響もあり、貸出冊数・
入館者数ともに想定を下回っており、コロナ禍前の水
準には至っていない。
・学校園への団体図書貸出は着実に増加している。
・図書の情報発信や親しみやすい図書館づくりに向
けて、SNSなどの活用を検討する。

C

成果評価

B

施策４ 図書館サービスを充実します 図書館 取組内容 課題と成果 指標

・社会教育機関や高等教育機関、生涯学習に取り組む人材・団体、行政などが
相互に連携する生涯学習ネットワークの構築を進めます。
・指定管理者制度の活用や施設の複合化などにより、効果的・効率的な生涯学
習施設の運営を行うとともに、利便性の高い施設運営に向け、市民ニーズなどに
対応した施設のあり方を検討します。

・R3年度に、生涯学習まちづくりセンターや市
民会館の機能を合わせ持った複合施設である
市民交流施設を設置した。
・音楽ホールや市民交流施設などにおいて、指
定管理制度の活用により、事業を展開した。定
期的に調整会や報告会を開催し、事業の効果
的な運営につなげている。

・地球科学館や青年の家などを指定管理し、施
設の効果的な運営に努めることができた。
・令和３年５月に開館した市民交流施設を含
め、コロナ禍で利用が低迷しており、コロナ前の
水準には至っていない。
・新たな市民活動の拠点として、市民交流施設
の在り方を検討する必要がある。
・活動団体の交流や団体・人材のマッチングな
ど、ネットワーク化を進める仕組みが必要

C

成果評価

B

施策３ 生涯学習の推進体制を確立します 生涯学習課 取組内容 課題と成果 指標

・学習成果の発表機会を拡充するとともに、学習成果を広く地域社会で生かすた
め、生涯学習の指導者などの人材登録・紹介システムの活用を推進します。
・学習成果を市民主体の地域づくりにつなげる生涯学習社会の実現に向けた計
画の策定を検討します。

・アニメーターバンクの新たな人材登録、人材
活用はなかった。
・学校を核とした地域づくりを目指す地域学校
協働本部事業を実施し、地域の方から、学校の
環境整備や裁縫等の授業支援などを受けた。
・生涯学習社会の実現を目指した西脇市生涯
学習推進計画を策定した。

・地域学校協働本部事業による、地域から学校
活動への人材登用者数は、過去４年平均で318
人/年。多様な方の参画があり、知識や技術な
どを社会に還元する機会となっている。
・アニメーターバンク制度については、利用実
績がなく、仕組みの見直しなどが必要である。

C

成果評価

B

施策１ 生涯学習事業を行います 生涯学習課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 学習成果の地域への還元を支援します 生涯学習課 取組内容 課題と成果 指標

・社会的課題等を捉えた生涯学習講座や女性活躍推進のためのリカレント教育
の実施など、市民が生涯にわたって学習する機会を提供・創出します。
・夜間・休日講座の開催やICT機器の活用支援などにより、多様なライフスタイル
に対応した学習機会の確保に努めます。
・学びへの関心を高め、学習活動の実践へとつながるよう、生涯学習講座や活動
団体に関する情報発信を行い、生涯学習のきっかけづくりを行います。

・生涯学習の多様な講座を公民館講座、市民
の自主運営講座、シニアカレッジ講座に区分し
ながら学習機会を提供した。
・多様な学習機会を周知するため、市HPやチラ
シで公民館講座・自主運営講座等の募集を発
信した。

・受講者の意見やニーズを踏まえた講座運営
の必要性を感じているが、民間の事業者が実
施する教室などの圧迫や影響を考えた運営が
必要になってくる。
・多様化するライフスタイルや変化する社会課
題に応じた講座形態を検討する必要がある。
・学習で習得した技術や技能を活かし、地域活
動に貢献する講座生が増加してきている。

C

成果評価

B



18

3 ”日本のへそ”西脇子午線マラソン大会参加者数 人 ↑ 2,263 2,500 2,127

－ － －

－ － －

3 西脇多可新人高校駅伝競争大会参加チーム数 チーム ↑ 124 150 130

2 体育協会（スポーツ協会）加盟団体数 団体 → 21 21 18 18 18

177

2 スポーツ施設利用者数 人 → 409,586 370,000
以上 356,474 244,364 276,212 328,465

1 スポーツ教室参加者数 人 ↑ 276 310 296 115 109

39.0 33 － 40.7 40.3 43.3

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

B

番号 指標名 単位 方向性

45

過去１年間に、スポーツ・レクリエーション活動をしなかった市民の割
合

％ ↓

基準値

25.4 35 － 27.1 28.3 26.0

C

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

44

過去１年間に、週１回以上、スポーツ・レクリエーション活動をした市民
の割合

％ ↑

基準値

ぺージ
政策 4 生涯スポーツを振興する

目指す姿 多くの市民が、それぞれのライフステージやライフスタイルに応じてスポーツを楽しみ、相互の交流が進む中で、健やかな心身が養われています。

050401

基本政策・推進方策 5 生涯活躍・共生社会の実現
部 教育創造部 課 生涯学習課

総合
計画

134

H29_文化・芸術・スポーツ

R5_文化・芸術・スポーツ

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4

重
要
度

満足度



・オリンピック・パラリンピックホストタウンの登録を契機に、オリンピックレガシーとし
て卓球を中心とした生涯スポーツの振興と交流を推進します。
・本市の特色である駅伝にちなんだスポーツ大会を地域と連携して開催し、参加
者と地域住民との交流を推進します。

・総合市民センター体育館で、卓球無料開放を毎週
実施したほか、健幸卓球交流会の実施や地域への
卓球用具の配布などにより、卓球人口の拡大に取り
組んだ。
・コロナ禍で中止となっていた新人高校駅伝大会の４
年ぶりの開催に向け、各団体と連携し、準備を進めて
いる。
・西脇子午線マラソンは、参加者の減少や協力員の
高齢化・減少などを踏まえ、R３年度で中止した。

・コロナ禍でオリンピックが延期・縮小されたた
め、オーストラリア卓球チームとの交流も縮小せ
ざるを得なかった。
・卓球を通じた生涯スポーツに取り組んでおり、
子どもからお年寄りまで卓球に親しんでいる。
参加者は微増となっている。
・コロナ禍で新人高校駅伝大会の中止が続い
ていたが、令和6年2月18日に開催、111チーム
が参加予定となっている。

C

成果評価

B

施策３ 特色あるスポーツの振興と交流を推進します 生涯学習課 取組内容 課題と成果 指標

・指定管理者制度の活用などにより、効果的・効率的なスポーツ施設の運営を行
うとともに、計画的な整備・改修を行います。
・スポーツ関係団体の育成・支援を行うとともに、指導者やボランティアの育成、ス
ポーツ関係団体のネットワーク化などを進めます。
・地域が主体となるスポーツクラブの運営を支援し、市民の健康づくりとスポーツ
の普及・促進に向けた体制づくりを進めます。

・天神池スポーツセンターなどを指定管理し、効果的
な施設運用に取り組んだ。
・オリパラホストタウンとして、スポーツ振興助成金を活
用し、総合市民センターのリニューアルを行った。
・指定管理者の支援のもと、指導者育成の補助（助
成）に取り組んだ。
・ウォーキングマップを活用し、ウォーキング会を定期
的に実施したほか、学校体育施設を開放し、活動の
場を提供した。

・助成金を活用できたことで、市負担を抑制し
て、総合市民センターを高い水準でリニューア
ルできた。
・予算に制約がある中、指定管理施設その他の
社会教育施設で老朽化が進んでいる。
・コロナ禍でスポーツ活動が抑制され、スポーツ
施設利用者数は、現在もコロナ前の水準には
至っていない。

C

成果評価

B

施策１ ライフステージに応じたスポーツ活動を推進します 生涯学習課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ スポーツを支える環境を整備します 生涯学習課 取組内容 課題と成果 指標

・生涯スポーツ振興基本計画に基づき、若年期から高齢期まで、年代やニーズに
応じたスポーツ活動の推進を図ります。
・子どもの健全育成とスポーツに親しむ機会づくりに向け、スポーツ教室などを開
催するとともに、スポーツ少年団の運営を支援します。
・スポーツ活動への意識高揚と参加機会の創出に向け、スポーツ情報の発信や
スポーツ大会・イベントの開催などを行います。
・運動への関心が低い層や時間的制約がある市民などが、気軽にスポーツ活動
に取り組めるような環境づくりを検討します。

・チラシ配布や市HP掲載等を通じて、スポーツ
少年団の団員募集を支援するとともに、指導者
の技術向上等の研修を促進した。
・スポーツ競技への入り口として、陸上教室など
各種スポーツ教室を開催した。
・出前講座等を通じて、ボッチャなどユニバーサ
ルスポーツの普及に取り組んだ。

・新型コロナの影響により、スポーツ教室参加者
は想定よりも少なかった。また、スポーツ少年団
数は横ばいとなったものの、団員数は少子化の
影響もあり、６割程度の78名となった。
・指導者が高齢化傾向にあり、後継者の育成が
必要である。
・情報発信が、従来の市HPや広報紙での発信
に限られており、SNS等の新たな発信手段の活
用が必要である。

C

成果評価

B



2,870

3 市内文化財指定・登録件数 件 ↑ 42 44 42 42 43 42

3 郷土資料館利用者数（講座含む。） 人 ↑ 3,740 6,000 4,433 2,569 1,924

23

2 文化施設利用者数 人 ↑ 89,657 140,000 81,668 49,265 91,059 98,843

1 文化連盟加盟団体数 団体 ↑ 23 25 24 22 23

286

1 市展作品出品数（市内在住者） 点 ↑ 94 110 61 69 67 63

1 市展観覧者数 人/日 ↑ 425 525 375 375 369

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

B

番号 指標名 単位 方向性

基準値

44.0 50 － 37.3 41.6 43.5

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

46

過去１年間に、文化・芸術活動をした市民の割合 ％ ↑

基準値

ぺージ
政策 5 文化・芸術を振興する

目指す姿 文化・芸術の発表や鑑賞の機会が充実し、市民が主体となる文化・芸術活動が活発に行われるとともに、地域の伝統文化が次代に受け継がれています。

050501

基本政策・推進方策 5 生涯活躍・共生社会の実現
部 教育創造部 課 生涯学習課

総合
計画

136

H29_文化・芸術・スポーツ

R5_文化・芸術・スポーツ

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4

重
要
度

満足度



・市民の貴重な財産である文化財の調査・保存に努めるとともに、観光資源や教
育資料としての活用を図ります。
・郷土資料館での特別展や郷土史講座を開催し、地域の文化財や伝統文化の
普及に努めます。
・地域の民俗行事や祭りなど、歴史と伝統ある行事の保存・伝承に努めます。

・旧西脇尋常高等小学校（西脇小学校）を国指
定文化財に申請し、指定された。
・郷土資料館において、文化財の普及のために
毎年、企画展や古文書講座等を行った。
・国の地域文化財総合活用推進事業補助金を
利用し、太鼓屋台の修理を行い伝統ある行事
の保存に努めた。

・西脇小学校は、市内で初めての国指定文化
財の指定となった。
・郷土資料館において企画展や古文書講座等
のイベントを行ったが新型コロナウイルス感染症
の影響により郷土資料館の利用者数は減少と
なった。
・国の地域文化財総合活用推進事業補助金の
利用は毎年２地区程度あり、今後も補助金を利
用し伝統ある行事の保存に努める。

C

成果評価

B

施策３ 文化財の保存・活用を推進します 生活文化総合センター 取組内容 課題と成果 指標

・指定管理者制度の活用などにより、効果的・効率的な文化施設の運営を行うとと
もに、文化・芸術活動拠点として計画的な整備・改修を行います。
・市民主体の文化・芸術活動をはじめとして、多様な市民活動の拠点となる市民
交流施設について、その整備を推進するとともに、心躍る交流のステージの理念
の実現に向け、市民ニーズに応じた運営手法を検討します。
・文化・芸術活動を軸となって運営する組織を立ち上げるとともに、西脇市文化・
スポーツ振興財団との連携強化に努めます。

・指定管理施設の維持管理のため、必要な収
税を行った。音楽ホールについては、国の財源
を活用し、空調等の大規模改修を行った。
・市民交流施設においては、指定管理者の実
施計画に基づき、指定事業や自主事業を実施
した。
・西脇市文化・スポーツ振興財団やアートサ
ポーターと連携し、市民交流施設周年事業を
開催した。

・予算の制約がある中、指定管理施設の老朽化の進
行が課題となっている。
・市民交流施設指定管理者において、指定事業や自
主事業を実施することにより、文化芸術に触れる機会
を創出することができたが、施設利用者数はコロナの
影響もあり、10％増にとどまっている。
・文化芸術事業実施のため、市、西脇市文化・スポー
ツ振興財団及びアートサポーターが連携することによ
り、効果的・効率的な運営をすることができた。

A

成果評価

B

施策１ 文化・芸術活動を支援します 生涯学習課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 文化振興を支える環境を整備します 生涯学習課 取組内容 課題と成果 指標

・魅力ある文化・芸術イベントなどを文化団体と連携して開催し、多様な文化・芸
術に触れる機会や、市民による活動の成果を発表する場を創出します。
・発想力や情操の育成、潜在的な能力の伸展を図るため、子どもが優れた文化・
芸術に触れる機会の提供と充実に努めます。
・文化・芸術活動を行う団体などの活動を支援するとともに、活動の活性化に向
け、リーダーや後継者などの人材育成に向けた取組を支援します。

・市民交流施設周年事業として、令和４年度
は、朗読劇「青空」、劇団四季ファミリーミュージ
カル「人間になりたがった猫」及びミュージック
ベル・トーンチャイム全国コンテストを開催した。
・文化芸術に関心のある若い世代を中心とした
コミュニティである西脇市アートサポーターによ
るÓrinasカルチャーミックス2022では、映画上
映、演劇及びプロジェクションマッピング等を開
催した。

・市民交流施設周年事業を開催することにより、優れ
た文化芸術に触れる機会を提供し、文化芸術活動の
推進を図ることができた。
・カルチャーミックスをコンセプトに様々なコンテンツ
が複合化され、文化芸術意識の高揚と多世代の交流
を図ることができた。
・市展観覧者数・出展者数、文化連盟加盟団体数な
どは伸び悩むなど、活動人材の固定化や高齢化など
進んでおり、後継となる人材の育成が必要

C

成果評価

B



134 ＤＶ等相談実人数 人 ↑ 8 15 10 17 9

29.9

4 デートＤＶ防止啓発授業実施校数 校 ↑ 3 7 2 1 3 2

3 審議会委員女性割合 ％ ↑ 27.2 30 28.9 29.4 29.4

170

3 男女共同参画に関する相談件数 件 ↑ 68 80 57 37 56 49

2 男性向け事業参加者数 人 ↑ 45 100 16 26 62

1

1 育児休業を取得したと回答する女性保護者の割合 ％ ↑ 36.9 40 37.6 39.0 42.4 40.6

1 民間企業等に対する啓発実施回数 回 ↑ 0 1 1 1 0

74.7 77.6 － － 76.5 76.5

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

S

番号 指標名 単位 方向性

48

女性の就業率（25歳～44歳） ％ ↑

基準値

51.9 58 － 59.1 58.0 58.6

A

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

47

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方に反対する
市民の割合

％ ↑

基準値

ぺージ
政策 6 女性が活躍できる社会を実現する

目指す姿 性別に関わりなく一人ひとりの個性と能力が発揮され、お互いに支え合うことで、男女がともに輝く社会になっています。

050601

基本政策・推進方策 5 生涯活躍・共生社会の実現
部 都市経営部 課 みらいえ

総合
計画

138

H29_人権・男女共

同参画・多文化共生

R5_人権・男女共同参画・多文化共生
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・ドメスティック・バイオレンスやセクシュアル・ハラスメントなどの人権侵害行為を根
絶するため、啓発活動の推進や相談・保護体制の充実を図ります。
・児童生徒に対して、デートDVに関する学習機会の提供や啓発を行います。

・母子・父子自立支援員を２名配置し、DVに関
する相談に常時対応できる体制を整えた。関係
機関と連携し、必要時、一時保護や母子生活
支援施設入所措置を実施し、自立に向けた支
援に取り組んだ。
・デートDV防止に向け、学校へ講師を派遣しセ
ミナーを行った。

・DV相談の内容により、警察等と連携し、被害
者及び同伴児童の安全に配慮した支援を実施
した。
・デートDV防止のセミナーを西脇南中学校及
び西脇北高校で実施し、計207人の生徒が学
習することができた。
・児童生徒がデードDV（アンガーマネジメント）
を理解し加害者、被害者にならないよう学びの
場を継続する必要がある。

B

成果評価

A

施策４ DV対策を進めます はぴいくサポートセンター 取組内容 課題と成果 指標

・男女共同参画センターなどにおいて、多様な講座の開催や相談業務などを充
実するとともに、啓発資料の収集・提供を行います。
・政策形成過程における女性の意見反映を図るため、審議会等への女性の登用
を推進します。
・男女共同参画社会の実現を目指して活動する市民活動グループと協働して事
業を実施します。

・男女共同参画センターで各種資料の収集・提供を
実施したほか、女性のなんでも相談等の相談窓口を
設置した。
・政策形成過程に女性の意見をより一層反映するた
め、審議会等における女性登用割合の目標値を（男
女共同参画基本プラン策定時に）引き上げて設定し
た。また、地域や社会の各方面で活躍する女性を輩
出するため、女性リーダー養成講座を新たに設けた。
・市民活動グループと連携し、講演会の開催、フォト
コンテスト等の事業を行った。

・審議会委員女性割合は第2次西脇市男女共同参画
基本プランの目標である30％にほぼ到達した。第３次
西脇市男女共同参画プランの目標値達成に向け、更
なる登用促進を図る必要がある。
・女性リーダー養成講座からは、審議会委員への登
用もあるなど、成果があった。あらゆる分野で女性の
能力が発揮できるよう、女性自身の意識改革に向け
た取組が必要である。
・市民活動グループと連携することで、関心の高い
テーマや話題性のある講師の講演会等の開催ができ
た。今後も引き続き連携し、男女共同参画の意識向
上に向けた取組を図っていく必要がある。

B

成果評価

A

施策３ 男女共同参画の推進体制を整えます みらいえ 取組内容 課題と成果 指標

・家事、子育て、介護などへの男性の参画を促進するため、市民活動グループと
の協働により、男性向けの講座やイベントなどを開催するとともに、子育て中の男
性の相互交流の機会を提供します。
・各種団体の役員等への女性登用拡大などに向け、学習機会の提供や啓発活
動を行います。
・男女共同参画意識の高揚に向け、児童生徒への啓発・学習や、教職員・保護
者に対する研修などを行います。

・市民活動グループとの協働により、男性の家
事・子育てなどへの参画に向けた取組（親子料
理教室、父親との遊び教室など）を実施した。
・地域における女性活躍を促進するため、自治
会等における女性役員登用についてのアン
ケートを実施した。
・学校において性別にとらわれない男女平等の
教育を実施した。

・市民活動グループとの協働により、男性向け体験教
室を実施し、男性が家事・子育ての楽しさを知るととも
に、男性保護者同士の交流ができた。今後は、男性
保護者同士のつながりを継続できる仕組みが必要。
・防災に女性の視点を盛り込むため、防災会議に女
性委員を登用した。
・自治会等での女性役員の割合は約２％にとどまって
いる。女性活躍を進めるためには、男性女性双方の
意識改革が必要であり、継続した啓発が必要である。
・男女共同参画意識の高揚に向け、児童・生徒及び
教職員、保護者への啓発等を継続実施する必要が
ある。

S

成果評価

A

施策１ 女性が活躍できる就業環境を整えます みらいえ 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 性別による固定的な役割分担意識を解消します みらいえ 取組内容 課題と成果 指標

・経済団体などと連携し、男女の均等な雇用機会や待遇の確保、育児・介護休業
制度の導入など、職場環境整備を促進します。
・ワーク・ライフ・バランスの推進や男性中心の労働慣行の見直しに向けた啓発を
行います。
・女性の就労、起業を支援するための相談窓口の充実やセミナーなどの開催を
行います。

・関係機関と連携し、各種休業制度やワーク・ラ
イフ・バランスの推進に向けた取組（男性育休・
働き方セミナーなど）を実施した。また、県の女
性活躍推進企業認定制度を周知し、市内事業
者の取得を働きかけた。
・起業セミナーや就労・起業相談窓口などを開
設し、女性の活躍を支援した。

・ハローワーク西脇との連携セミナーでは38社の参加
があり、事業所における男性育児休業について、法
改正も含め啓発ができた。
・ミモザ企業は市内で２事業所と北播磨で中位水準と
なっており、更なる認定の促進を図る必要がある。
・起業支援の相談事業はR4年度から新たに実施し、
ほぼ100％の利用があった。必要性のある事業であ
る。相談者が起業に至るよう更に支援をしていく必要
がある。

A

成果評価

A



21,787

3 国際理解等体験活動参加者数 人 ↑ 67 100 76 80 91 156

2 隣保館年間利用者数 人 ↑ 23,211 24,000 24,369 13,086 14,419

64.1

1 推進強調月間講演会の若年層（20～40歳代）参加者数 人 ↑ 241 300 233 － － 59

1 推進強調月間講演会に大変満足している参加者の割合 ％ ↑ 65.9 70 64.5 － 86.4

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

A

番号 指標名 単位 方向性

基準値

30.3 42 － 30.7 34.5 33.5

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

49

市内では、全ての人の人権が尊重されていると感じる市民の割合 ％ ↑

基準値

ぺージ
政策 7 人権文化を創造する

目指す姿 人権文化が日常生活の中で根づき、全ての市民の人権が尊重されています。

050701

基本政策・推進方策 5 生涯活躍・共生社会の実現
部 教育管理部 課 人権教育課

総合
計画

140

H29_人権・男女共

同参画・多文化共生

R5_人権・男女共同参画・多文化共生

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3

重
要
度

満足度



・国際理解や異文化理解を図るため、体験・交流活動や講演会などの学習機会
を提供し、多文化共生社会への認識を深めます。
・平和を愛する心を育み、その尊さを学ぶ機会を提供するなど、平和意識の普及
と高揚を図ります。

・にしわきジュニアじんけん教室の活動の中で国際協
力の学習を行った。
・教職員対象に多文化共生研修会を開催、また地区
においては、交流会等を実施した。
・コロナ禍の外国人住民の感染防止等に向けて、や
さしい日本語での情報発信や窓口等へのコミュニ
ケーション支援機器の設置を行った。
・世界の恒久平和を目指して、平和都市宣言を行っ
た。

・事業実施後のアンケート調査などでは、交流
事業参加者の満足度が高い。
・国際理解や異文化への理解には体験が効果
的であるため、魅力ある事業を企画、実施する
必要がある。
・国際社会では平和を脅かす動きもあり、戦争
の悲惨さや平和の大切さを認識し、平和への意
識を高めていく必要がある。

S

成果評価

A

施策３ 多文化共生と平和の意識を高めます 人権教育課 取組内容 課題と成果 指標

・各種講座や相談業務を行うとともに、地域住民の交流事業を展開するなど、地
域に密着した人権啓発活動の拠点として、またコミュニティセンターとして、隣保
館の機能の充実を図ります。

・人権問題の解決に向け、相談事業や啓発活
動、教養講座を実施した。
・相談事業充実のため、様々な学習機会を通
じ、人権課題に関する幅広い知識・情報の収集
に努めた。
・人権課題に関する正しい知識を伝えるため、
隣保館だよりなどを通じ、啓発・広報活動に取り
組んだ。
・地域住民交流の拠点として地域団体等と連携
しながら事業を実施した。

・コロナ禍で施設利用者数や生活等に係る相
談数などが減少し、R4･5年度も以前の水準に
達していない。
・地域住民交流の拠点として、住民ニーズの把
握に努めながら、各種講座やサークル活動の
充実を図る必要がある。
・時代と共に多様化する人権課題等に対応する
ため、隣保館職員のスキルアップに努め、相談
体制の充実を図る必要がある。

C

成果評価

B

施策１ 人権文化をすすめる市民運動を推進します 人権教育課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 隣保館機能を充実します 人権室 取組内容 課題と成果 指標

・関係団体などと連携しながら、学校園・職場・地域など様々な場における学習会や研修会
を開催し、市民の人権意識の高揚を図ります。
・人権を身近に感じてもらえるよう、親しみやすい啓発資料を作成・配布し、研修会での活
用を図るなど啓発活動を進めます。
・人権感覚を磨き、共生社会への理解を深めるため、子どもが様々な人と触れ合う体験活
動を行います。
・人権啓発・教育を進めるための効果的な指導方法について学習する場を設け、地域や職
場などで人権啓発を担う人材の育成を図ります。
・インターネット上の人権侵害や性的マイノリティなど新たな人権課題への理解促進や対応
を図るため、研修や啓発などの取組を進めます。

・令和４年度「人権文化をすすめる市民運動」推進強
調月間講演会を３年ぶりに市内８地区で開催。会場と
オンライン配信のハイブリッド形式を試みた。
・関係団体と連携し、人権教育・啓発を進めるための
講演会や研修会を開催したほか、人権啓発資料「Ｆｌ
ａｔ」を作成、全戸配布した。
・人権の視点を大切にした特色ある体験活動「にしわ
きジュニアじんけん教室」を実施した。
・新たな人権課題への対応を進めるため「西脇市人
権教育及び啓発に関する総合推進指針」を改定し
た。

・月間講演会については、会場・オンラインのハ
イブリッド開催に変更し、コロナ禍でも多くの市
民（会場617人、オンライン配信892件）に啓発
することができたが、参加者の固定化・高齢化
が課題であり、オンライン配信等若年層が参加
しやすい開催方法を引続き検討する必要があ
る。
・性的マイノリティなどの啓発とともに、県の動向
等を踏まえた具体的な対応を検討する必要が
ある。

C

成果評価

B



－

3 10歳代投票率 ％ ↑ 27.52 33 32.88 - 42.90 －

3 市長・市議会議員選挙投票率 ％ ↑ 57.81 63 － － 61.00

－

2 公募委員がいる審議会の割合 ％ ↑ 85.7 93 100 100 100 100

2 まちかどミーティング参加者数 人 ↑ 600 630 － － －

34.0

1 自治基本条例を知っている市民の割合 ％ ↑ 38.2 44 － 30.7 32.1 32.1

1
行政だけでなく、市民や地域と協働でまちづくりが行われ
ていると感じる市民の割合

％ ↑ 37.7 43.7 － 34.3 38.1

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

C

番号 指標名 単位 方向性

基準値

64.6 70 － 59.1 67.1 62.3

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

50

住んでいる地域のことに関心がある市民の割合 ％ ↑

基準値

ぺージ
政策 1 参画と協働のまちづくりを進める

目指す姿 市民一人ひとりが地域社会に関心を持ち、住んでいる地域の現状や課題への理解が進むことで、主体的にまちづくりに取り組んでいます。

060101

基本政策・推進方策 6 多様な主体による地域自治の確立
部 都市経営部 課 まちづくり課

総合
計画

144

H29_市民参画・協働

R5_市民参画・協働

H29_市民自治・

地域自治

R5_市民自治・

地域自治

3.1

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3

重
要
度

満足度



・選挙制度への理解と関心を高めるために、広報啓発活動を推進します。
・新たに選挙権が付与された18歳以上の方などの若年層を対象に主権者教育を
行います。

・18歳で新たに選挙人名簿に登録された方に
対して、定期的に啓発パンフレットを送付すると
ともに、二十歳の集いでも啓発リーフレットを配
布した。
・県選挙管理委員会に申請のあった高等学校
に出向き、選挙啓発に関する出前講座を実施
した。

・選挙に関する啓発活動を担う西脇市明るい選
挙推進協議会の活動を活性化の啓発活動が
縮小している。近隣他市も同様である。
・当市の場合、近年の国政選挙では近隣他市
と比べ、10歳代を含め全体の投票率は高い水
準を維持している。

S

成果評価

A

施策３ 選挙制度への理解と関心を高めます 選挙管理委員会 取組内容 課題と成果 指標

・審議会等の委員公募やパブリック・コメント、アンケート調査の実施など、多くの
市民が自主的・主体的に市政に関わる機会を創出します。
・地域における課題などの認識共有を進めるため、まちかどミーティングなどの市
民と行政の意見交換の機会をつくります。

・審議会委員の公募に関する指針に基づき、各
部署において、審議会委員の公募やパブリック
コメント、計画改定時等のアンケート調査などを
実施した。
・秘書広報課と各部署が連携し、広報、SNS、動
画等を活用し情報発信を行った。
・各部署において必要に応じて、各地区での説
明会の実施や市長が各地区区長会に出向きご
意見を聴く機会を設けた。

・各部署において審議会の委員公募、パブリッ
クコメント等適切に実施できているが、女性委員
の比率４割の目標が達成できていない。
・引き続き、秘書広報課と連携し、市民に情報
が伝わるよう、情報発信の方法を工夫する必要
がある。
・コロナ禍等でまちかどミーティングは開催でき
ていないが、R６年度以降に形式を変更して開
催を予定。

B

成果評価

B

施策１ 参画と協働の意識を高めます まちづくり課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 市政への市民参画の機会を充実します まちづくり課 取組内容 課題と成果 指標

・自治基本条例や参画と協働のまちづくりガイドラインに基づき、市民のまちづくり
への主体的な参加を促進します。
・参画と協働の必要性などを普及啓発するため、まちづくりに関するセミナーや講
座などを開催します。
・市職員の参画と協働への意識を高めるとともに、地域活動などへの参加を促進
します。

・区長会や様々な実施主体と連携し、参画と協働のま
ちづくりを推進した。
・まちづくり推進審議会を開催し、自治基本条例の検
証や市民主体のまちづくりに向けて審議した。
・中間支援団体や兵庫県のアドバイザーによるワーク
ショップやまちづくりセミナーを実施し参画と協働につ
いて考えるきっかけ作りを行った。
・自治基本条例に関する職員研修を実施するととも
に、グループウェアを通じて地域のイベント情報を共
有した。
・地域対策委員を中心に、各地区のまちづくり活動へ
職員が参加した。

・各地区において多様な主体が協力しまちづくり活動
を展開している。今後も、地域課題のわがこと化や活
動の充実に向けた支援が必要
・新たに市民活動団体による自主的な活動が生まれ
ているが、市民に活動を知ってもらうための方策につ
いて検討が必要
・ワークショップを通じて、活動の見直しを図ることが
できた。
・コミセン等の拠点施設の老朽化が進んでいるため、
修繕料の増大が見込まれる。

C

成果評価

B



ぺージ
政策 2 持続可能なコミュニティをつくる

目指す姿 地域自治組織をはじめとした多様な主体が連携・協働し、地域課題の解決に向けて、自主・自立のまちづくり活動が行われています。

060201

基本政策・推進方策 6 多様な主体による地域自治の確立
部 都市経営部 課 まちづくり課

総合
計画

146

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

51

過去１年間に、地域でのまちづくり活動に参加した市民の割合 ％ →

基準値

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

C

番号 指標名 単位 方向性

基準値

59.9 60 － 54.1 55.3 56.3

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

4

2 ＮＰＯ法人数 法人 ↑ 17 20 17 16 16 20

1 地域自治協議会設立数 協議会 ↑ 2 5 3 3 4

95

3 コミュニティビジネスに取り組む団体数 団体 ↑ 4 7 5 7 7 7

3 中間支援組織相談件数 件 ↑ － 75 111 157 74

84

4 大学等との連携事業・活動実績数 件 ↑ 6 40 10 13 16 20

4 高校との連携事業・活動実績数 件 ↑ 25 120 27 38 59

H29_市民参画・協働

R5_市民参画・協働

H29_市民自治・

地域自治

R5_市民自治・

地域自治

3.1

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3

重
要
度

満足度



施策１ 地区からのまちづくりを推進します まちづくり課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 公益的な市民活動を支援します まちづくり課 取組内容 課題と成果 指標

・地区まちづくり計画に基づく市民の主体的な活動を支援します。
・地域のまちづくり活動を担う主体が結集する地域自治協議会の設立及び運営を
支援します。
・コミュニティセンター等の拠点施設の耐震化などの整備を行います。

・地区まちづくり計画に掲げている地域課題の解決に
向けた事業、地域の特性を活かした活性化事業に要
する経費を補助した。
・自治協議会設立済の４自治協議会に対し、一括交
付金による支援を行うとともに、連絡協議会の開催や
県補助事業に係る支援を実施した。また、未設立地
区へ、設立へ向けた働きかけや研修会を実施した。
・必要に応じて、各コミセンのエアコンや雨漏り等の修
繕を実施

・地域自治協議会等の地区まちづくり団体によ
り、各地区の課題解決に向けた活動が展開さ
れた。
・自治協議会未設立地区へ組織設立に向けた
支援を行ったが、設立に向けた具体的な動きに
はつながっていない。
・各コミセンとも老朽化が進んでおり、修繕箇所
の増加が予想される。

A

成果評価

A

施策３ 持続的なまちづくり活動を促進します まちづくり課 取組内容 課題と成果 指標

・社会的な課題の解決に向け、自発的に公益的な活動を行う団体を支援するとと
もに、その活動状況を広く周知し、市民活動の普及と定着を図ります。

・ＮＰＯやボランティアグループなどの市民活動
団体が自主的、自発的に取り組む、公益的な
事業に補助金を交付した。
・市民提案型補助事業活用団体や地区まちづ
くり団体の活動を、市広報誌で啓発するととも
に、みらフェスにて活動展示を行った。

・市民団体がそれぞれの特性を発揮し地域や
市の課題の解決に取り組むことにより「参画と協
働のまちづくり」が推進された。
・市民活動助成制度により、新たな活動が13件
立ち上げられ、支援終了後も、多く（大半）の取
組が継続している。
・まちづくり活動の様子が、多くの市民等に伝わ
るよう、SNS等の活用など、情報発信の方法に
ついて検討が必要

A

成果評価

A

施策４ 高校・大学との連携を推進します 政策推進課 取組内容 課題と成果 指標

・多様なまちづくり団体の設立・運営を支援し、当該団体間の連携を促進する中
間支援の機能を導入します。
・ビジネス的な手法でまちづくり活動の自立性や持続性を高めるソーシャルビジネ
スやコミュニティビジネスへの展開を支援します。
・市が実施する事業などについて協働型委託を推進し、まちづくり団体の活動基
盤の確立を支援します。
・まちづくり団体の持続的な活動を支えるため、リーダーなどの人材の育成を支援
します。

・住民相互の交流機会（交流の場）の提供やま
ちづくり活動に関する情報を発信するとともに、
まちづくり団体等の中間支援業務を委託した。
・ソーシャルビジネスや起業に係るセミナーを開
催した。
・まちづくり活動の拠点として、コミュニティセン
ターを各地域団体に指定管理した。
・補助金や起業、法人化などに関する相談に対
応し、まちづくり活動団体を支援した。

・市民の自主的・主体的なまちづくり活動を推
進することができた。
・中間支援として、NPO等の立上げとともに、起
業サポート、補助金等の獲得支援などを行うこ
とができた。
・一方、NPO法人化や起業に関する相談ニー
ズは限定的であった。今後は、こうした支援に
加えて、地域組織等地域に根ざした活動団体
の支援強化も重要になる。

A

成果評価

B

・地域課題の解決に向け、専門的な知見や外部の視点を有する大学をはじめとし
た教育機関などとの連携事業を推進します。
・地域社会の活性化と本市への関心の向上を図るため、高校生、大学生などの
地域活動を支援します。

・附属機関の学識経験者として、大学等から教
員を招聘した。
・関西学院大学との連携授業・市長特別講義等
を実施した。兵庫県立大学と連携した地域創生
人材教育プログラムを開講したほか、市長・市
職員による特別講義を行った。
・高校生による地域課題の解決、地域活性化の
取組、探究活動などに対して補助金を交付し、
活動を支援した。

・連携協定を締結する大学と関係を深める中
で、学識経験者や講演講師などの円滑な招聘
につながった。
・兵庫県立大学との地域創生人材教育プログラ
ムでは、約50人の学生が延べ50日にわたって
市内で活動を行った。受講者が本市に関心を
寄せ、数名の職員採用につながった。
・コロナ禍で、高校生や大学生の地域活動が制
限され、想定していた活動が休止となった。

A

成果評価

B



ぺージ
政策 3 開かれた市政を行う

目指す姿 市政情報が分かりやすく提供され市民と共有されるとともに、多様な意見を市政に反映する環境が整っています。

060301

基本政策・推進方策 6 多様な主体による地域自治の確立
部 市長公室 課 秘書広報課

総合
計画

148

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

52

市政情報が分かりやすく提供されていると感じる市民の割合 ％ ↑

基準値

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

B

番号 指標名 単位 方向性

基準値

45.7 55 － 46.5 48.9 45.3

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

3,449

1 市SNSへの投稿件数 件 ↑ 261 300 388 296 409 493

1 市ウェブサイト閲覧件数 千件 ↑ 2,780 2,840 2,976 3,998 4,297

100

3 オープンデータアップロード件数 件 ↑ 0 9 0 3 4 4

2 要望書に対する回答済割合 ％ → 100 100 100 100 100

H29_市民参画・協働

R5_市民参画・協働

H29_行政経営・

マネジメント

R5_行政経営・マネジメント

3.1

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3

重
要
度

満足度



施策１ 広報活動を推進します 秘書広報課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 広聴活動を推進します 秘書広報課 取組内容 課題と成果 指標

・市政に関する最新の情報を、迅速に市民に提供するとともに、分かりやすい広
報を行います。
・多岐にわたる市政情報について、テーマごとの体系化や映像化などを進めるこ
とで、市民にとって効果的で分かりやすい情報発信を行います。
・広報紙やホームページなどによる情報発信を行うとともに、テレビ、新聞など各
種のマスメディアに対して積極的に情報を提供します。

・広報紙では、タイムリーな話題の提供とともに、広報
アドバイザーの助言も生かして、目を引くレイアウトや
写真にこだわった。内容は市民目線を心掛け、分かり
やすい表現を用いた。
・広報紙に取り上げた内容を映像化し、ＳＮＳを活用
しながらそれぞれの特長を生かした効果的な情報発
信を行った。
・防災行政無線でタイムリーな情報提供を行うととも
に、SNSを活用して同内容を文字情報でも発信した。
・担当課と連携し、プレスにイベントや取組などを積極
的に情報発信した。

・アンケート調査では、行政情報の入手先として86％
が広報紙、65％が防災行政無線、30％が市HPと回
答しており、従来型の情報発信手法へのニーズは引
き続き高い。
・令和4年度は兵庫県広報コンクールで努力賞を受
賞。過去11年中、10回同コンクールのいずれかの部
門において入賞している。
・令和４年度のプレスへの情報提供は412件であり、こ
こ数年は年間400件を超えている。

S

成果評価

A

施策３ 行政情報の公開を推進します 秘書広報課 取組内容 課題と成果 指標

・多様な市民ニーズを的確に捉え、市政に反映するため、市民からの意見や要望
を受け付け、対応していく広聴活動を推進します。

・公共施設３箇所にご意見箱を設置したほか、
ホームページのお問い合わせフォームからも市
民からのニーズを汲み取った。
・直接回答を求めるものには、２営業日以内に
ファーストアクションをした上で、迅速に市から
回答できるように対応した。
・匿名のご意見であっても、広く周知が必要なも
のはご意見箱の近くに回答をファイリングし、
ホームページで公表した。

・要望書に対する回答率は100％であり、加えて
対応の迅速化も図られた。
・令和4年度のご意見（秘書広報課受付分）は
227件であり、ここ数年は増加傾向にある。
・複数の関係部署にわたるご意見は、回答まで
に多くの時間を要する。

A

成果評価

A

・情報公開制度の適正運用などにより、行政情報の公開を進めます。
・行政運営などに重要な役割を果たす各種の統計調査を適切に実施するととも
に、国などを通じて調査成果を広く公開し、活用を促進します。
・市民や大学、民間企業などと共有できる情報を集約し、誰もが手軽に入手し、利
用できるよう、行政情報のオープン化を進めます。

・情報公開コーナーや市HPにおいて、議案や
統計書、行政計画、入札の改札結果などを提
供した。
・情報公開制度に基づいて、公文書の開示等
を行ったほか、申請不要な情報提供を積極的
に行った。
・基幹統計を中心とした統計調査を、登録調査
員等と協力の上適切に進めた、
・新たなオープンデータをホームページに公開
した。

・公文書の開示請求はできるだけ短期間での
開示対応を行った。情報提供については年40
件程度で推移している。
・国の統計ポータルサイト等を通じて、統計調査
の結果が一般公開され、様々な分野で活用さ
れている。
・市で把握する行政情報についても、さらなる
オープンデータの公開を進める。

A

成果評価

A



ぺージ
政策 4 西脇への関心を高める

目指す姿 多くの市民が本市に愛着を感じるとともに、市外の方にも良好な都市イメージが定着することにより、本市に好感を持って積極的に関わる人が増えています。

060401

基本政策・推進方策 6 多様な主体による地域自治の確立
部 市長公室 課 秘書広報課

総合
計画

150

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

53

住んでいる地域に愛着や誇りを感じる市民の割合 ％ ↑

基準値

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

S

番号 指標名 単位 方向性

基準値

57.7 65 － 57.9 62.1 67.0

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

5,353

1 市SNS登録者数 人 ↑ 2,837 3,500 3,268 3,706 5,580 6,178

1 シティプロモーション活動参加者数 人 ↑ 1,405 6,300 1,284 4,413 4,883

319,376

3 市制作動画本数 本 ↑ 31 180 32 66 96 128

2 定住促進サイト閲覧数 件 ↑ 83,038 480,000 78,221 161,354 254,304

550,5803 市制作動画閲覧件数 件 ↑ 68,399 360,000 96,437 284,730 445,853

H29_市民参画・協働

R5_市民参画・協働

3.1

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3

重
要
度

満足度



A

・多様な地域資源をはじめ、子育て環境や教育環境など、本市の魅力や住みや
すさをSNSやマスメディアを活用して市外にも積極的に発信し、本市のイメージや
認知度の向上を図ります。
・本市に関心を持ち、積極的に関わろうとする人の増加を図ります。

・イベントや四季の風景のほか、みらいえでの子
どもや子育て世帯、多世代が楽しみ交流してい
る様子をSNSなどを活用して市内での暮らしの
魅力を映像で発信した。
・移住定住特設サイトにおいて、市の特徴的な
施策を発信するほか、移住者紹介動画を制作
し、発信した。

・動画を中心とした多彩な情報発信により、移
住相談や移住者数は順調に増加している。
・移住定住特設サイトの内容を更新・充実して
いく必要がある。また、市HP以外の情報発信の
手法について検討する必要がある。

A

成果評価

A

施策１ 西脇プライドを醸成します 秘書広報課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 良好な都市イメージを発信します 秘書広報課 取組内容 課題と成果 指標

・本市の魅力を再発見し、あるいは創造する機会を創出するイベントなどについ
て、各種の媒体などを活用しながら実施します。
・子どもを対象に、まちの様々な特色や魅力を知るための取組を進め、まちに対
する誇りや愛郷心を高めていきます。
・ふるさとへの愛着をより高めるため、本市出身者のネットワークづくりや活動支援
を進めます。

・音楽を通じて郷土愛を育む「ヘソノオ・ホットロック」
を開催し、各種メディア発信を行った。
・夢に向かって頑張る子どもたちに向け、全国で活躍
する市出身者を取り上げた広報紙・動画を制作した。
・「市長ふるさとを語る」特別授業を実施し、市長が郷
土の魅力を小中学生に分かりやすく伝えた。
・首都圏の在郷団体である東京西脇多可の会の運営
を支援し、懇親会を開催した。
・ふるさとの特色や魅力の再発見につながるフォトコ
ンテストやポスターコンクールを実施した。

・アンケート調査では、地域に愛着や誇りなどを
持つ方が増加傾向にあり、また、子どもたちへ
のアンケートでも郷土への理解が進んだ。
・東京西脇多可の会の懇親会で、会員同士が
交流を深め、故郷にしわきの良さを改めて実感
できた。
・若者の人口減少などを踏まえ、SNSなどで若
年層へ郷土愛を深めるための情報発信を増や
す。

A

成果評価

・市民の活躍する姿や各種行事・イベント、特色ある市の施策などについて、映像
などを活用し、分かりやすく伝えます。
・本市の様々な魅力をより多様な形で発信するため、SNSなど各種媒体の効果的
な活用方法について検討を進めます。

・誇るべきイベントや市民が活躍する行事、四
季の風景、何気ないシーンなど、郷土の魅力を
再発見する映像を発信した。
・長めの動画を配信するYouTube、まちの話題
を提供するFaceBook、自然や風景、短い動画
などを配信するインスタグラム、イベント告知や
行政情報を配信するLINEなど、SNSの特性に
合わせた情報発信を進めた。

・兵庫県広報コンクールにおいて、平成30年度
から連続して動画部門で入選などの評価を得
た。
・SNSごとの特性に応じた情報発信により、それ
ぞれの利用属性に応じた登録者が増加した。ま
た、動画閲覧件数が想定以上に増加した。

A

成果評価

A

施策３ 市の魅力を多様な手法で伝えます 秘書広報課 取組内容 課題と成果 指標



ぺージ
政策 1 行政資源の有効活用を図る

目指す姿 変化の激しい時代に的確かつ柔軟に対応した行政経営が行われ、質の高い行政サービスが効果的・効率的に提供されています。

070101

基本政策・推進方策 7 戦略的で持続可能な行政経営の推進
部 都市経営部 課 財政課

総合
計画

154

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

54

西脇市の行政サービスに満足している市民の割合 ％ ↑

基準値

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

S

番号 指標名 単位 方向性

基準値

38.3 40 － 40.1 46.9 41.6

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

59.9

1 行政改革大綱進捗率 ％ ↑ 45.0 50 61.9 47.6 38.1 38.1

1 望ましい方向へ推移した施策指標の割合 ％ ↑ － 60 - - 65.5

51

2 マイナンバーカード取得率 ％ ↑ 7.7 23 12.7 24.6 39.7 80.9

2 オンライン手続可能件数（手続数） 件 ↑ 33 40 46 46 46

123 定住自立圏連携事業数 事業 ↑ 3 12 5 8 10

H29_行政経営・

マネジメント

R5_行政経営・

マネジメント

H29_行財政運営

R5_行財政運営

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2

重
要
度

満足度



施策１ 効果的・効率的な行政経営を推進します 財政課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ スマート自治体を推進します 情報推進課 取組内容 課題と成果 指標

・施策・事業の成果や費用対効果を客観的に把握できる行政評価の更なる推進
など、より効果的な行政経営システムの構築を図ります。
・業務の共通化や民間委託の推進など、効率的な行政運営を推進します。
・統計データなどにより得られた情報を根拠とする施策の企画及び立案を推進し
ます。
・専門的な知見や外部の視点を有する金融機関や民間企業などとの連携事業を
推進します。
・多様化する地域課題などに対応するため、国や県などが支援する地域振興制
度を積極的に活用します。

・成果指標を設定し、新規事業等の事務事業
評価を実施した。
・学校給食センターの調理業務を外部委託した
ほか、市民交流施設に指定管理者制度を導入
した。
・地域金融機関のほか保険会社等と連携協定
を締結し、地域振興等に連携して取り組んだ。
・デジタル田園都市国家構想交付金の活用や
SDGs未来都市の選定などに取り組んだ。

・外部評価の試行に向け、対象事業の選定や
評価方法の検討など取組を進める。
・保険会社と連携したマイナンバーカードの普
及活動や市内事業者と連携した子ども向け
SDGsイベントなどの開催につながった。市内に
おけるSDGs認知度が大きく向上した。
・交付金等の財源を獲得したほか、SDGs自治
体ランキングなどで評価された。

B

成果評価

A

施策３ 広域的な連携を推進します 政策推進課 取組内容 課題と成果 指標

・行政手続の電子化や官民データの活用を推進する官民データ活用推進計画を
策定します。
・市役所の窓口で実施している行政手続や市政情報の受発信などにICTの活用
を図ります。
・ICTを活用した行政事務の効率化を図ります。
・防災面及びセキュリティ面に留意しながらクラウドサービスの導入を推進し、業務
システムの再構築を図ります。

・RPA及びAI-OCRの活用、一部の課で既に使
用していた文字起こしツールの見直し及び全庁
展開を行った。
・マイナポータルを活用して、り災証明書などの
オンライン申請の体制を整備した。
・町ぐるみ健診について、予約システムによるオ
ンライン申込みを導入した。
・自治体マイナポイント制度に参画し、保健事
業で活用した。

・官民データ活用推進計画はDX推進計画と一
体で策定することとし、引き続き検討する。
・国が推進する自治体システム標準化を令和７
年度完了を目指して取組を進める。
・RPAの活用により、３年間で1,300時間の作業
時間の短縮が図られたほか、AI-OCR、文字起
こしツールの活用により、職員の作業負担が大
きく軽減された。

S

成果評価

A

・消防救急業務やごみ処理業務など、近隣市町と一体的に取り組むことが効果
的・効率的な事業について、引き続き一部事務組合等による共同処理を行いま
す。
・広域的な地域課題に対応するため、定住自立圏を形成する近隣市町や県など
と連携を強化します。

・消防署の庁舎整備、消防車両や資機材の計
画的な配備を行った。
・ごみ処理業務について、多可町と１市１町の
枠組みにおいて、焼却や資源化等の処理を実
施した。
・定住自立圏共生ビジョンに基づき、近隣市町
と連携して事業を推進した。
　北はりま定住自立圏：36事業
　北播磨広域定住自立圏：24事業

・近隣市町と一体的に取り組むことにより、火
災・救急などの災害活動において、効率的な人
員配置で運用することができた。
・施設の老朽化に伴い、令和８年度の新ごみ処
理施設稼働に向けて、多可町と協働して施設
整備を行う。
・共通する地域課題に対して取組を進めること
により、市町間の連携を強化することができた。

A

成果評価

A



ぺージ
政策 2 持続可能な財政運営を行う

目指す姿 人口減少社会に対応し、将来にわたって健全で持続可能な財政運営が行われています。

070201

基本政策・推進方策 7 戦略的で持続可能な行政経営の推進
部 都市経営部 課 財政課

総合
計画

156

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

55

財政調整基金残高 億円 →

基準値

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

S

番号 指標名 単位 方向性

56

実質公債費比率 ％ →

基準値

55.2 35以上 51.5 49.3 50.2 54.1

S8.7 11以下 8.9 8.5 8.7 9.4

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

2.9

1 経常収支比率 ％ → 89.1 90.8以下 92.9 90.4 87.3 91.5

1 将来負担比率 ％ → 15.1 70以下 － 20.9 13.5

99.46

2 市税滞納繰越徴収率 ％ ↑ 21.94 22.46 25.65 26.18 32.57 23.62

2 市税現年徴収率 ％ → 99.21 99.21 99.31 99.12 99.55

6 0 4 5

1,038,228

4 公共施設床面積削減量 ㎡ ↑ 1,304 20,000 15,986 16,242 17,785 22,139

3 ふるさと納税収入額（企業版ふるさと納税を含む。） 千円 → 184,999 現状以上 365,716 671,820 716,313

84 普通財産売却件数 件 ↑ 0

H29_行政経営・

マネジメント

R5_行政経営・

マネジメント

H29_行財政運営

R5_行財政運営

3.2

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2

重
要
度

満足度



施策１ 健全な財政運営を行います 財政課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 税収を確保します 税務課 取組内容 課題と成果 指標

・財政基盤の強化に向け、収入を基本とした予算編成に取り組みます。
・新地方公会計制度に基づく財務書類や分かりやすい予算資料等を作成・公開
し、財政運営の透明性を高めます。
・施設等の管理コストを適切に把握し、使用料・手数料の見直しを行い、負担の公
平化を図ります。

・新地方公会計制度に基づく財務書類及び「わ
かりやすい予算説明書」を毎年度作成し、公開
した。
・令和元年度に使用料・手数料の見直しを行
い、令和２年度から運用を開始するとともに、社
会経済情勢の変動を踏まえ、適宜使用料・手
数料の見直しを行った。

・事業の優先付けにより、効率的で重点的な取
組を進めた結果、財政調整基金残高は目標値
を上回る54.1億円となった。引き続き、財政基
盤の強化に向けた取組を進め、収入を基本とし
た予算編成を可能とする財政健全化を推進す
る。
・西脇市使用料・手数料検討委員会の答申で
は、概ね５年毎に料金を見直すこととしており、
新料金の令和７年度運用開始に向け、取組を
進める。

B

成果評価

A

施策３ 有利な財源を獲得・活用します 財政課 取組内容 課題と成果 指標

・課税客体の的確な把握及び適正公平な賦課を行うとともに、期限内納付の推進
と滞納処分の強化を行い、収納率の向上と収納未済額の縮減を図ります。
・口座振替、コンビニ納付の推進や地方税共通納税システムの導入などにより、
納税者の利便性の向上を図ります。

・課税客体の把握のため、現地調査、登記情報、航
空写真等を活用した現況調査を実施し、適正課税に
努めた。
・個人住民税特別徴収制度促進のため、事業所への
書類発送時に啓発チラシ等を同封し啓発を行った。
・既存のコンビニ納付を推進するとともに、スマホ決済
の導入や、地方税共通納税システムの稼働に伴うオ
ンラインやキャッシュレスでの納税環境を整備した。
・インターネット公売の活用や滞納者の口座情報照
会システムを導入（令和5年度）するなどし、滞納処分
を強化した。

・個人住民税の特別徴収実施率がH30年度から
3.1％向上（県内28位から20位まで上昇）し、収納率
向上に繋がった（令和4年度）。
・コンビニ収納及びスマホ決済利用件数が平成30年
度から約22％増加した（令和4年度）。
・早期の滞納処分や納税環境の整備により、現年度
市税収納率が県下市町14位（令和4年度、市のみで
は９位）となった。
・収納未済額が平成30年度から約94,020千円縮減し
た（令和4年度）。

S

成果評価

S

施策４ 公共施設マネジメントを推進します 管財課 取組内容 課題と成果 指標

・ふるさと寄附の受入れを促進し、財源を確保するとともに、地域経済の活性化を
図ります。
・財政措置が有利な起債や補助金などを活用し、財政負担の軽減を図ります。
・有料広告などの新たな財源を確保します。

・ふるさと納税ポータルサイトを活用し、本市の
特産品等のPRを行った。
・地方創生関連の財政支援措置について、積
極的な活用を図った。
・合併特例債など、財政措置の有利な起債の
活用に努めた。
・広告付き窓口案内表示システムを設置した。

・令和４年度に、過去最高となる10億円（県内６
位）を超える寄附を受け入れた。返礼品を通じ
て、地域産品や市内事業者等のPRに繋がっ
た。
・デジタル田園都市国家構想交付金（1.3億
円）、ひょうご地域創生交付金（1.4億円）、企業
版ふるさと納税（2千万円）など、国・県の財政支
援措置を積極的に活用した。

S

成果評価

S

・公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設の統廃合や複合化、長寿命化対
策によるライフサイクルコストの縮減、耐震化の推進など、公共施設の総合的なマ
ネジメントを推進します。
・未利用・余剰の市有財産について、売却又は新たな活用方法を検討します。

・平成28年に策定した公共施設等総合管理計
画を令和５年３月に改定した。
・公共施設等アクションプランを令和４年３月に
第２期プランとして策定した。
・毎年、公共施設稼働率調査を行い、報告書を
作成した。
・旧庁舎等跡地活用アイデア調査を行ってい
る。

・新庁舎整備に当たり、公共施設の複合化を推
進することで、総量を削減できた。
・公共施設の老朽化が進む中で、統廃合や長
寿命化などのマネジメントを推進するため、担
当課と情報提供や共有をさらに行う。
・跡地の活用方法について、関係課と連携・情
報共有し検討していく。

S

成果評価

A



ぺージ
政策 3 機能的な組織運営を行う

目指す姿 職員の能力が最大限に発揮される機能的な組織が確立され、職員一人ひとりが市民から信頼を得られています。

070301

基本政策・推進方策 7 戦略的で持続可能な行政経営の推進
部 総務部 課 総務課

総合
計画

158

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

57

市職員は熱心に仕事に取り組んでおり、信頼できると思う市民の割合 ％ ↑

基準値

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

A

番号 指標名 単位 方向性

基準値

44.9 55 － 43.3 54.0 52.1

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

15.3

2 エントリー制度による研修の年間受講者数 人 ↑ 325 350 89 66 267 332

1 職員１人当たり残業時間数（１月当たり） 時間 ↓ 18.4 15 17.0 14.6 15.2

8.03 年次有給休暇取得日数 日 ↑ 6.4 10 5.8 7.0 7.1

H29_人材育成・組織運営

R5_人材育成・組織運営

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2

重
要
度

満足度



施策１ 機能的な組織を確立します 総務課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 組織を支える人材を育成します 総務課 取組内容 課題と成果 指標

・定員管理計画に基づき、計画的な職員採用を行い、職員数の適正管理を図る
とともに、社会人経験者や専門職職員の採用など、人材登用の多様化を図りま
す。
・社会情勢の変化や新たな行政需要に対応するため、適時適切に組織機構を見
直します。
・行政課題、地域課題に迅速かつ効果的に対応するため、部局横断的なプロ
ジェクトチームを立ち上げるなど、柔軟な組織体制を推進します。

・適性な職員数を確保するため、採用試験を年３回程
度実施した。
・社会人経験者や土木・建築、社会福祉士や保健師
などの専門職の試験を実施した。
・令和５年度から公務員試験対策不要のＳＰＩ試験を
導入した。
・行政需要に対応するため、組織機構を見直した。
・旧庁舎等跡地利用、企業誘致や女性活躍推進等
のプロジェクトチームを立ち上げた。
・市長の政策的判断を迅速に市政に反映するため、
R4年度に市長公室を設置した。

・４月採用、７月採用試験を実施し、年10人程
度採用した。
・土木職、建築職、社会福祉士や保健師等を
採用し、専門的な業務に配置した。
・令和４年４月１日現在における普通会計部門
の人口１万人当たりの職員数が58.67人と、82
団体ある類似団体の中で３番目に少ない職員
数となった。

A

成果評価

A

施策３ 働きやすい職場環境を整えます 総務課 取組内容 課題と成果 指標

・人材育成基本方針に基づき、職員一人ひとりの能力や資質の向上を図るため、
職場における職務能力の向上や多様な研修機会を創出します。
・研修制度、人事評価制度、給与などが総合的に作用・連動し、成果をあげた職
員が適正に評価される人事制度の構築を図ります。
・人事評価制度や自己申告書などを活用し、職員の能力や適性を的確に把握
し、能力が最大限に発揮できる人事管理に努めます。
・市民から信頼される職員となるため、職員一人ひとりが公務員としてふさわしい
倫理観を高く保つための取組を行います。

・トップセミナーなどの重点研修や若葉マーク育
成研修などの庁内研修を実施した。あわせて、
兵庫県自治研修所などの専門研修機関に派遣
した。
・人事評価については、能力評価を年１回、業
績評価を年２回実施し、評価結果を昇給や勤
勉手当に反映した。

・コロナ禍により、エントリー制度による研修受講
者数はいったん落ち込んだが、派遣研修から
WEB研修に移行したものもあり、研修を受講す
る機会は増加している。
・人事評価については、所属により評価のばら
つきがあるため、引き続き、評価結果の公表等
により、平準化を図る。

A

成果評価

A

・職員一人ひとりが行政課題の発見や職務改善に意欲的に取り組み、やりがいを
持っていきいきと働くことができる職場環境を整備します。

・新たな行政課題に対応するため、政策形成能力開
発研修として先進都市等に派遣し、視察研修を行っ
た。
・リーダーを担う中堅職員を中心とした職場全体の活
性化と職員一人ひとりのエンゲージメントの向上を目
的とした職員力向上研修を実施した。
・職員のキャリアプランの意向把握と能力開発や意欲
の向上を目的として自己申告書提出制度を運用し
た。
・良好な職場環境を形成するため、安全衛生委員会
による現地調査等を行った。

・先進地視察研修については、毎年１事業から
３事業程度行い、研修で得た知識やノウハウを
職場で共有している。
・職員一人ひとりがやりがいを持って。いきいき
と働くことのできるよう、今後も、研修や先進地
視察の機会を設ける。
・自己申告書や派遣研修等により、自身のキャ
リアデザインだけでなく、職場環境づくりを考え
る契機となった。

A

成果評価

A



ぺージ
政策 4 行政事務を適正に執行する

目指す姿 法令等に基づいて透明で公正な行政事務が執行されているとともに、行政情報が適切に管理されています。

070401

基本政策・推進方策 7 戦略的で持続可能な行政経営の推進
部 総務部 課 総務課

総合
計画

160

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

58

懲戒処分件数（業務上の法令順守違反に関するもの） 件 →

基準値

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

B

番号 指標名 単位 方向性

基準値

0 0 0 0 1 0

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

0

2 工事検査による違反指摘入札停止件数 件 ↓ 1 0 0 0 0 0

1 電子的個人情報漏えい件数 件 → 0 0 0 0 0

87.72 落札率 ％ → 85.4 85～90 87.0 86.7 87.8

H29_人材育成・組織運営

R5_人材育成・組織運営

H29_行財政運営

R5_行財政運営

3.3

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2

重
要
度

満足度



指標施策１ 行政情報の適切な管理を行います 情報推進課 取組内容 課題と成果

施策２ 公正で透明性の高い契約事務を行います 管財課 取組内容 課題と成果 指標

・個人情報や行政情報の適切な取扱いを徹底するため、必要なシステムの導入・
運用や情報セキュリティポリシーの見直しなどを行うとともに、職員の情報管理能
力の向上と意識改革を図ります。

・令和４年10月に情報セキュリティポリシーの見直しを
行った。
・他の自治体で発生したインシデント事例を庁内で共
有するとともに、マイナンバーを取り扱う職員を対象
に、eラーニングによるマイナンバー制度等に関する
研修を毎年実施した。
・施錠管理の徹底など、適正に個人情報を管理する
とともに、個人情報保護制度に関する研修を実施し
た。

・情報セキュリティポリシーの周知徹底や教育
等により、職員のセキュリティ意識が向上し、イ
ンシデントの発生を防止できた。
・新庁舎移転と合わせ、個人情報のより一層の
適正管理を推進できた。

A

成果評価

A

施策３ 適正な会計処理を行います 会計課 取組内容 課題と成果 指標

・公正で透明性の高い入札業務を行うとともに、検査事務取扱基準の改善や関係
部署との連携により、正確な検査事務を推進し、公共工事などの品質の確保を図
ります。

・令和４年度に兵庫県電子入札共同運営シス
テムを利用した電子入札を導入するとともに、
関係例規を整備した。

・工事入札のうち、令和５年度は12月現在約
94％、委託入札は、約84％を電子入札で実施
し、事業者等の事務負担の軽減と契約事務の
効率化が図られた。
・工事検査等を適正に実施し、適宜改善指導
等を行うことで、工事品質等が確保できた。

A

成果評価

A

施策４ 監査業務を行います 監査公平委員会 取組内容 課題と成果 指標

・法令等に基づき、適正な出納事務を執行するとともに、安全で効率的な資金運
用を行います。

・「会計事務の手引き」等、適正に事務を執行するた
めの資料を作成するとともに、注意事項等を適宜周
知した。
・担当者の知識・能力向上のため、２年目研修のほ
か、会計課主催の研修会を年３回実施した。
・資金計画を作成し、逐次状況を勘案しながら、安全
かつ効率的に資金を運用した。

・会計事務担当者の知識・能力向上等により、
支出命令書等作成時のエラー率が減少した。
・会計事務担当者の異動時も、事務が遅滞なく
継承されるよう、資料の整理や研修の継続が必
要である。
・資金残高の平準化を図り、安定した資金運用
が行えた。

－

成果評価

A

・法令等に基づき、行政運営の合規性を基本に、効率性・有効性も重視した的確
な監査業務を行うとともに、より効果的な監査業務のあり方について検討を行いま
す。

・法令等に基づいて監査基準を定め、当該基
準により定期監査、決算審査、例月出納検査を
実施した。

・左記の実施により、軽微な誤り等に対し、注意
喚起を促すことにより、効率的・効果的で適正
な業務執行を促進した。
・法令違反等の重大事案は確認されなかった。

－

成果評価

A

・職員からの不利益処分についての審査請求や勤務条件に関する措置の要求な
どに対し、公平委員会において公平・中立な審査を行います。

・各協議会等で行われる研修会に参加し、他市
の事例により研鑽を深めた。

・具体的な措置要求等はなかった。
・実際の事例がない中、措置要求等の実例や
対応内容を収集するなどの取組を進める。
・職員の利益保護と公正な人事権の行使を保
障する公平委員会制度自体の普及を図る。

－

成果評価

A

施策５ 公平審査事務を行います 監査公平委員会 取組内容 課題と成果 指標



ぺージ
政策 5 安心で分かりやすい窓口業務を行う

目指す姿 正確で丁寧な対応と分かりやすく利用しやすい窓口サービスが提供されています。

070501

基本政策・推進方策 7 戦略的で持続可能な行政経営の推進
部 総務部 課 戸籍住民課

総合
計画

162

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

まちづくり指標（政策）

番号 指標名 単位 方向性

59

市役所の窓口サービスは利用しやすいと感じる市民の割合 ％ ↑

基準値

目標値
実績値

評価
R02 R03 R04 R05

S

番号 指標名 単位 方向性

基準値

56.3 62 － 55.5 62.6 63.7

R03 R04 R05

まちづくり指標（施策） 実績値

施策No 指標名 単位 方向性 基準値 目標値 R02

19.0

2
市役所には、日常の様々な問題や不安について、相談
できる窓口があると感じる市民の割合

％ ↑ 34.0 40 － 29.9 41.8 37.4

1 コンビニ交付利用率（住民票の写し） ％ ↑ － 5 1.4 4.5 12.6

H29_窓口サービス・市民相談

R5_窓口サービス・市民相談

3.4

3.5

3.6

3.7

3.8

3.9

4.0

2.7 2.8 2.9 3.0 3.1 3.2 3.3 3.4

重
要
度

満足度



施策１ 窓口サービスを充実します 戸籍住民課 取組内容 課題と成果 指標

施策２ 安心できる相談業務を行います 防災安全課 取組内容 課題と成果 指標

・クイック窓口の設置やコンシェルジュの配置などにより、効率的で丁寧な窓口
サービスを実施します。
・窓口案内システムなどを導入し、利用者に分かりやすい案内表示を行います。
・延長窓口サービスや証明書のコンビニ交付サービスの導入などにより、窓口
サービスの利便性を高めます。

・おくやみコーナーやクイック窓口、こどもファス
ト・トラック優先窓口の設置などとともに、コン
シェルジュ配置し、効率的で丁寧な窓口サービ
スを行った。
・番号案内システムを導入し、利用者にわかり
やすい窓口案内を行った。
・月２回の日曜窓口に加えて、マイナンバー
カードの臨時・延長窓口を開設した。
・証明書コンビニ交付サービスを導入した。

・おくやみコーナーの設置により、利用者の手続に係
る負担を軽減できた。
・コンシェルジュの配置やクイック窓口の設置により、
待ち時間の短縮を図ることができた。
・日曜窓口の実施や証明書コンビニ交付サービスの
導入により、利用者の利便性を高めることができた。
・臨時・延長窓口の実施などにより、マイナンバー
カードの取得を促進し、交付率が県内３位に上昇し
た。
・書類記入や待ち時間の負担軽減を図る「書かない
窓口」の導入を進める。

S

成果評価

S

施策３ 利用しやすい庁舎環境を整えます 管財課 取組内容 課題と成果 指標

・市民が抱えている日常生活の様々な問題や不安を解消するために、各種相談
業務を実施します。
・相談業務に係る広報啓発を行うとともに、プライバシーに配慮した利用しやすい
相談環境を整備します。

・面談・電話で相談内容を聞き取り、相談内容
に応じて適切な相談窓口を案内・対応した。
・広報誌、ホームページで周知を行った。相談
場所は市役所の打合室を使用し、プライバシー
に配慮した。
・ひきこもり相談やヤングケアラー相談などの窓
口を設置し、課題を抱える方への相談機能を整
備した。

・相談内容に応じて、迅速に関係部署・機関へ
案内をすることができた。
・法律相談の相談枠に対する利用率は９割近く
となっており、効果的な事業となっている。

A

成果評価

A

・利用頻度の高い窓口業務のワンフロア化や子育て関係窓口業務の集約化など
により、来庁者の利便性を高めます。
・総合案内の設置や分かりやすい案内サインの導入などにより、庁舎内の案内機
能を充実します。
・ユニバーサルデザインの理念を踏まえ、誰もが利用しやすい庁舎環境を整備し
ます。

・新庁舎整備において、市民利用頻度の高い
課を１階に集約化した。
・１階エントランス付近に総合受付を配置し、来
庁者の案内を行っている。
・施設全体で、サインのデザインや色調の統
一、情報量を整理し文字を大きくするなど見や
すいサインとした。

・高齢者等の安全かつ快適な利用に配慮した
施設整備及び運営が評価され、「ひょうご県民
ユニバーサル施設」として認定された。
・各課の名称と窓口番号を大きく表示し見やす
いと評価された。

－

成果評価

A


